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Study of Introducing Social Networking Sites into Enterprises 
 
Namie Kato 
 
Abstract 
 
In this thesis, effective operation of social networking sites (SNS) is discussed, and 
effective installation guiding is suggested. SNS is the new communication tool, 
which has begun to be aggressively introduced by enterprises as well as by 
individuals in societies. However, it is reported to be difficult to make the SNS 
introduction in enterprises successful. Actually some SNS in enterprise became 
non-use situation. 
The literature survey, the structural interview survey, and the questionnaire 
survey are executed in enterprises and the results are follows.  
 The effects at the individual user level are that the encounter with people with the 
same purpose can be provided, the user can send the personal ability and hobby, 
and that the sites where the information and knowledge sharing can be provided.   
However, the demerit at the individual level is that the user is troubled with how to 
use, in case of the objectives of SNS introduction is not clearly communicated.  
 The effects at the enterprise level are that the suggestions for the enterprise is 
proposed, the bonds among employees are deepened, the information and 
knowledge sharing can be promoted, the sharing of the organizational intelligence 
can be available, and that it leads to offering the higher quality service and product.   
However, the demerit at the enterprise level is that the gaps among employee at the 
level of the information and knowledge sharing and at the level of human relations 
development occur depending on the level of skills in employees using SNS.  
 Moreover, proposals to improve the effectiveness of the enterprise SNS in the 
objectives in introduction, operations, and usages are suggested.  
 Social significance may be admitted to this study with knowledge having high 
generality by comprehensive survey. 
 
  
 
 
企業内向け SNS の効率的運用に関する研究 
 
加藤 菜美絵 
 
概要 
 
本研究は、企業が SNS を導入する効果を明らかにし、効果的な導入指針を提案する
ことを目的とする。近年、インフォーマル・コミュニケーションを促進するための IT
ツールとして、注目をされているのが、SNS(Social Networking Sites)である。SNS
は物理的な制約はなく、手軽に導入することができるため注目されており、多くの企業
で人間関係構築や情報・知識共有等の効果を期待し、企業内 SNS を導入しているが、
失敗する事例も散見されている。そこで、本研究は、企業内 SNS を導入する効果を明
らかにし、効果的な導入指針を提案することを目的とした。本研究にて得られる指針は、
管理者にとっては、メリット、デメリットを適切に把握した効果的な運用を可能にする
ことが期待される。また現在企業内 SNS の導入を検討している企業に対しても、企業
内 SNS を使いこなすための指針を提供することができる。 
本研究では、まず企業内 SNS の利用実態を明らかにすることを課題とし、世界初と
される大規模企業内 SNS が NTT 東日本で導入された 2005 年以降の 23 社の企業内
SNS 導入事例報告を用い、企業内 SNS の導入目的、活用方法、導入効果について文献
調査を行った。その結果、企業内 SNS の導入目的は、人間関係構築、情報・知識共有
であり、導入初期からこの目的が変わっていないことを明らかにした。活用方法は、大
企業だけでなく中堅・中小企業の企業内 SNS 導入が広がっていること、安価な汎用サ
ービスが広がっていること、パソコンからのアクセスから、スマートフォンやタブレッ
トからのアクセスへ広がっていることを明らかにした。 
次に企業内 SNS が有効性を発揮している際にはどのような流れになっているのか、
企業においてどのような役割を果たすことにより有効であるのかを明らかにすること
を課題とした。そのために、実際に企業内 SNS を導入している企業の企業内 SNS 管理
者と利用者を対象に調査を行った。その結果、企業内 SNS の有効性は、企業における
意思決定過程の選択肢を得る洞察段階と最善の結果を得る選択段階で発揮され、意外性
のある情報収集や選択基準を与えることを明らかにした。さらに有効に働く際の流れを
組織の意思決定モデルであるサイモン-松田モデル（浅居(1988)）とゴミ箱モデル（マ
  
 
ーチ・オルセン(1986)）に基づき、明らかにした。 
最後に企業内 SNS は多くの利用者に利用されてその効果を発揮するため、利用者が
利用しやすい環境にすることが重要であることが明らかになった。そこで、個人や企業
属性によって感じるメリットやデメリットはあるのか、利用方法の違いによって感じる
メリットやデメリットはあるのか、を明らかにすることを課題とした。そのために、実
際に企業内 SNS を利用している幅広い企業に所属する人を対象に調査を行い、その結
果をもとに、デメリットを克服するための方法について考察した。調査の結果、個人や
企業属性、利用方法の違いによってメリットやデメリットの感じ方が異なることを明ら
かにした。さらにデメリットを克服する方法として、マネジメント権限のある役職者（課
長、部長）は、SNS に参加することができないといった利用体制を整備するなどの工
夫をしている事例が参考になること、基本的に実名での利用をしつつも、一部のコミュ
ニティでは、名前の表示をせず、事務局のオーナー以外は誰かを特定できないようにす
るなど、工夫をしている事例が参考になることを述べた。 
最後に本研究をふまえて、企業内 SNS を効果的に導入するための指針を考察した。
導入目的については、例えば「社内の知り合いを増やすこと」「業務内容や業務状況を
共有すること」など人間関係構築、情報・知識共有に関する目的を設定するとよいと考
える。運営方法については、企業内 SNS は場の形成が重要であるため運営者の工夫が
必要であること、スマートフォン、タブレットをうまく活用することも効果につながる
と考える。 
本研究の独自性として、関連研究では、個々の企業または特定の業界に限定して効果
を明らかにしていた。しかし、本研究は複数企業または複数業界にまたがる包括的な調
査を行い、企業が SNS を導入する効果を、一般性の高い知見で明らかにした。また関
連研究では、メリットにのみ着目されていたが、企業内 SNS が利用されていない企業
も存在する現状を考え、デメリットにも着目をして効果的な導入方法を提案したことが
あげられる。 
本研究は、企業内 SNS を導入するにあたり、明確な目的を設定したり、企業におい
て果たす役割を述べたり、利用者に対して利用方法を明示したり、運営を工夫したりす
ることの重要性を示唆した。このようなことは企業内 SNS に限らず様々な情報システ
ムについてもいえることである。情報システムは、その導入目的や導入効果の明示、利
用方法、運営方法も大切であることを示唆できたと考える。 
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1章. 序論 
1.1. はじめに 
社会生活においてコミュニケーションは重要である。コミュニケーションは、友人内
から地域内、組織内まで様々なところで行われている。人々は、コミュニケーションを
通して、情報や知識を共有したり、人間関係を広げたりしている。例えば友人関係にお
けるコミュニケーションでは、グルメ情報をお互いに共有したり、友人から誘われた飲
み会に行くことにより同じ趣味の人と出会ったりすることができる。地域におけるコミ
ュニケーションでは、近隣にある病院の情報を共有したり、地元サークルの人からの紹
介で同じ悩みをもった人と出会ったりすることができる。組織におけるコミュニケーシ
ョンでは、社員同士の専門性や得意な分野など仕事上で役立つ情報を共有したり、一緒
にプロジェクトを組む人を探したりすることができる。 
組織における業務においてもコミュニケーションは特に重要であり、組織では社員同
士がコミュニケーションをとることができるように様々な努力をしている。例えば社員
旅行や社員の人間力向上を目的とした講演の受講やイベントを開催したりすることで、
社員同士のコミュニケーションを促進している。しかしながら、これらは期間が短かっ
たりするため、その場限りとなってしまうことが多い。 
組織で行われるコミュニケーションには会議や業務報告など公式に行われるフォー
マル・コミュニケーションと、休憩中の雑談など非公式かつ偶発的に行われるインフォ
ーマル・コミュニケーションがある。インフォーマル・コミュニケーションとは、「あ
らかじめ計画されておらず、具体的な議題や決定すべき目標、式次第などが存在しない、
偶発的に発生するコミュニケーション」である（西本[西本 06]）。インフォーマル・コ
ミュニケーションは、組織内での知識共有に重要な役割を果たしていることが知られて
おり、社内に娯楽室を設け、これを経営者側が率先して利用することにより、特に暗黙
知を対象とした知識共有を促進する試みがなされている。 
一方近年、インフォーマル・コミュニケーションを促進するための IT ツールとして、
注目をされているのが、SNS(Social Networking Sites)である。娯楽室は、社内に部屋
を用意しなければならず、物理的に難しい場合もある。しかし SNS はそのような物理
的な制約はなく、手軽に導入することができるため注目されている。 
SNS は Facebook や mixi といった広く一般的に利用されるタイプ以外にも、特定の
地域内や企業内において導入されるタイプがある。地域内に導入されている SNS は「地
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域 SNS」と呼ばれ、例えば熊本県八代市、東京都三鷹市などで導入されている。後藤
ら[後藤ら 09]によると、地域 SNS は団塊世代の市民参加促進、防災の促進など地域活
性化や防災・災害時の対策を目的に導入されている。企業内に導入されている SNS は
「企業内 SNS」または「社内 SNS」と呼ばれ、例えば NTT 東日本、TIS などで導入
されている。企業内 SNS は人間関係構築や情報・知識共有等が主な目的である。 
本研究では、企業内で導入されている SNS に着目する。なぜならば、個人や地域内
で導入されている SNS の研究については、総務省をはじめとする官公庁等で研究がな
されているが、企業内で導入されている SNS の研究については、情報を得ることが困
難であるため、個々の企業事例に研究がとどまり、あまり進んでいない。しかし、近年
多くの企業で人間関係構築や情報・知識共有等の効果を期待し、SNS を導入している
が、失敗する事例も散見されることから、研究の必要性があると考えたからである。 
企業内で導入されている SNS の効果では、例えば NTT データでは、顧客である千
葉ロッテマリ－ンズからの「ファン向けインターネットサイトをどう運営したら良い
か」という質問に対し、NTT データ内で導入されている SNS 上の千葉ロッテファンコ
ミュニティとのオフ会を開催することによって、ファンとしての生の声を得ることがで
き、顧客が満足するサイトを作り上げることができたという人間関係の構築につながっ
た事例[菊地 07]がある。また壽屋では、本社でロシア語のメールを受け取ったが、ロ
シア語を読める人がおらず、壽屋内で導入されている SNS 上で「誰かロシア語が分か
りませんか」と全社員宛てにメッセージを流したところ、ロシア留学経験のある人が見
つかり、社内で埋もれていた知識が発掘されたという情報・知識共有につながった事例
[白井 13]がある。 
これらの事例からわかるように企業内で導入されている SNS は、SNS がなければ従
来知り合うことができなかった人たちと、人間関係の構築や情報・知識共有によって、
社員同士を横断的につなぐことを可能にし、売上向上や業務円滑化といった効果をあげ
ている。企業内で導入されている SNS は企業において重要であるインフォーマル・コ
ミュニケーションを促進する場を提供し、社員同士の人間関係構築や情報・知識共有を
もたらすツールとして期待できる。 
本研究の以降の記載については、企業内で導入されている SNS を「企業内 SNS」と
呼び、研究を進める。詳細については、「1.3.本研究で対象とする企業内 SNS」で行う。 
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1.2. 企業内 SNS 導入の現状 
実際、企業内の人間関係構築、情報・知識共有を目的に企業内 SNS を導入する企業
は増加傾向にある。小豆川[小豆川 10]によると、2005 年以降相次いでおり、例えば、
NTT 東日本の「Sati」や NTT データの「Nexti」、日立グループの「COMOREVY」、
角川クロスメディアの「KADOKAWAXMEDIA」があげられる。 
IDC Japan[ IDC Japan 13]によると、企業内 SNS の利用率は、2013 年 10 月調査時
点で 16.5%であり、今後も市場開拓の余地があるとしている。さらにデジタルインファ
クト[デジタルインファクト 14]によると、企業内 SNS の市場規模は、2012 年は 16 億
円、2013 年は 20 億円、2014 年は 26 億円と発表しており、2015 年には 32 億円、2016
年には 38 億円、2017 年には 44 億円になると推計しており、今後も需要が予測される
と し て い る （ 図 1 ）。 さ ら に 企 業 内 SNS 向 け に 開 発 さ れ た Yammer
（https://www.microsoft.com/ja-jp/yammer/）のような汎用サービスも充実してきてい
るため、企業内 SNS 導入は以前よりも敷居が低くなっている。 
2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年
億円 16 20 26 32 38 44
0
10
20
30
40
50
（億円）
 
図 1：企業内 SNS の市場規模 
（デジタルインファクト[デジタルインファクト 14]のデータをもとに著者が作成） 
 
しかしながら企業内 SNS は、効果的に導入することが難しいツールである。企業内
SNS管理者向けインタビュー時ではせっかく導入した企業内SNSがほとんど使われて
いない事例も報告されている。また導入企業の 10%程度しか成功しないという調査結
果もある[Gartner 13]。この原因は、流行しているからという理由でとりあえず導入さ
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れたり、効果や企業において果たす役割が明示されないまま導入されたりするため、利
用者が使い方に困り、利用されていない企業も存在することが推察される。潜在的な有
用性を持つ企業内 SNS を有効活用させるためにも効果的に導入している企業と効果的
に導入していない企業には、どのような違いがあるのかを明らかにする必要がある。 
 
1.3. 本研究で対象とする企業内 SNS 
企業で導入される SNS はさらに大きく以下の 2 種類に分けられる。 
1 つ目は、企業が自社の新製品情報などを消費者にアピールすることを目的に、企業
と消費者とをつなぐ手段として利用される SNS である。日本経済新聞社[日本経済新
聞社 15]は、主要企業 145 社を調査し、全体の 70%にあたる 101 社が Facebook の公
式ページを持っていることを明らかにしている。消費者の口コミの評判が売れ行きを
左右する通信や IT（情報技術）、自動車、食品分野の企業が開設で先行しており、商
社や証券会社、電力会社などでも利用が広がってきている。またこのタイプの SNS を
利用し、学生向けに企業情報を発信し、採用活動に生かす企業も増えている。 
2 つ目は、企業内またはグループ企業内の人同士の情報・知識共有や人間関係構築
を目的として利用される SNS である。本研究で着目する企業内 SNS または社内 SNS
と呼ばれるものである。 
企業内 SNS は、利用者の範囲を限定しているケースもある。例えば内定者同士の関
係構築や入社辞退率の低減を導入目的とした内定者SNSがある[金澤 08]。しかしなが
ら、多くの企業内 SNS は、ある特定の範囲で利用者を限定せず、全社員または希望者
を対象として利用されている。 
導入しているツールについても、Yammer などの汎用サービスまたは、自社開発のシ
ステムを使っているケースと、Facebook を用いて企業内の人とグループを作成し、
SNS を導入しているケースがある。多くの企業では、Yammer などの汎用サービスや
自社開発のシステムを導入している。 
本研究では、利用者については特定の範囲で限定せずに全社員または希望者を対象
とし、導入ツールについては Facebook を用いての企業内 SNS ではなく、Yammer な
どの汎用サービスまたは、自社開発のシステムである企業内 SNS を研究対象とする。
なぜならば、Facebook を用いての企業内 SNS は、アカウントの乗っ取りによる情報流
出の危険性が指摘されていたり、職場の人には共有したくない情報も共有されてしまう
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などプライベートと仕事の切り分けが困難となり、抵抗を抱く人もいたりする。このよ
うな理由により、Facebook での企業内 SNS 利用から Yammer などの汎用サービスま
たは、自社開発のシステムである企業内 SNS に乗り換える企業もある。今後、企業内
で利用される SNS は、汎用サービスまたは自社開発のシステムであることが予測され
るため、汎用サービスまたは自社開発のシステムを研究対象とする。 
 
1.4. SNS の定義 
本研究にあたり、まずは SNS の定義を行う。SNS はどのような特徴を持つメディア
なのかを明らかにするために、ソーシャルメディアの機能による整理を行った（表 1）。
SNS の特徴は、他のメディアと比較すると、プロフィール、コミュニティ、友人リス
ト、他の人からの紹介文という機能を持つことである。プロフィール機能は、個人を紹
介したり自分が得意なことをアピールしたりすることができる機能である。コミュニテ
ィ機能は、例えば「営業職」コミュニティなど自身の属性にあったコミュニティや、「プ
ログラミング勉強会」など興味のあるコミュニティに参加することができる機能である。
友人リスト機能は、自分の知り合いと友人になり、一覧することができる機能である。
この機能を使うと、その人がどのような人とつながりがあるのか見ることもできる。他
の人からの紹介文機能は、自分以外の人から自分がどのような人なのかを紹介してもら
う機能である。これらの機能を使うと、相手を知らなくてもどのようなことに興味があ
り、どのような人と知り合いなのか、どのような人なのかといった人となりを想像する
ことができる。さらに利用者は、相手がどのような人なのかを想像した上で、日記に書
かれた行動や状況、想いを読むことができる。日記を読まれた人は、足跡機能によりペ
ージを訪れたことがわかったり、反応機能により日記に対して「いいね」といった反応
を得たり、コメントやメッセージ機能により直接コメントをもらったりすることで反応
を得ることができる。 
さらに、SNS の特徴として情報の共有範囲の広さが挙げられる。メールのように相
手を限定することなく情報の見聞きができるため、共有範囲が限定されるメディアより
も多くの人に質問したり、多くの人から学んだりすることができる。 
まとめると SNS は他のメディアと比較すると、相手を限定することなく情報の見聞
きができ、相手を知らなくてもプロフィールやコミュニティ、友人からの紹介文機能に
より人となりを想像しやすく、自身と似た境遇の人の考えや行動を参考にすることがで
きる。さらにコメントやメッセージ機能があることで相手に質問しやすい環境を提供し
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ていると考えられる。このことから、知らない人でも似た境遇の人の考えや行動を把握
しやすく、人や情報をつなぎやすい特徴を持っていると考えられる。 
このような特徴により、例えば角川クロスメディアの事例[山崎 07]にあるような、
多くの営業担当者が「どうすればうまく顧客の開拓ができるのか・・・」という悩みを
もっていたが、全国に事業所を展開しており高い業績をあげる社員が身近にいるわけで
もなく、全く知らない社員にメールを送るのもなかなかできるものでなかった。そのよ
うな中、SNS 導入により、トップセラーの営業担当者の 1 日の行動パターンを日記で
知ることができたり、既存顧客のフォローや新規顧客開拓の方法など具体的に質問でき
たりするようになった。というような効果が生まれると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 7 
 
表 1：ソーシャルメディアの機能別整理 
 
※ 拡大した表を巻末に掲載 
（各アカウントの作成および各ソーシャルメディア HP からの情報収集により著者
が作成（2016 年 5 月時点の情報）） 
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1.5. 企業内 SNS の定義 
続いて本研究にあたり、企業内 SNS の定義を行う。まず SNS の定義として、Boyd
ら[Boyd ら 07]がある。しかしながら、これは企業内 SNS の定義ではない。企業内 SNS
の定義は関連研究では明確になっていないため、Boyd ら[Boyd ら 07]が SNS の条件と
して定義している以下に示す①～③の 3 つの項目に、企業内 SNS は、企業内またはグ
ループ企業内の人間同士の情報・知識共有や人間関係構築を目的として利用される
SNS であるため、企業内で活用が限定されているという④の定義を加え、本研究での
企業内 SNS を定義する。 
① 個人が、限られた範囲のシステム内において、公開または一部公開のプロフ
ィールを作ることを可能にしている Web サイトである。 
② 個人が関係を共有する他の利用者のリストにつながり続くことを可能にし
ている Web サイトである。 
③ 個人が、システム内の他者によって作られた彼らの関係リストを閲覧するこ
とを可能にしている Web サイトである。 
④ 企業内もしくはグループ企業内の人間のみがアクセスすることができる
Web サイトである。 
 
1.6. 本研究の目的 
 本研究の目的は、企業内 SNS を導入する効果を明らかにし、効果的な導入指針を提
案することである。企業内 SNS の効果は、利用方法だけでなく、運営方針や運営者の
能力、社風による影響を強く受けるため、利用者側からの指針だけでなく、運営者側か
らの指針を明らかにすることも重要である。まず初めにすでに企業内 SNS を導入して
いる企業において、企業内 SNS はどのような目的で導入され、どのような利用をされ
ているのか、どのような効果をあげてきたのかを文献調査により整理・考察する。次に
企業内 SNS が有効に働く際の流れはどのようになっているのか、企業においてどのよ
うな役割を果たすことにより有効であるのかを明らかにする。次に、企業内 SNS は多
くの利用者に利用されてその効果を発揮するため、利用者が利用しやすい環境にするこ
とが重要である。そこで、個人や企業属性によってメリットやデメリットがあるのか、
利用方法の違いによってメリットやデメリットはあるのかを明らかにする。そのために、
実際に企業内 SNS を利用している幅広い企業に所属する人を対象に調査を行う。さら
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に調査した結果をもとに、デメリットを克服するための方法について考察する。最後に、
企業内 SNS を効果的に導入するための指針について考察する。 
 本研究では特に、導入前後での業務に関する効率の変化ではなく、実際に企業内 SNS
を利用している利用者がどのように変化を実感するのか、ということに着目する。これ
は、企業内 SNS の効果が利用者に利用されて発揮されるものであるため、実際に利用
している人の意見が重要であるからである。 
 
1.7. 本研究の意義 
本研究にて得られる指針は、管理者にとっては、メリット、デメリットを適切に把握
した効果的な運用を可能にすることが期待される。また現在、企業内 SNS の導入を検
討している企業に対しても、企業内 SNS を使いこなすための指針を提供することがで
きる。 
これからの時代、新しい情報システムである企業内 SNS を効果的に使うことができ
るかどうかは、企業の成長に影響を与えるため、極めて重要である。 
 
1.8. 本研究の構成 
本研究の構成を以下に述べる。図 2 は本研究の構成を示したものである。 
2 章では、関連研究で確認された事項を整理し、関連研究で行われていない点を抽出
する。これにより、3、4、5 章で取り組む課題を明らかにする。 
3 章では、企業内 SNS の利用実態を明らかにすることを課題とする。具体的には、
複数企業において企業内 SNS は、どのような目的で導入され、どのような効果をあげ
てきたのか、その利用実態が整理されていない。そこで、世界初とされる大規模企業内
SNS が NTT 東日本で導入された 2005 年以降[滝田 07]の 23 社の企業内 SNS 導入事
例報告を用い、企業内 SNS の導入目的、活用方法、導入効果について文献調査を行う。 
4 章では、企業内 SNS が有効に働く際の流れはどのようになっているのか、企業に
おいてどのような役割を果たすことにより有効であるのかを明らかにすることを課題
とする。具体的には、企業内 SNS の有効性を問題解決に着目し、どのような問題解決
が企業内 SNS を通じて行われているのか、そこに誰が関与しているのか、どのような
機能を用いているのか、を明らかにする。さらに、企業における問題解決のどの段階で
企業内 SNS は利用されているのか、を明らかにする。そのために、実際に企業内 SNS
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を導入している企業の企業内 SNS 管理者と利用者を対象に調査を行う。その結果をも
とに、組織の意思決定モデルに基づき、企業内 SNS が有効に働く際の流れについて考
察する。 
5 章では、企業内 SNS は多くの利用者に利用されてその効果を発揮するため、利用
者が利用しやすい環境にすることが重要である。そこで、個人や企業属性によってメリ
ットやデメリットがあるのか、利用方法の違いによってメリットやデメリットがあるの
かを明らかにすることを課題とする。そのために、実際に企業内 SNS を利用している
幅広い企業に所属する人を対象に調査を行う。さらに調査した結果をもとに、デメリッ
トを克服するための方法や企業内 SNS 利用が個人や企業に与えるメリットとデメリッ
トについて考察する。 
6 章では、まず 3 章、4 章、5 章で解決した課題の結果を整理する。次に、3 章、4
章、5 章での結果をもとに、企業内 SNS と企業の成長について考察する。最後に、企
業内 SNS を効果的に導入するための指針を考察する。 
7 章では、結論について述べる。 
 
1章 序論
2章 企業内SNS導入の課題
7章 結論
3章 企業内SNSの利用実態 5章 利用者属性による企業内SNSのメリッ
トとデメリット
4章 企業内SNSの有効性
6章 企業内SNSに関する考察および効率的導入指針
【学会口頭発表】
文献調査に基づく企業内SNS導入成果の変遷
[一般社団法人経営情報学会2014年春季全
国研究発表大会(2014/5)]
【学術論文】
企業内SNS導入における有効性に関する調査
研究 [日本社会情報学会誌 第21巻1号
(2009/9)]
【学術論文 】
企業内SNS導入に関する利用者調査 [情報
処理学会 第55巻第1号 (2014/1)]
 
図 2：本研究の構成 
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2章. 企業内 SNS 導入の課題 
第 1 章で示したように、Facebook などの一般ユーザーを対象とした SNS の利用が
盛んであり、企業においても SNS の導入が近年流行している。そのため、利用者に導
入目的や企業における役割を明示せずに、とりあえず SNS を導入し、導入したら何ら
かの効果があると思われている。しかしながら実際は、その効果や企業において果たす
役割が明確でないため、導入する際に運営側が利用者である社員に導入目的や利用方法
を伝えることができず、利用者である社員が使い方に困り、SNS が利用されなかった
ために、導入効果を得ることができない企業が多いのが現状である。そこで、企業内
SNS を導入する効果は何か、企業内 SNS が企業において果たす役割は何か、どのよう
な利用方法や運営方法であれば効果を得ることができるのか、これらを解決するために
本章では関連する研究を整理し、本研究で解決すべき課題の整理を行う（表 2）。 
 
2.1. 企業内 SNS の利用実態 
まず初めにすでに企業内 SNS を導入している企業において、企業内 SNS はどのよう
な目的で導入され、どのように利用されているのか、どのような効果をあげてきたのか
を文献調査に基づき整理することが必要であると考える。すでに導入されている複数企
業の利用や効果について知ることは、効果的に SNS を導入するための手がかりになる
と考える。 
企業内 SNS の利用実態についての関連研究では、小豆川[小豆川 10]が、10 社の企
業内 SNS 導入事例の概要を各種公開資料から簡潔にまとめている。しかしながら関連
研究で行われていない点として、導入初期からの複数企業において、企業内 SNS は、
どのような目的で導入され、どのような利用をされ、どのような効果を上げてきたのか
整理されていない。そこで、本研究の課題として、すでに企業内 SNS を導入している
複数企業の導入目的、活用方法、導入効果について文献調査により整理・考察する（表
2）。 
 
2.2. 企業内 SNS の有効性 
次に企業内SNSが有効性を発揮している際にはSNS内はどのような流れになってい
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るのか、企業においてどのような役割を果たすことにより有効であるのかを明らかにす
る必要がある。具体的には、企業内 SNS の有効性を問題解決に着目し、どのような問
題解決が企業内 SNS を通じて行われているのか、そこに誰が関与しているのか、どの
ような機能を用いているのか、を明らかにする。さらに、企業における問題解決のどの
段階で企業内 SNS は利用されているのか、を明らかにする。そのために、実際に企業
内 SNS を導入している企業の企業内 SNS 管理者と利用者を対象に調査を行う。その結
果をもとに、組織の意思決定モデルに基づき、企業内 SNS が有効に働く際の流れを明
らかにする。これにより、具体的に企業内 SNS を導入することで得られる有効性や企
業において果たす役割を示すことができると考える。 
企業内 SNS の有効性についての関連研究では、Ann Majchrzak ら [Ann Majchrzak
ら 13]は、社内でソーシャルメディアを使うことによって、知識や知識共有はどのよう
に変化したのかについて述べている。Jennifer ら[Jennifer ら 13]は、ソーシャルメデ
ィアの情報は開放的なコミュニケーションや知識共有だけでなく、従業員に交流の輪を
広げるための隠れた関係を広げていることを確認した。Paul ら [Paul ら 13]は、ソー
シャルメディアは従業員同士のコミュニケーションの手段として使われていることを
確認した。しかしながら関連研究で行われていない点として、企業内 SNS が有効に働
く際の流れや、企業内 SNS が企業において果たす役割については明らかになっていな
い。これらは、効果的に企業内 SNS を導入する際の運営方法の設定時に参考になる。
そこで、本研究の課題として、実際に企業内 SNS を導入している企業の企業内 SNS
管理者と利用者に調査を行い、企業内 SNS が有効に働く際の流れと企業内 SNS が企業
でどのような役割を果たしているのかを明らかにする（表 2）。 
 
2.3. 利用者属性による企業内 SNS のメリットとデメリット 
企業内 SNS は多くの利用者に利用されてその効果を発揮するため、利用者が利用し
やすい環境を作ることが重要である。そこで、個人や企業属性によって感じるメリット
やデメリットはあるのか、利用方法の違いによって感じるメリットやデメリットはある
のか、を明らかにする必要がある。またデメリットを感じている利用者属性については、
克服するための方法を考え、企業内 SNS が利用されるための工夫をする必要があると
考える。このことは、運営者側が運営方法を設定する際の参考になると考える。 
利用者属性による企業内 SNS のメリットとデメリットついての関連研究では、
enNetforum 事務局[enNetforum 事務局 06]は、企業内 SNS 導入の効果について、ア
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イディア発信機会が増加することなど 5 つの仮説を立てている。しかしこれらは仮説に
とどまり、実証はなされていない。青木[青木 09]は、自社の事例をもとに、「風通しの
よい風土の醸成」等につながったという効果をまとめている。また神部[神部 09]は、自
社の事例をもとに、ビジネスに繋がる人脈を加速的に広げているという効果があること
や、SNS を利用することで普段の業務の延長線上では、会うことがなかったであろう
他のユーザーとつながり、頑張っているたくさんの社員を発見し、自分の会社をもう一
度見つめ直す効果があることについてまとめている。小豆川[小豆川 09]は、自社の事
例をもとに、社員の満足度調査と比較して、企業内 SNS の利用頻度と社員満足度の関
係を確認した。さらに Borremans[ Borremans 07]は、世界中に約 34 万人の従業員が
働くグローバル企業である IBM にソーシャルメディアがもたらした影響を述べてい
る。山本(仁)ら[山本(仁) ら 12]は、企業内 SNS を導入するにあたって、企業の構成メ
ンバーがどのような効果を期待しているのか、またどのような懸念を抱いているのかを
探ることを目的に、オフィス家具業界 5 社に対して質問紙調査を実施し、企業内 SNS
導入に対する期待と懸念が、性別や年代、職位、ソーシャルメディア利用経験など各人
の企業内でおかれた環境や立場によって異なることを明らかにしている。Bernoff ら
[Bernoff ら 10]は、企業内でソーシャルメディアを活用するためには、企業から大きな
力を与えられ、臨機応変に行動できる従業員の存在が大切であるとし、経営陣、IT 部
門がどのような支援をする必要があるかについて、事例をもとに述べている。また企業
においてソーシャルメディアを活用するときには、リスクをともなうことについても述
べている。しかしこれはソーシャルメディアを活用することのリスクであり、企業内
SNS に着目してデメリットを明らかにした研究ではない。関連研究で行われていない
点として、個々の企業や特定の業界に限定した研究であり、一般性の高い研究ではない
ことがあげられる。また、企業内 SNS のメリットにだけ着目され、デメリットが明ら
かになっていないことがあげられる。企業内 SNS を効果的に導入するための知見を明
らかにするためには、複数企業の企業内 SNS を対象とした調査を行い、一般性の高い
知見が必要であると考える。また効果的に使える企業内 SNS にするためには、メリッ
トだけでなくデメリットにも着目し、デメリットを克服する方法を考察する必要がある
と考える。すなわち、利用者が感じるメリットやデメリットを調べることは、利用効果
や利用方法を設定する際の参考になると考える。そこで、企業内 SNS の利用者は属性
によりメリットやデメリットを感じているのか、どのような利用方法であるとメリット
やデメリットを感じるのかを明らかにする。さらにデメリットを克服するための方法に
ついて考察する（表 2）。 
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3章. 企業内 SNS の利用実態 
3.1. 利用実態についての背景 
情報技術の進展により、個人の情報発信は容易になり、消費者行動やコミュニケーシ
ョンに影響を与えている。SNS の利用も、その一つである。前述のように、小豆川[小
豆川 10]によると、企業内における SNS の利用は、2005 年以降相次いでおり、例えば、
NTT 東日本の「Sati」や NTT データの「Nexti」があげられる。このように近年 SNS
は、企業において利用され、コミュニケーションのための重要な情報システムの一つで
ある。 
企業内 SNS の利用実態を把握するため、国会図書館（NDL-OPAC）を使用し、タイ
トルに「企業内 SNS」または「職場内 SNS」または「社内 SNS」を含む全館所蔵の資
料を検索した結果を図 3 に示す。なお、検索時点は、2013 年 12 月 16 日である。図 3
によると、2007 年に出版されている資料の件数が最も多いが、その後 2013 年に再び
件数が多くなっている。このことから企業内 SNS は再び企業において、着目・活用さ
れているのではないかと考えられる。 
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年
2013
年
出版年別件数 1 0 29 3 3 4 3 3 8
0
5
10
15
20
25
30
35
（件）
国会図書館出版年別の企業内SNS関連文献の件数
 
図 3：国会図書館出版年別の企業内 SNS 関連文献の件数 
 
一方、企業内 SNS の効果や企業において果たす役割が明確でないため、導入する際
に運営側が利用者である社員に導入目的や利用方法を伝えることができず、利用者であ
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る社員が使い方に困り、利用されなかったために、導入効果を得ることができない企業
が多い。そこで本章では、企業内 SNS の導入初期の 2005 年から 2013 年の間の導入目
的、活用方法、導入効果に着目した利用実態を分析することを目的とする。この分析で
は、変化の顕著な事項と変化の少ない事項に着目して考察することとする。 
 
3.2. 利用実態についての関連研究と本研究の位置づけ 
企業内 SNS に関する研究は、さまざまなアプローチからなされている。神戸ら[神戸
ら 08]は、企業内 SNS 上のネットワークと実際の人間関係とを比較し、中心性指標の
高い人物が必ずしもリーダーではないことを明らかにしている。金澤[金澤 08]は、内
定者 SNS がどのような目的で導入され、どのような効果があるかについて明らかにし
た。この結果、主な導入目的である、内定者の入社に対する期待や内定者同士の交流と
いった面においては効果があること、不安の解消についても効果が見られることを述べ
ている。遠藤ら[遠藤ら 08]は、SNS が企業組織にどのような影響を与えるかを考察す
ることを目的として、日米 2 社の活用事例を対比させ、企業内 SNS が組織に与える影
響について考察している。しかしながら、企業内 SNS は、複数企業においてどのよう
な目的で導入され、どのような方法で活用され、どのような効果を上げてきたのか、整
理されていない。そこで本章では、企業内 SNS の利用実態を把握するための文献調査
を行うことを目的とする。文献調査を行うにあたり、着目する項目の選定を行う。金澤
[金澤 08]では、企業内 SNS の導入目的と導入効果に着目して研究を進めている。また
遠藤ら[遠藤ら 08]は、企業内 SNS へのアクセス方法についてなど利用方法に着目して
研究を進めている。そのため、企業内 SNS の利用実態を把握するには、導入目的、活
用方法、導入効果が重要な要素であると考え、本章ではすでに企業内 SNS を導入して
いる複数企業の導入目的、活用方法、導入効果について文献調査を行う。 
 
3.3. 利用実態についての仮説設定 
企業内 SNS の利用実態について整理を行うため、関連研究をもとに利用実態を明ら
かにするための 1 つの見方として、導入目的、活用方法、および導入効果に関する仮説
の設定を行った。設定した調査項目と仮説は下記のとおりである。 
・ (仮説 1)企業内 SNS 導入目的は①人間関係構築、②情報・知識共有、 
③人員募集の 3 つに整理される。 
・ (仮説 2)中堅・中小企業の企業内 SNS 導入が増え広がってきている。 
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・ (仮説 3)事業所・支店の展開状況が 1 ヶ所の企業の導入が多い。 
・ (仮説 4)汎用サービスを利用している企業が多い。 
・ (仮説 5)スマートフォンやタブレットから企業内 SNS を利用している企業が 
多い。 
・ (仮説 6)導入効果として問題解決をあげる企業が多い。 
・ (仮説 7)タブレットからの企業内 SNS の利用は、いつでも、どこからでも SNS 
を利用することを可能にする。よって現場での互いの情報共有や管理者
の管理を導入効果としてあげる企業が多い。 
表 3 に以上のことをまとめる。 
 
表 3：利用実態についての調査視点と仮説 
調査項目 仮説 仮説内容
どのような目的で導入してい
るのか？
仮説1
企業内SNS導入目的は①人間関係構築、②情
報・知識共有、③人員募集に整理される。
導入企業規模
（人数）
どのくらいの従業員人数の
企業で導入されているの
か？
仮説2
中堅・中小企業の企業内SNS導入が増え広がっ
てきている。
導入企業規模
（事業所数）
どのような事業所・支店の展
開状況の企業で導入されて
いるのか？
仮説3
事業所・支店の展開状況が1か所の企業の導入
が多い。
利用プラットフォーム
どのようなプラットフォームを
使っているのか？
仮説4 汎用サービスを利用している企業が多い。
利用環境
アクセスしている端末は何
か？
仮説5
スマートフォンやタブレットから企業内SNSを利用
している企業が多い。
効果
（問題解決）
問題解決の手段としての効
果はあるのか？
仮説6 導入効果として問題解決をあげる企業が多い。
効果
（管理・現場把握）
管理や現場把握の効果はあ
るのか？
仮説7
現場での互いの情報共有や管理者の管理を導入
効果としてあげる企業が多い。
調査視点
導入目的
活用
方法
導入
効果
 
 
3.4. 利用実態を明らかにするための調査方法 
企業内 SNS 導入事例報告[滝田 07][枝松 14] [角谷 07] [菊地 07] [小林 10] [小林 
11a] [小林 11b] [斉藤 12] [島田（知）ら 12] [島田（優） 13a] [島田（優） 13b] [白井 
13] [山崎 07] [人事事務 07] [人事マネージメント 07] [人事マネージメント 09] [宣伝
会議 06] [染原 07a] [坪 13] [日経産業新聞 06] [日経産業新聞 07a] [日経産業新聞 
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07b] [ PCOnline 07]を用い、仮説に基づき確認項目を作成し、整理を行う。調査対象企
業は、表 4 にあげる 23 社である。 
（仮説 1）「企業内 SNS 導入目的は①人間関係構築、②情報・知識共有、③人員募集
に整理される」という仮説を立てた。この仮説を検証するために、企業内 SNS 導入事
例報告にあるそれぞれの企業の導入目的が、どれに該当するのか、導入年別に分類を行
う。 
（仮説 2）「中堅・中小企業の企業内 SNS 導入が増え広がってきている。」という仮
説を立てた。この仮説を検証するために、企業内 SNS 導入事例報告から、それぞれの
企業の従業員規模を整理する。企業内 SNS 導入事例報告に従業員規模の記載がない企
業については、ホームページから従業員規模を調べる。そののち、導入年別に従業員規
模が 0～299 人、300～4,999 人、5,000 人以上のどの規模にあてはまるのか、分類を行
う。 
（仮説 3）「事業所・支店の展開状況が 1 ヶ所の企業の導入が多い。」という仮説を立
てた。この仮説を検証するために、企業内 SNS 導入事例報告から、それぞれの企業の
事業所・支店の展開状況を整理する。企業内 SNS 導入事例報告に事業所・支店の展開
状況の記載がない企業については、ホームページから事業所・支店の展開状況を調べる。
そののち、導入年別に事業所・支店の展開状況が、1 か所、2～4 か所、5 か所以上のど
の展開状況にあてはまるのか、分類を行う。なお記載がない企業は不明とする。 
（仮説 4）「汎用サービスを利用している企業が多い。」という仮説を立てた。この仮
説を検証するために、企業内 SNS 導入事例報告から、それぞれの企業が利用している
SNS を整理する。そののち、導入年別に利用している SNS が汎用サービスである場合
は、「汎用サービス」に分類し、汎用サービス以外であった場合は、「汎用サービス外」
に分類する。なお記載がない場合は、「記載なし」に分類する。 
（仮説 5）「スマートフォンやタブレットから企業内 SNS を利用している企業が多
い。」という仮説を立てた。この仮説を検証するために、企業内 SNS 導入事例報告から、
それぞれの企業が利用しているスマートフォン・タブレット等の利用を整理する。その
のち、導入年別に企業内 SNS 導入事例報告にスマートフォン・タブレット等の利用に
ついて記載がある場合は、「記載あり」、ない場合は、「記載なし」で分類を行う。 
（仮説 6）「導入効果として問題解決をあげる企業が多い。」という仮説を立てた。こ
の仮説を検証するために、企業内 SNS 導入事例報告から、問題解決の効果を整理する。
そののち、導入年別に問題解決の効果の記載がある場合は、「記載あり」、ない場合は、
「記載なし」で分類を行う。 
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（仮説 7）「現場での互いの情報共有や管理者の管理を導入効果としてあげる企業が
多い。」という仮説を立てた。この仮説を検証するために、企業内 SNS 導入事例報告か
ら、管理・現場把握の効果を整理する。そののち、導入年別に問題解決の効果の記載が
ある場合は、「記載あり」、ない場合は、「記載なし」で分類を行う。 
 
表 4：調査対象企業 
NO 社名 導入時期 利用人数 従業員規模
① NTT東日本
2005年10月
（世界初大規模社内SNS)
2,000人(2006年4月時点）
7,000人(2006年12月時点)
社員数 5,800人(2013年3月31日現在)
② TIS
2005年12月
（技術本部内での利用）
2007年4月（全社展開）
ほとんどの社員がTCポータル
に登録している。
6,337人(2013年4月1日現在)
③ 日本興亜損保 2006年2月 600人(2006年12月） 10,877人（2013年3月現在）
④ NTTデータ 2006年4月 約5,400人 10,804人（単独／2013年3月31日現在）
⑤ 損保ジャパン 2006年5月 1,503人（2007年9月時点） 社員数　17,825（2013年3月末現在）
⑥ 早稲田塾 2006年8月 約300人 280人（2011年3月期）
⑦ 角川クロスメディア 2006年12月 250人 266人(2007年3月時点）
⑧ 日立グループ 2006年頃 200社　20,000人
（個別） 33,665人
（連結） 326,240人
（2014年1月13日アクセス）
⑨ クオリカ 2007年3月 約450人 720人（2013年4月現在）
⑩ 東京海上日動システムズ 2007年6月 不明 1,417人(2013年4月1日現在）
⑪ 楽天 2009年1月
東日本大震災をきっかけに2011年3
月社員3,000人にアカウントを付与。
2011年4月子会社社員にもアカウント
を付与し、楽天グループ7,600人
（現在は8,000人（2012年7月21日発
行雑誌の記載）)
単体: 3,498 人
連結: 9,311 人
(2012年12月31日現在)
※ 使用人兼務取締役、派遣社員及び
アルバイトを除く就業人員ベース
⑫ イプサ 2009年4月 全社員750人 約480人(2012年4月時点）
⑬ ヤンセンファーマ
2009年8月
(東京本社内での試験運用）
不明 従業員数 1,986人（2013年11月現在）
⑭ 三州野安 2011年3月 140人（社員利用率100%) 150人(2014年1月13日アクセス）
⑮ ネクシィーズ 2011年3月 正社員全員(454人）
従業員：1,016人（正社員　：457人、
非正規社員：559人）※2012年9月末現在
⑯ コクヨファニチャー 2011年夏 1,000人 1,044人（2012年12月31日現在）
⑰ ガリバーインターナショナル 2011年 社員2,000人中75% 1,969人（2013年2月28日現在）
⑱ 玉屋 2012年初め 不明 従業員：589人(2011年度2月期）
⑲ 日本食研ホールディングス 2012年3月 グループ会社員全3,400人 3,772人（2012年9月30日現在 ）
⑳ モスフードサービス 2012年4月
国内外の社員860人にログインID
を配布
1,166人（2013年3月現在）
㉑ 日比谷花壇 2012年8月 不明
1,612人（2013年12月1日）
※一部関連会社出向者含む
㉒ 元湯陣屋 2012年 アルバイトを含む約80人 40人(2014年1月13日アクセス）
㉓ 壽屋 2013年3月 全社員180人 180人（2013年9月現在）  
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3.5. 利用実態についての調査および結果 
各企業の導入事例報告およびホームページの情報をもとに、仮説 1 のための導入目的
による整理、仮説 2 のための従業員規模による整理、仮説 3 のための事業所展開状況に
よる整理、仮説 4 のための利用 SNS による整理、仮説 5 のためのタブレット等からの
アクセスによる整理、仮説 6 のための問題解決の効果による整理、仮説 7 のための管理・
現場把握の効果による整理を行った（表 5）。 
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表 5：企業内 SNS 導入事例の整理結果 
※ 拡大した表を巻末に掲載 
導
入
年
導
入
企
業
導
入
目
的
従
業
員
規
模
事
業
所
展
開
状
況
利
用
S
N
S
タ
ブ
レ
ッ
ト
等
か
ら
の
利
用
問
題
解
決
の
効
果
管
理
・現
場
把
握
の
効
果
①
N
T
T
東
日
本
人
間
関
係
構
築
情
報
・知
識
共
有
5,000人
以
上
5か
所
以
上
B
e
at C
o
m
m
u
n
o
c
ation
記
載
な
し
・営
業
の
人
が
お
客
さ
ん
に
言
わ
れ
て
対
応
に
困
っ
た
こ
と
を
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
に
書
き
込
ん
だ
と
こ
ろ
、
す
ぐ
に
別
の
営
業
の
人
が
応
え
、
そ
の
と
お
り
に
お
客
さ
ん
に
提
案
し
た
と
こ
ろ
、
仕
事
が
受
注
で
き
た
。
S
N
S
に
よ
る
初
の
受
注
だ
と
社
内
で
話
題
に
な
る
。
・Q
&
A
機
能
で
あ
る
商
品
の
ネ
ー
ミ
ン
グ
を
募
集
し
た
と
こ
ろ
、
み
ん
な
が
い
ろ
ん
な
ネ
ー
ミ
ン
グ
を
書
き
込
ん
で
く
れ
た
。
該
当
な
し
②
T
IS
情
報
・知
識
共
有
5,000人
以
上
5か
所
以
上
既
存
の
社
内
S
N
S
ソ
フ
ト
な
ど
は
使
わ
ず
、
自
身
で
T
C
ポ
ー
タ
ル
を
開
発
iP
ad（役
員
の
み
）
あ
る
人
事
部
の
社
員
が
「社
史
を
つ
く
り
た
い
」と
考
え
た
も
の
の
、
周
り
に
協
力
者
が
見
つ
か
ら
ず
、
半
ば
あ
き
ら
め
て
い
た
。
し
か
し
、
T
C
ポ
ー
タ
ル
に
社
史
作
成
に
対
す
る
思
い
を
綴
っ
た
と
こ
ろ
、
賛
同
者
が
現
れ
、
実
現
へ
向
か
っ
て
動
き
出
す
こ
と
が
で
き
た
。
該
当
な
し
③
日
本
興
亜
損
保
人
員
募
集
5,000人
以
上
5か
所
以
上
既
成
の
S
N
S
を
カ
ス
タ
マ
イ
ズ
記
載
な
し
「日
本
興
亜
サ
ポ
ー
タ
ー
ズ
倶
楽
部
」を
介
し
て
、
人
材
を
確
保
し
た
が
、
業
務
ス
キ
ル
を
持
っ
た
助
っ
人
が
来
た
と
い
う
こ
と
で
、
職
場
で
非
常
に
喜
ば
れ
た
。
該
当
な
し
④
N
T
T
デ
ー
タ
人
間
関
係
構
築
5,000人
以
上
5か
所
以
上
B
e
at C
o
m
m
u
n
o
c
ation
記
載
な
し
・得
意
客
か
ら
の
問
い
合
わ
せ
に
対
し
、
Q
&
A
機
能
で
情
報
を
募
っ
た
と
こ
ろ
、
数
時
間
も
し
な
い
う
ち
に
「良
回
答
」が
続
々
と
書
き
込
ま
れ
、
翌
日
に
は
相
手
に
情
報
提
供
で
き
た
。
・顧
客
の
千
葉
ロ
ッ
テ
マ
リ
ー
ン
ズ
か
ら
の
「フ
ァ
ン
向
け
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
サ
イ
ト
を
ど
う
運
営
し
た
ら
良
い
か
」と
い
う
質
問
に
対
し
、
S
N
S
上
の
ロ
ッ
テ
フ
ァ
ン
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
と
の
オ
フ
会
に
よ
り
、
フ
ァ
ン
と
し
て
の
生
の
声
を
得
る
こ
と
が
で
き
た
。
お
か
げ
で
顧
客
の
満
足
の
い
く
サ
イ
ト
を
つ
く
り
上
げ
る
こ
と
が
で
き
た
。
該
当
な
し
⑤
損
保
ジ
ャ
パ
ン
人
間
関
係
構
築
情
報
・知
識
共
有
5,000人
以
上
5か
所
以
上
不
明
記
載
な
し
該
当
な
し
該
当
な
し
⑥
早
稲
田
塾
情
報
・知
識
共
有
0～
299人
5か
所
以
上
B
e
atP
ro
記
載
な
し
該
当
な
し
該
当
な
し
⑦
角
川
ク
ロ
ス
メ
デ
ィ
ア
人
間
関
係
構
築
情
報
・知
識
共
有
0～
299人
不
明
不
明
記
載
な
し
「ど
う
す
れ
ば
う
ま
く
顧
客
の
開
拓
が
で
き
る
の
か
・・・」と
い
う
多
く
の
営
業
担
当
が
抱
え
る
悩
み
が
あ
っ
た
が
、
全
国
に
事
業
所
を
展
開
し
て
お
り
、
高
い
業
績
を
あ
げ
る
社
員
が
身
近
に
い
る
わ
け
で
も
な
く
、
全
く
知
ら
な
い
社
員
に
メ
ー
ル
を
送
る
の
も
な
か
な
か
で
き
る
も
の
で
な
か
っ
た
。
S
N
S
導
入
に
よ
り
ト
ッ
プ
セ
ラ
ー
の
1日
の
行
動
パ
タ
ー
ン
や
既
存
顧
客
の
フ
ォ
ロ
ー
や
新
規
顧
客
開
拓
の
方
法
な
ど
具
体
的
に
質
問
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
。
該
当
な
し
⑧
日
立
グ
ル
ー
プ
情
報
・知
識
共
有
5,000人
以
上
5か
所
以
上
不
明
記
載
な
し
・質
疑
応
答
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
で
「納
品
さ
れ
て
き
た
鉄
板
が
曲
が
っ
て
い
ま
し
た
。
ま
っ
す
ぐ
に
す
る
方
法
を
教
え
て
く
だ
さ
い
。
」と
質
問
す
る
と
、
専
門
知
識
を
持
っ
た
グ
ル
ー
プ
内
の
会
社
の
人
が
回
答
し
て
く
れ
る
。
・「宮
崎
県
か
ら
茨
城
県
に
転
勤
が
決
ま
り
ま
し
た
が
、
住
む
に
は
ど
の
沿
線
が
便
利
で
し
ょ
う
か
。
」と
い
っ
た
生
活
に
関
す
る
も
の
も
あ
り
、
見
知
ら
ぬ
土
地
に
転
勤
に
な
っ
て
も
、
事
前
情
報
を
地
元
の
人
た
ち
か
ら
提
供
し
て
も
ら
え
た
こ
と
で
、
安
心
し
て
引
っ
越
し
の
日
を
迎
え
ら
れ
た
。
該
当
な
し
⑨
ク
オ
リ
カ
人
間
関
係
構
築
300～
4,999人
5か
所
以
上
不
明
記
載
な
し
該
当
な
し
該
当
な
し
⑩
東
京
海
上
日
動
シ
ス
テ
ム
ズ
人
間
関
係
構
築
300～
4,999人
2～
4か
所
O
penP
N
E
を
ベ
ー
ス
に
自
社
が
カ
ス
タ
マ
イ
ズ
記
載
な
し
代
理
店
を
訪
問
し
た
際
に
受
け
た
要
望
の
解
決
策
に
悩
み
、
社
内
S
N
S
の
日
記
に
「解
決
す
る
た
め
の
知
恵
を
く
だ
さ
い
」と
助
け
を
求
め
た
と
こ
ろ
、
何
人
も
が
返
事
を
書
き
こ
込
ん
で
く
れ
、
代
理
店
の
要
望
に
迅
速
に
応
え
ら
れ
た
。
該
当
な
し
2008年
⑪
楽
天
情
報
・知
識
共
有
5,000人
以
上
5か
所
以
上
Y
am
m
e
r
記
載
な
し
該
当
な
し
該
当
な
し
⑫
イ
プ
サ
情
報
・知
識
共
有
300～
4,999人
5か
所
以
上
不
明
携
帯
電
話
該
当
な
し
該
当
な
し
⑬
ヤ
ン
セ
ン
フ
ァ
ー
マ
人
間
関
係
構
築
300～
4,999人
5か
所
以
上
不
明
記
載
な
し
該
当
な
し
該
当
な
し
2010年
⑭
三
州
野
安
情
報
・知
識
共
有
0～
299人
5か
所
以
上
C
h
atte
r
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
、
ノ
ー
ト
P
C
該
当
な
し
顧
客
の
ク
レ
ー
ム
情
報
を
共
有
で
き
る
た
め
、
ど
こ
で
問
題
が
発
生
し
た
の
か
を
す
ぐ
に
把
握
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
。
ク
ギ
1本
で
も
間
違
え
ば
、
そ
の
情
報
を
す
べ
て
上
げ
る
よ
う
に
し
て
い
る
。
原
因
を
特
定
し
対
策
を
打
つ
こ
と
は
も
ち
ろ
ん
、
ほ
か
の
社
員
の
事
例
報
告
を
見
る
こ
と
で
、
失
敗
の
予
測
が
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
。
誤
出
荷
は
約
半
分
に
減
っ
た
。
⑮
ネ
ク
シ
ィ
ー
ズ
情
報
・知
識
共
有
300～
4,999人
5か
所
以
上
T
alkn
o
te
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
、
タ
ブ
レ
ッ
ト
該
当
な
し
該
当
な
し
⑯
コ
ク
ヨ
フ
ァ
ニ
チ
ャ
ー
ワ
ー
ク
ラ
イ
フ
促
進
300～
4,999人
5か
所
以
上
Z
yn
c
ro
タ
ブ
レ
ッ
ト
該
当
な
し
該
当
な
し
⑰
ガ
リ
バ
ー
イ
ン
タ
ー
ナ
シ
ョ
ナ
ル
情
報
・知
識
共
有
300～
4,999人
5か
所
以
上
Y
am
m
e
r
記
載
な
し
該
当
な
し
該
当
な
し
⑱
玉
屋
情
報
・知
識
共
有
300～
4,999人
5か
所
以
上
Z
e
n
ph
o
to
タ
ブ
レ
ッ
ト
該
当
な
し
以
前
は
実
際
に
足
を
運
ん
で
デ
ィ
ス
プ
レ
ー
を
確
認
し
て
い
た
が
、
そ
の
必
要
が
な
く
な
っ
た
。
ま
た
リ
ア
ル
タ
イ
ム
で
店
頭
の
タ
ブ
レ
ッ
ト
か
ら
ア
ッ
プ
さ
れ
る
た
め
日
報
の
代
わ
り
と
な
り
、
休
日
で
も
自
宅
か
ら
確
認
で
き
、
本
社
の
社
員
や
地
区
長
の
業
務
効
率
が
よ
く
な
っ
た
。
⑲
日
本
食
研
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
情
報
・知
識
共
有
300～
4,999人
5か
所
以
上
C
h
atte
r
携
帯
電
話
該
当
な
し
該
当
な
し
⑳
モ
ス
フ
ー
ド
サ
ー
ビ
ス
人
間
関
係
構
築
300～
4,999人
5か
所
以
上
S
pigit
記
載
な
し
「新
た
な
商
品
の
ア
イ
デ
ィ
ア
」の
テ
ー
マ
に
し
た
と
き
、
「こ
ん
な
食
材
を
使
っ
た
ハ
ン
バ
ー
グ
は
ど
う
で
し
ょ
う
か
」、
「こ
ん
な
飲
み
物
は
ど
う
で
し
ょ
う
か
」と
、
思
わ
ず
う
な
ず
い
て
し
ま
う
よ
う
な
商
品
ア
イ
デ
ィ
ア
か
ら
、
変
わ
っ
た
組
み
合
わ
せ
の
ア
イ
デ
ィ
ア
ま
で
、
約
150件
の
書
き
込
み
数
が
あ
っ
た
。
海
外
に
い
る
社
員
か
ら
の
書
き
込
み
も
あ
り
、
現
地
で
販
売
し
て
い
る
商
品
を
紹
介
し
た
コ
メ
ン
ト
な
ど
は
高
い
関
心
を
集
め
た
。
該
当
な
し
㉑
日
比
谷
花
壇
人
間
関
係
構
築
300～
4,999人
5か
所
以
上
C
h
atte
r
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
該
当
な
し
該
当
な
し
㉒
元
湯
陣
屋
情
報
・知
識
共
有
0～
299人
1か
所
不
明
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
、
タ
ブ
レ
ッ
ト
該
当
な
し
・チ
ェ
ッ
ク
ア
ウ
ト
後
の
客
室
を
点
検
し
て
い
た
客
室
係
が
、
雨
漏
り
を
発
見
。
客
室
係
は
す
ぐ
に
タ
ブ
レ
ッ
ト
を
取
り
出
し
、
角
度
を
変
え
て
何
枚
か
雨
漏
り
の
箇
所
の
写
真
を
撮
影
。
「雨
漏
り
の
修
理
を
至
急
お
願
い
し
ま
す
」と
い
う
コ
メ
ン
ト
を
添
え
て
、
S
N
S
に
書
き
込
ん
だ
。
書
き
込
み
を
見
た
フ
ロ
ン
ト
係
は
す
ぐ
に
修
理
を
手
配
、
同
時
に
部
屋
の
受
付
を
停
止
し
た
。
こ
う
し
た
対
応
を
素
早
く
実
施
し
て
、
雨
漏
り
し
た
部
屋
が
予
約
さ
れ
る
こ
と
を
防
い
だ
。
・入
口
に
て
「お
客
様
が
到
着
し
ま
し
た
。
」、
フ
ロ
ン
ト
に
て
「ア
レ
ル
ギ
ー
が
あ
る
の
で
、
卵
を
使
わ
な
い
料
理
に
し
て
ほ
し
い
と
の
こ
と
で
す
。
」、
調
理
場
に
て
「卵
抜
き
の
料
理
を
調
理
し
ま
す
。
」と
い
っ
た
顧
客
の
好
み
、
予
約
情
報
等
を
共
有
し
て
い
る
。
2013年
㉓
壽
屋
人
間
関
係
構
築
0～
299人
5か
所
以
上
Z
yn
c
ro
記
載
な
し
・あ
る
漫
画
の
グ
ッ
ズ
化
の
提
案
が
あ
り
、
そ
れ
に
対
し
て
企
画
部
門
が
「以
前
企
画
し
た
が
、
版
元
か
ら
断
ら
れ
た
。
」と
回
答
し
、
情
報
共
有
が
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
。
・社
内
で
埋
も
れ
て
い
た
知
識
が
発
掘
さ
れ
た
。
（ロ
シ
ア
語
の
メ
ー
ル
を
本
社
の
社
員
が
受
け
取
っ
た
が
、
本
社
に
は
ロ
シ
ア
語
を
読
め
る
社
員
が
い
な
か
っ
た
。
「誰
か
分
か
り
ま
せ
ん
か
」と
S
N
S
上
で
全
社
宛
に
メ
ッ
セ
ー
ジ
を
流
し
た
と
こ
ろ
、
店
舗
の
ア
ル
バ
イ
ト
に
ロ
シ
ア
留
学
経
験
の
あ
る
人
が
い
て
、
ア
ル
バ
イ
ト
の
手
助
け
を
得
て
、
メ
ー
ル
を
読
み
解
け
た
。
・海
外
営
業
部
門
が
製
品
を
卸
し
て
い
る
国
を
世
界
地
図
に
マ
ッ
ピ
ン
グ
し
よ
う
と
し
た
際
、
安
く
て
扱
い
や
す
い
地
図
の
入
手
方
法
が
分
か
ら
な
か
っ
た
。
S
N
S
上
で
意
見
を
募
集
し
と
こ
ろ
、
通
信
販
売
部
門
の
ス
タ
ッ
フ
が
ア
イ
デ
ィ
ア
を
く
れ
て
、
そ
の
方
法
を
採
用
し
て
大
き
な
紙
の
地
図
に
情
報
を
書
き
込
ん
で
海
外
事
業
の
動
向
を
可
視
化
し
た
。
店
舗
で
起
こ
っ
て
い
る
こ
と
が
、
本
社
か
ら
見
え
る
（S
N
S
上
で
「お
客
様
か
ら
の
声
」を
投
稿
で
き
る
よ
う
に
し
た
と
こ
ろ
、
あ
る
マ
グ
カ
ッ
プ
の
商
品
で
輸
送
中
に
蓋
が
壊
れ
る
ト
ラ
ブ
ル
が
複
数
あ
っ
た
こ
と
が
分
か
っ
た
。
こ
れ
を
見
た
製
品
担
当
者
は
す
ぐ
に
対
応
で
き
た
。
）
2011年
2012年
2005年
2006年
2007年
2009年
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（仮説 1）仮説を検証するために、導入目的別にみると、人間関係構築を導入目的と
した企業は NTT データをはじめとする 7 社、情報・知識共有を導入目的とした企業は
TIS をはじめとする 11 社、人間関係構築と情報・知識共有両方を導入目的とした企業
は NTT 東日本をはじめとする 3 社であった。日本興亜損保は OBOG に仕事情報を掲
載し、社員の産休・育児休暇取得時の人員補充を行うための人員募集を導入目的として
いたため、人間関係構築、情報・知識共有に分類されなかった。またコクヨファニチャ
ーは生産性を高めるために、直行直帰のワークスタイルを推奨したいというワークスタ
イル促進を導入目的としていたため、人間関係構築、情報・知識共有に分類されなかっ
た。このことから、多くの企業が SNS 導入に対して人間関係構築、情報・知識共有を
期待していると考えられる。さらに、2005 年から 2013 年まで変わらずに、導入目的
として、人間関係構築、情報・知識共有をあげる企業があることから、企業が企業内
SNS に期待することが変わらないことが考えられる（表 6）。 
 
表 6：導入年別導入目的 
企業名
・NTTデータ
・東京海上日動シス
テムズ　　等
・イプサ
・TIS　　　等
・NTT東日本
・損保ジャパン　等
・日本興亜損保 ・コクヨファニチャー
2005年 1 1 2
2006年 1 2 2 1 6
2007年 2 2
2008年
2009年 1 2 3
2010年
2011年 3 1 4
2012年 2 3 5
2013年 1 1
計 7 11 3 1 1 23
計
人間関係構築 情報・知識共有 人間関係と情報知識 人員募集 ワークスタイル促進
　導入年
導入目的
 
 
（仮説 2）仮説を検証するために、従業員の規模別でみると、従業員規模が 0～299
人の企業が元湯陣屋をはじめとする 5 社、300～4,999 人の企業が日比谷花壇をはじめ
とする 11 社、5,000 人以上の企業が NTT 東日本をはじめとする 7 社であった。また
2011 年以降に導入した企業でみると、すべての企業が、従業員規模 0～299 人の企業と
300～4,999 人の企業であった。さらに従業員規模が 5,000 人以上の企業 7 社はすべて
2009 年以前に導入している。導入初期では、NTT 東日本や NTT データといった従業
員規模が 5,000 人以上の大企業での導入が多かったが、近年では元湯陣屋など従業員規
模が 0～299 人の企業や、日比谷花壇など従業員規模が 300～4,999 人の中堅・中小企
業での導入が増えてきている。このことから企業内 SNS の導入は大企業から中堅・中
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小企業に広がってきていると考えられる（表 7）。なお小林[小林 10]においても中堅・
中小企業において企業内 SNS 導入が増え広がってきているという同様の仮説が立てら
れている。 
 
表 7：導入年別従業員規模 
・元湯陣屋
・三州野安　　等
・日比谷花壇
・玉屋　　等
・NTT東日本
・NTTデータ　　等
2005年 2 2
2006年 2 4 6
2007年 2 2
2008年
2009年 2 1 3
2010年
2011年 1 3 4
2012年 1 4 5
2013年 1 1
計 5 11 7 23
　導入年
従業員規模
0～299人 300～4,999人 5,000人以上
計
 
 
（仮説 3）仮説を検証するために、事業所・支店の展開状況別でみると、事業所・支
店の展開状況が 1 か所の企業は元湯陣屋のみ、2～4 か所の企業は東京海上日動システ
ムズのみであった。これに対して 5 か所以上の事業所・支店を持つ企業は NTT 東日本
や日本興亜損保をはじめとする 20 企業であった。このことから 5 か所以上の事業所・
支店を持つ企業で企業内 SNS は主に使われていると考えられる（表 8）。 
 
表 8：導入年別事業所・支店の展開状況 
1か所 2～4か所 5か所以上 不明
企業名 ・元湯陣屋
・東京海上日動シス
テムズ
・NTT東日本
・日本興亜損保　　等
・角川クロスメディア
2005年 2 2
2006年 5 1 6
2007年 1 1 2
2008年
2009年 3 3
2010年
2011年 4 4
2012年 1 4 5
2013年 1 1
計 1 1 20 1 23
導入年
事業所・支店の展開状況
計
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（仮説 4）仮説を検証するために、利用している SNS について、導入年別に汎用サ
ービス、汎用サービス以外、記載なし別でみると、2011 年以降に導入した企業 10 社の
うち、9 社が Yammer、Chatter 等の汎用サービスを利用していた。これに対して 2009
年以前に導入した企業 13 社では、4 社が汎用サービスを利用していた。導入初期では、
TIS のように自社で開発した SNS を使用する企業もあったが、近年では Yammer、
Chatter 等の安価な汎用サービスを利用する企業が増えてきている。このことから、安
価な汎用サービスの利用が広がってきていると考えられる（表 9）。なお島田（優）[島
田（優） 13a]においても汎用サービスの充実が企業内 SNS 導入を促進したという同様
の仮説が立てられている。 
 
表 9：導入年別利用 SNS 
企業名
・日比谷花壇
・日本食研ホールディン
グス　　　等
・TIS
・日本興亜損保　　　等
・イプサ
・元湯陣屋　　　　等
2005年 1 1 2
2006年 2 1 3 6
2007年 1 1 2
2008年
2009年 1 2 3
2010年
2011年 4 4
2012年 4 1 5
2013年 1 1
計 13 3 7 23
汎用サービス以外 記載なし
　導入年
利用SNS
計
汎用サービス
 
 
（仮説 5）仮説を検証するために、スマートフォン、タブレット等からの利用につい
て、導入年別にスマートフォン、タブレットからの利用の記載あり、なし別でみると、
2011 年以降に導入した企業 10 社のうち、7 社がスマートフォン、タブレット等を利用
していた。これに対して2009年以前に導入した企業13社では、2社がスマートフォン、
タブレット等を利用していた。導入初期では、スマートフォン、タブレット等から利用
が可能な企業は少なかったが、近年ではスマートフォン、タブレットの普及とともにス
マートフォン、タブレット等からの利用が可能な企業が増えてきている。このことから、
スマートフォン、タブレットからの企業内 SNS の利用が広がってきていると考えられ
る（表 10）。なお日本情報産業新聞[日本情報産業新聞 13]においても企業内 SNS が再
度注目されるようになってきた理由として、スマートフォンやタブレットといった端末
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の普及等をあげており、同様の仮説が立てられている。 
 
表 10：導入年別スマートフォン・タブレット等からの利用 
企業名
・玉屋
・元湯陣屋　　　　等
・楽天
・ヤンセンファーマ　　　等
2005年 1 1 2
2006年 6 6
2007年 2 2
2008年
2009年 1 2 3
2010年
2011年 3 1 4
2012年 4 1 5
2013年 1 1
計 9 14 23
　導入年
記載あり 記載なし
計
スマホ・タブレット等からの利用
 
 
（仮説 6）仮説を検証するために、問題解決の効果を導入年別でみると、個人が何ら
かの決定・選択をするために SNS を利用したという問題解決の観点からの効果が 9 社
あった。例えば 2005 年に導入された NTT 東日本では営業の人がお客さんに言われて
困ったことを SNS に書き込んだところ、すぐに別の営業の人が答えその通りにしたと
ころ、受注につながった事例[滝田 07]があった。2013 年に導入された壽屋では、ロシ
ア語のメールが読めず困り、SNS で読める人を探したところ、見つかった事例[白井 13]
があった。このような事例は 2005 年、2006 年、2007 年、2012 年、2013 年で確認で
きた。このことから企業内 SNS は問題解決のツールとして使われ続けていると考えら
れる（表 11）。 
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表 11：導入年別問題解決の効果 
企業名
・NTT東日本
・壽屋　　　　等
・早稲田塾
・元湯陣屋　　　等
2005年 2 2
2006年 4 2 6
2007年 1 1 2
2008年
2009年 3 3
2010年
2011年 4 4
2012年 1 4 5
2013年 1 1
計 9 14 23
　導入年
問題解決の効果
計
記載あり 記載なし
 
 
（仮説 7）仮説を検証するために、管理・現場把握の効果別を導入年別でみると、現
場の状況を共有するために SNS を利用したという管理・現場把握の観点からの効果が
2011 年以降で 4 社確認された。そのうちスマートフォン、タブレットからの利用が確
認できた企業は 3 社であった。例えばアパレル企業の玉屋では、タブレットから各店舗
の様子を撮影し、SNS にアップすることで、リアルタイムに各店舗の情報を共有でき
たという事例[島田（優） 13b]があった。また旅館の元湯陣屋では、客室係が雨漏りを
発見して、その部分をタブレットで撮影し「修理の手配をお願いします」というコメン
トとともにアップしたところ、フロント係がすぐに修理の手配をするという事例[島田
（優） 13a]があった。このことからスマートフォン、タブレットからの企業内 SNS 利
用は、管理・現場把握といった効果も発揮していると考えられる（表 12）。 
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表 12：導入年別管理・現場把握の効果 
企業名
・玉屋
・元湯陣屋　　　　等
・TIS
・イプサ　　　　等
2005年 2 2
2006年 6 6
2007年 2 2
2008年
2009年 3 3
2010年
2011年 1 3 4
2012年 2 3 5
2013年 1 1
計 4 19 23
　導入年
管理・現場把握 の効果
計
記載あり 記載なし
 
 
設定した仮説と仮説の検証結果を表 13 に示す。 
（仮説１）「企業内 SNS の導入目的は①人間関係構築、②情報・知識共有、③人員募
集に整理される。」という仮説を設定した。これに対して整理を行ったところ、多くの
企業が、①人間関係構築、②情報・知識共有をあげていた。③人員募集をあげている企
業は日本興亜損保のみであった。また、コクヨファニチャーは、ワークスタイル促進が
目的であったため、①、②、③どれにも分類されなかった。それ以外の企業は主に①ま
たは②、①と②の両方をあげていた。このことから、多くの企業が SNS 導入に対して
人間関係構築、情報・知識共有を期待していることがわかった。さらに、2005 年から
2013 年まで変わらずに、導入目的として、人間関係構築、情報・知識共有をあげる企
業があることから、企業が企業内 SNS に期待している役割が変わらないことがわかっ
た。 
（仮説 2）「中堅・中小企業の企業内 SNS 導入が増え広がってきている。」という仮
説を設定した。これに対して整理を行ったところ、2011 年以降に企業内 SNS を導入し
ている企業は、従業員規模が 0～299 人、300～4,999 人の企業であった。さらに従業員
規模が 5,000 人以上の企業すべてが 2009 年以前に企業内 SNS を導入していた。この
ことから、大企業（5,000 人以上）の導入から中堅・中小企業への導入へと広がってき
ていることがわかった。 
（仮説 3）「事業所・支店の展開状況が 1 か所の企業の導入が多い。」という仮説を設
定した。これに対して整理を行ったところ、23 社中 20 社が 5 ヶ所以上の事業所・支店
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を持つ企業であった。このことから、5 か所以上の事業所・支店を持つ企業の導入が広
がっていることがわかった。 
（仮説 4）「汎用サービスを利用している企業が多い。」という仮説を設定した。これ
に対して整理を行ったところ、2011年以降に導入した企業 10社のうち、9社がYammer、
Chatter 等の汎用サービスを利用していた。このことから、安価な汎用サービスの利用
が近年広がってきていることがわかった。 
（仮説 5）「スマートフォンやタブレットから企業内 SNS を利用している企業が多
い。」という仮説を設定した。これに対して整理を行ったところ、スマートフォン、タ
ブレット等からの企業内 SNS の利用が確認された企業は、2011 年以降では、10 社中 7
社であった。これに対して 2009 年以前に導入した企業 13 社では、2 社がスマートフォ
ン、タブレット等を利用していた。このことから、スマートフォン、タブレットからの
企業内 SNS 利用が近年広がってきていることがわかった。 
（仮説 6）「導入効果として問題解決をあげる企業が多い。」という仮説を設定した。
これに対して、問題解決の観点からの効果があった事例について整理を行ったところ、
9 社が該当し、2005 年、2006 年、2007 年、2012 年、2013 年で確認できた。このこ
とから、企業内 SNS は問題解決のためのツールとして使われ続けていることがわかっ
た。 
（仮説 7）「現場での互いの情報共有や管理を導入効果としてあげる企業が多い。」と
いう仮説を設定した。これに対して、管理・現場把握の観点からの効果があった事例に
ついて整理を行ったところ、2011 年以降に 4 社が確認できた。そのうちスマートフォ
ン、タブレットからの利用が確認できた企業は 3 社であった。このことから、スマート
フォン、タブレットからの企業内 SNS 利用は管理・現場把握といった効果も発揮して
いることがわかった。 
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表 13：仮説と仮説の検証結果 
仮説
番号
仮説 結果
1
企業内SNS導入目的は
①人間関係構築、②情
報・知識共有、③人員
募集に整理される。
・多くの企業が、①人間関係構築、②情報・知識共有をあげていた。
③人員募集をあげている企業は日本興亜損保のみ。コクヨファニチャー
は、ワークスタイル促進を目的としており、それ以外の企業は主に①ま
たは②、①と②の両方をあげている。
→多くの企業がSNS導入に対して人間関係構築、情報・知識共有を期待
している。また、企業内SNSに企業が期待している役割が変わらない。
導入企業
規模
（人数）
2
中堅・中小企業の企業
内SNS導入が増え広
がってきている。
・2011年以降に企業内SNSを導入している企業は、従業員規模が0～
299人、300～4999人の企業。さらに従業員規模が5000人以上の企業
すべてが2009年以前に企業内SNSを導入していた。
→大企業（5000人以上）の導入から中堅・中小企業への導入へと広がっ
てきている。
導入企業
規模
（事業所数）
3
事業所・支店の展開状
況が1か所の企業の導
入が多い。
・23社中20社が5か所以上の事業所・支店・店舗を持つ企業。
→5か所以上の事業所・支店・店舗を持つ企業の導入が広がっている。
利用プラット
フォーム
4
汎用サービスを利用し
ている企業が多い。
・2011年以降に導入した企業10社のうち、9社がYammer、Chatter等の
汎用サービスを利用。
→安価な汎用サービスの利用が近年広がってきている。
利用環境 5
スマートフォンやタブレッ
トから企業内SNSを利用
している企業が多い。
・タブレット、スマートフォン等からの企業内SNSの利用が確認された企
業は、2011年以降では、10社中7社。
→タブレット、スマートフォンからの企業内SNS利用が近年広がってきて
いる。
効果
（問題解決）
6
導入効果として問題解
決をあげる企業が多
い。
・問題解決の観点からの効果があった事例について整理を行ったとこ
ろ、9社が該当し、さらに2005年、2006年、2007年、2012年、2013年で
確認できた。
→企業内SNSは問題解決のためのツールとして使われ続けている。
効果
（管理・現場
把握）
7
現場での互いの情報共
有や管理者の管理を導
入効果としてあげる企
業が多い。
・管理・現場把握の観点からの効果があった事例について整理を行った
ところ、2011年以降に4社が確認できた。そのうちスマートフォン、タブ
レットからの利用が確認できた企業は3社であった。
→スマートフォン、タブレットからの企業内SNS利用は管理・現場把握と
いった効果も発揮している。
項目
導入目的
活用
方法
導入
効果
 
 
3.6. 利用実態についての考察 
本研究が調査を実施した範囲では、導入目的別分類では、人間関係構築を導入目的と
した企業は NTT データをはじめとする 7 社、情報・知識共有を導入目的とした企業は
TIS をはじめとする 11 社、人間関係構築と情報・知識共有両方をを導入目的とし企業
は NTT 東日本をはじめとする 3 社であった。このことから、多くの企業が SNS 導入
に対して人間関係構築、情報・知識共有を期待していると考えられる。さらに、2005
年から 2013 年まで変わらずに、導入目的として、人間関係構築、情報・知識共有をあ
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げる企業があることから、企業が企業内 SNS に期待することが変わらないことが考え
られる（表 6）。 
活用方法別分類では、2011 年以降に導入した企業 10 社のうち、9 社が Yammer、
Chatter 等の汎用サービスを利用していた（表 9）。さらに 2011 年以降に導入した企業
のうちスマートフォン、タブレット等からの利用が確認された企業は、10 社中 7 社で
あった（表 10）。このことから Yammer や Chatter 等の安価に導入できる汎用システ
ムが充実してきたことやこれらの汎用サービスの中には近年普及しているスマートフ
ォンやタブレットに対応しているサービスもあることが企業における SNS 利用を維持
しているのではないかと考えられる。また安価に導入できる汎用サービスの充実は、従
業員規模別の分類（表 7）でみられるように、大企業だけでなく中堅・中小企業での導
入も可能にしているのではないかと考えられる。また事業所・支店の展開状況について
は、5 か所以上の企業の導入が多く、１か所の企業の元湯陣屋についてもフロントと客
室、料理場など離れた場所にいる人同士が利用していた（表 8）。このことから、企業
内 SNS は同じ場所にいる人同士よりも離れた場所にいる人同士の情報・知識共有や人
間関係構築を可能にしているのではないかと考えられる。 
導入効果別分類では、問題解決の観点からの効果であった事例が 2005 年から 2013
年まで確認できた（表 11）。さらに 2011 年以降は管理・現場把握の効果も確認できた
（表 12）。管理・現場把握の効果のあった 4 社のうち 3 社がスマートフォン、タブレッ
ト等からの利用が可能である企業であった（表 12）。スマートフォン、タブレット等か
らの企業内 SNS の利用は、元湯陣屋の事例[島田（優） 13a]にみられるように刻々と
更新される顧客情報を共有し、サービスの質を上げるといったリアルタイムでの管理や
状況把握を可能にしていると指摘されている。また玉屋の事例[島田（優） 13b]にみら
れるように、実際に足を運んで確認していた店頭のディスプレイを、タブレットからア
ップしてもらうことにより日報の代わりとなり、休日でも自宅から確認でき業務効率が
よくなったといった、ワークライフにも影響を与えていることが指摘されている。従来
であれば、企業内 SNS にアクセスできる環境になければ企業内 SNS を利用することが
できなかったが、スマートフォンやタブレット等を利用することにより、個人や店舗か
ら気軽にその場の状況を企業内 SNS 上に報告することが可能となったことによる効果
であると考えられる。 
 
 31 
 
3.7. 利用実態についての結論 
本章では、複数企業の企業内 SNS 導入事例の報告を収集し、企業内 SNS の導入初期
の 2005年から 2013年の間の実態を分析することを目的として、導入目的や活用方法、
導入効果について整理を行った。 
表 14 に利用実態についての調査視点と結果を示す。企業内 SNS の利用実態の結論
として、導入目的については、日本興亜損保、コクヨファニチャー以外の企業は、人間
関係構築、情報・知識共有であることを明らかにした。さらに、企業内 SNS に企業が
期待している役割が変わらないことを明らかにした。また活用方法については、従業員
の規模別分類および事業所・支店の展開状況別分類から、大企業だけでなく中堅・中小
企業の企業内 SNS 導入が広がっていることを明らかにした。利用している SNS 別分類
から、安価な汎用サービスが広がっていることを明らかにした。スマートフォン、タブ
レット等からの利用別分類から、スマートフォンやタブレットからのアクセスが広がっ
ていることを明らかにした。さらに導入効果は、問題解決の効果別分類から、問題解決
の手段として使われていること、管理・現場把握の効果別分類から、リアルタイムでの
顧客情報の共有や現場把握の手段として使われていることを明らかにした。本章では、
企業内 SNS 導入事例報告を用い、利用実態の整理を行った。しかし、事例報告として
雑誌や新聞にとりあげられる場合、多くが成功している SNS であることが考えられる。
一般的に、ネガティブな情報は積極的に公開されないため、入手することが難しい。し
かし、少なくとも、効果的に導入されている実態について把握することは、企業内 SNS
を効果的に導入する上では極めて重要である。 
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表 14：利用実態についての調査視点と結果 
結果
・人間関係構築、情報・知識共有を目的としている
・導入初期から、企業内SNSに企業が期待している
役割が変わらない
導入企業規模（人数）
導入企業規模（事業所数）
利用プラットフォーム 安価な汎用サービスが広がっている
利用環境
スマートフォンやタブレットからのアクセスへ広がっ
ている
効果（問題解決） 問題解決の手段として使われている
効果（管理・現場把握）
リアルタイムでの顧客情報の共有や現場把握の手
段として使われている
大企業だけでなく中堅・中小企業の企業内SNS導
入が広がっている
導入効果
導入目的
活用方法
調査視点
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4章. 企業内 SNS の有効性 
4.1. 有効性についての研究背景 
3 章では、すでに企業内 SNS を導入している複数企業の導入目的や活用方法、導入
効果について文献調査を行った。しかしながら、あくまでも、企業内 SNS の導入目的
や効果の実態を知るための文献調査であり、実際に企業内 SNS を導入している企業を
調査した結果ではない。また企業内 SNS が有効性を発揮している際にはどのような流
れになっているのか、企業においてどのような役割を果たすことにより有効であるのか
については、明らかになっていない。そこで、実際に企業内 SNS を導入している企業
の企業内 SNS 管理者と利用者を対象に調査を行い、企業内 SNS が有効に働く際の流れ
と企業内 SNS が企業でどのような役割を果たしているのかを明らかにする。 
本章では、企業内に SNS を導入することの有効性を、なんらかの問題が企業内 SNS
を通じて解決されることと定義する。本研究により、どのような問題解決が SNS を通
じて行われているのか、そこに誰が関与しているのか、どのような機能を用いているの
かを明らかにする。さらに、企業における問題解決のどの段階で企業内 SNS は利用さ
れているのかを明らかにする。このことは、企業内 SNS を有効に利用するための示唆
を提示することとなり、社会的意義があると考える。 
ここで有効性を問題解決に着目した理由は、企業内 SNS の有効性が明確でないため、
焦点を絞って研究する必要があるからである。その中でも問題解決に着目した理由は、
3 章の文献調査から問題解決の効果があることが明らかになったからである。なお浅
居[浅居 88]によると「選択」と「決定」は同義語とみなされるため、本章では、問題
解決を個人が何らかの決定・選択をすることと定義する。 
 
4.2. 有効性についての関連研究と本章の位置づけ 
企業内電子メディアの有効性に関する関連研究として、電子掲示板やメーリングリス
トに対する研究が存在する。藤本ら[藤本ら 03]は、電子掲示板とメーリングリストを対
象に研究をし、仕事の進捗情報を電子掲示板上で共有し、社員同士が助け合っているこ
とを指摘している。安田ら[安田ら 07]は、コンサルティング企業 A 社の電子メールを
対象に研究をし、管理職が部のメンテナンス的コミュニケーションを行うと部の業績が
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高いことを明らかにしている。しかし、企業内 SNS の有効性に注目した研究は見当た
らない。 
企業内 SNS の有効性についての関連研究として、ネットワーク分析の研究や知識創
造モデルに関する研究がある。神戸ら[神戸ら 08]は、企業内 SNS 上のネットワークと
実際の人間関係とを比較し、中心性指標の高い人物が必ずしもリーダーではないことを
明らかにしている。また、Bernoff ら[Bernoff ら 08]は、ブログや SNS の個人による
利用が、企業に与える影響を実例にもとづき論じている。そして、企業はオンライン社
会のアプリケーションから目を背けるのではなく、うまく利用すべきであると結論づけ
ている。しかし、個別事象に基づく議論にとどまっている。 
enNetforum 事務局[enNetforum 事務局 06]は、企業内 SNS 導入の効果について、
アイディア発信機会が増加することなど 5 つの仮説を立てているが、実証はなされてい
ない。 
DiMicco ら[DiMicco ら 08]は、ある企業の企業内 SNS 利用者に対するインタビュー
調査（調査対象者数 17 名）を行い、利用動機として同僚との関係構築、昇進、プロジ
ェクトの紹介があると述べている。またDiMicco ら[DiMiccoら09]は、企業内SNSが、
他ユーザーを認識することや従業員同士の関係構築・関係維持に利用されていることを
明らかにしている。しかし、いずれの研究も、一つの企業の事例にとどまっている。 
山本（修）ら[山本（修）ら 08a] は、仲介知（社員が交換する小さな知識の断片）と
いう概念を提案している。さらにこの仲介知を考慮した知識創造モデルを提案し、ケー
ススタディを通してモデルの検証を行っている。山本（修）ら[山本（修）ら 08b]は、
企業内 SNS の Q&A 機能における事例研究に基づいて、社員間の知識流通形態を明ら
かにすることにより、企業内デジタル知識流通モデルを例証した。Ann Majchrzak ら
[Ann Majchrzak ら 13]は、社内でソーシャルメディアを使うことによって、知識や知
識共有はどのようにかわったのかについて述べている。Emmanuelle ら[Emmanuelle
ら 13]は、組織はソーシャルメディア上の情報をどのように把握しているのか、ソーシ
ャルメディア上で従業員は組織の施策に基づいてどのような反応をしているのかにつ
いて論じた。Jennifer ら[Jennifer ら 13]は、ソーシャルメディアの情報は開放的なコ
ミュニケーションや知識共有だけでなく、従業員に交流の輪を広げるためのひそかな関
係を広げていることを確認した。Paul ら [Paul ら 13]は、ソーシャルメディアは従業
員同士のコミュニケーションの手段として、使われていることを確認した。しかしなが
ら、企業内 SNS が有効に働く際の流れや、企業内 SNS が企業において果たす役割につ
いては明らかになっていない。 
 35 
 
企業内 SNS の有効性を解明するためには、具体的な事例に基づき一般化を志向する
実証的な研究が必要であると考える。このため、複数企業の企業内 SNS の有効活用事
例の文献調査を行い、組織の意思決定モデルに基づく仮説を設定し、企業内 SNS 管理
者および利用者に対する調査を行うこととする。 
 
4.3. 有効性について仮説設定のための文献調査 
4.3.1. 有効活用事例の文献調査方法 
調査仮説を設定するために、企業内 SNS の利用に関する文献調査を行う。調査対象
は、雑誌などによる企業内 SNS 導入事例報告[滝田 07]、[福岡 07]、[菊地 07]、[山崎 
07]、[染原 07b]、[総務省 06]である。これらの詳細を、表 15 に示す。調査対象から
企業内 SNS を有効に活用している事例を抽出し、ゴミ箱モデル（注 1）[マーチら 86]とサ
イモン-松田モデル[浅居 88]を用い、分類を行う。詳細は 4.3.1.1.1.と 4.3.1.1.2.で述べ
るが、この二つのモデルは、組織の意思決定モデルである。われわれは、問題解決が意
思決定によってなされると考え、これらのモデルを用いて有効活用事例を分類し、分類
に基づき仮説を設定する。 
 
表 15：文献調査の対象 
社名（ブログ・SNS名） 導入時期 利用状況
カシオ計算機（C’sCafe（社内ブロ
グ））
実証実験：2004/7
主要部門導入：2004/10
全社導入：2005/3
利用者数：1万2000人（グループ会社も含めた全社員）（いつの
時点かは不明）
アクセス数：1日13万件
サッポロ飲料（ソナー（社内ブログ）） 導入：2005/7 投稿数：1日数100件（いつの時点かは不明）
NTT東日本（Sati（社内SNS）） 導入：2005/10 利用者数：7000人（いつの時点かは不明）
アクセス率：週1回が7割
NEC（イノベーションカフェ（社内
SNS））
実証実験：2004/9
本格展開：2006/7
利用者数：約500人（2006/3時点）
NTTデータ（Nexti（社内SNS）） 導入：2006/4 利用者数：5500人（社員の7割）（いつの時点かは不明）
損保ジャパン（社員いきいきコミュニ
ティ（社内SNS））
導入：2006/5 利用者数：1503人（2007/9時点）
角川クロスメディア（KADOKAWA X 
MEDIA（社内SNS））
導入：2006/12 利用者数：400人（社員、アルバイト、パート勤務も含む）（いつ
の時点かは不明）
総務省（SMILE（社内SNS）） 試行期間：2006/3～2007/3 利用者数：192人（本省（情報通信政策局等の担当職員）と各地
方総合局の情報通信担当職員））（2007/3時点）
日本興亜損保（日本興亜サポーター
ズ倶楽部（社内SNS））
導入：2006/2 利用者数：800人（2008/2時点）
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4.3.1.1. 組織における意思決定モデル 
組織を意思決定の立場から最初に理論化したのは、近代組織論の父である
Barnard[Barnard 38]である。Barnard[Barnard 38]の組織論は、やがてサイモンやマ
ーチによって精緻化された [印南 01] [桑嶋ら 01]。Barnard[Barnard 38]は、社会的
行為は、主として社会的過程によって遂行されるのに、この具体的な過程は、ほとんど
完全に無視され、なんらかの社会的条件や社会情況を構成する一要因にもされていない
ことを述べている。このように近代組織論では、組織の分析・考察にあたっては、全体
として長々とした過程の最後の決定にだけ注意を向けるのはなく、それに先行する探索、
分析なども含めた複雑な過程の全体に注意を向けている。よって、企業内 SNS の有効
性だけでなく、有効性を生み出す流れにも着目できると考えた。 
 本研究では、企業内 SNS の有効性がどのような流れで生み出されているのかを明ら
かにするために、マーチによって提唱されたゴミ箱モデル[マーチら 86]を用いる。ゴミ
箱モデルを用いる理由は、SNS 上の意思決定は、企業で通常行われる意思決定のよう
に、問題を前提とした意思決定ではなく、一時的な同時性によって意思決定がなされて
いることが多々あり、効果を理解する上で有効であると考えたからである。 
 また、企業内 SNS が企業のどのような場面で役割を果たしているのかを明らかにす
るために、サイモン-松田モデル[浅居 88]を用いた。サイモン-松田モデル[浅居 88]は、
「いかなる瞬間においても、数多くの（物理的に）代替可能な行為群が存在している。
一定の個人はその代替可能な行為のいずれか一つをもとることができる。あらゆる過程
によって、この数多くの代替可能行為は、実際にとられる一つの行為へとしぼられる。」
というサイモンの考え方[サイモン 65]がもとになっている。その後、松田[松田 69]に
よって計画決定の論理構造として段階に区分され、さらに細かい段階に区分したモデル
がサイモン-松田モデル[浅居 88]である。本研究でサイモン-松田モデル[浅居 88]を用い
る理由は、人間が行う意思決定プロセスをいくつかの段階に区分して認識しているため、
企業内 SNS が意思決定プロセスのどの段階において有効であったのか、検証するのに
有効であると考えたからである。 
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4.3.1.1.1. ゴミ箱モデル 
マーチら[マーチら 86]は、組織で行われる意思決定はあいまいであり、次の 4 つの基
本的な要素の流れの一時的な同時性（偶然の合流）によって、結び付けられると捉える
ゴミ箱モデルを提唱している（図 4）。 
① 問題 
問題は、組織内外の人々が気にすべきものである。ただし、問題は選択（決定）
とは別物であって、たとえ選択（決定）が行われても問題は解かれていないという
こともある。 
② 解 
解は、問題が生み出したというよりは、誰かが（問題とはあまり関係なく）生み
出したものである。 
③ 参加者 
参加者は、いろんな選択機会を出たり入ったりする。参加者がある選択機会に入
るということは、他の選択機会から出るということであり、ある選択機会に対して
の参加者の減少は、参加者の時間が他の選択機会に奪われていることを意味する。 
④ 選択機会 
 選択機会は、組織が「決定」と呼べるような行動を生み出すことを期待されてい
る機会のことである。 
 
参加者 問題
解
参加者
選択機会
 
図 4：ゴミ箱モデル 
 
 ゴミ箱モデルは、問題、解、参加者、選択機会を基本的な構成要素とし、組織の意思
決定過程を明らかにしている。このモデルに基づき活用事例を分析し、企業内 SNS に
おける問題解決が、どのような流れで行われているかを把握することとする。 
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4.3.1.1.2. サイモン-松田モデル 
サイモン-松田モデル[浅居 88]は、すべての意思決定が次の 6 段階を通じてなされる
と考えるモデルである（図 5）。 
① 認識段階 
 企業内部・外部で起こっている状況について、さまざまな形で入ってくる情報の
うち、無意味なものは直ちに無視し、状況判断・問題認識を行う。状況を的確に判
断したら、「いま、何をすべきか」といった問題意識と「その結果どうありたいのか」
という目標とを総合して目的と定義する。このように、状況を的確に判断し目的を
設定する段階が認識段階である。 
② 洞察段階 
認識段階で定めた目的を達成するための手段を、自分の経験の範囲だけでなく、
可能な限り想像・創造し列挙する段階である。 
③ 予測段階 
 知識や経験や直感などによって思い浮かべた手段について、一つ一つ洩れなく、
もしこの手段を採用・実行したらどのような結果が出るか、自分の経験・知識・想
像、友人からの情報などを総動員して、最終選択を行うまでにできるだけ正確に予
測する段階が予測段階である。 
④ 評価段階 
 それぞれの手段が他にまさる（と予測される）側面と、他より劣る（と予測され
る）側面との一長一短を、総合的に評価し、望ましさ（好ましさ）の尺度を決める
か、手段相互の望ましさの順位をつける段階が評価段階である。 
⑤ 選択段階 
 二つ以上ある代替案のうちから、望ましさの尺度が最高になるものを選ぶ段階が
選択段階である。ここで選ばれたものが最終手段になる。 
⑥ 実施段階 
 選ばれた手段を実行し、実施した結果を報告する段階が実施段階である。反省点
は今後の意思決定をよりよいものにすることに役立つ材料となる。実施によってま
た新たな状況が生まれ、次の意思決定プロセスの認識段階へつながることになる。 
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予
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評
価
[選好尺度]
 
図 5：サイモン-松田モデル 
 
 サイモン-松田モデル[浅居 88]は、意思決定プロセスをいくつかの段階に区分してい
る。このモデルに基づき活用事例を分析することにより、企業内 SNS が問題解決プロ
セスのどの段階において有効性を発揮しているかを把握することとする。 
  
4.3.2. 有効活用事例の文献調査結果 
有効活用事例の文献調査結果を表 16 に示す。 
ゴミ箱モデルに基づく成果の流れに関してみると、問題は、正解なしの問題(注 2)にお
いて成果をあげていることがわかる。このことより、企業内 SNS は、営業ノウハウな
ど他者がもつ情報や知識や意見を共有することを可能にしていることがわかる。また、
参加者は部門内の人だけが関与して問題解決がなされるのではなく、部門外の人が参加
して問題解決がなされていることがわかる。このことより、企業内 SNS は部門を越え
てのコミュニケーションを可能にしていることがわかる。また選択機会は、コミュニテ
ィ機能、Q&A 機能、日記機能において成果をあげていることがわかる。 
 サイモン-松田モデルに基づく成果の過程に関してみると、意思決定プロセスの中で
も認識段階、洞察段階、選択段階で成果をあげていることがわかる。 
成果の即時性に関してみると、素早く問題解決ができたことを成果としている企業も
あることがわかる。 
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表 16：有効活用事例の文献調査結果 
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、
顧
客
に
素
早
い
対
応
を
と
る
こ
と
が
で
き
た
。
洞
察
段
階
得
意
客
か
ら
の
問
い
合
わ
せ
に
答
え
ら
れ
な
か
っ
た
。
Q
&
A
上
の
み
ん
な
が
く
れ
た
オ
フ
ィ
シ
ャ
ル
な
内
容
か
ら
噂
レ
ベ
ル
の
情
報
（回
答
）
正
解
な
し
全
社
員
部
門
外
部
門
外
日
記
（個
人
ブ
ロ
グ
）
不
明
⑥
ブ
ロ
グ
で
繋
が
っ
た
人
間
関
係
か
ら
「社
内
ブ
ロ
グ
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
事
業
」が
生
ま
れ
、
ビ
ジ
ネ
ス
に
繋
が
る
。
認
識
段
階
（問
題
を
認
識
し
た
。
）
議
論
を
重
ね
て
い
く
う
ち
に
生
ま
れ
た
、
「ネ
ッ
ト
の
世
界
を
飛
び
出
し
て
、
事
業
を
立
て
る
必
要
が
あ
る
」と
い
う
結
論
正
解
な
し
顔
を
合
わ
せ
た
こ
と
が
な
い
メ
ン
バ
ー
部
門
外
部
門
外
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
リ
ア
ル
タ
イ
ム
N
E
C
⑤
会
議
で
の
議
論
の
続
き
を
し
た
り
、
ブ
ロ
グ
で
の
コ
メ
ン
ト
等
で
意
見
や
ア
イ
デ
ィ
ア
を
も
ら
う
こ
と
が
で
き
、
資
料
に
反
映
で
き
る
。
（特
に
企
画
立
案
、
設
計
等
熟
考
し
て
構
想
を
練
る
よ
う
な
業
務
に
顕
著
）
洞
察
段
階
構
想
が
う
ま
く
ま
と
ま
ら
な
い
。
他
の
社
員
が
く
れ
た
コ
メ
ン
ト
や
ト
ラ
ッ
ク
バ
ッ
ク
に
よ
る
ア
ド
バ
イ
ス
正
解
な
し
業
務
に
関
わ
る
人
全
社
員
部
門
外
Q
&
A
1
時
間
以
内
h
tt
p:
/
/
pc
.n
ik
ke
ib
p.
c
o
.jp
/
ar
ti
c
le
/
N
P
C
/
2
0
0
6
0
4
2
6
/
2
3
6
3
9
3
/
(2
0
0
8
年
7
月
1
0
日
現
在
)
④
顧
客
対
応
に
困
り
、
書
き
込
み
を
し
た
と
こ
ろ
、
他
の
営
業
の
人
が
対
応
を
答
え
て
く
れ
て
、
仕
事
が
受
注
で
き
た
。
選
択
段
階
顧
客
対
応
に
困
っ
た
。
他
の
営
業
の
人
が
く
れ
た
提
案
（回
答
)
正
解
な
し
営
業
用
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
人
参
加
者
（成
果
の
関
与
者
）
参
加
者
の
種
類
選
択
機
会
成
果
の
即
時
性
N
T
T
東
日
本
③
商
品
の
ネ
ー
ミ
ン
グ
を
募
集
し
た
と
こ
ろ
、
み
ん
な
が
い
ろ
ん
な
ネ
ー
ミ
ン
グ
を
考
え
て
く
れ
た
。
洞
察
段
階
商
品
の
ネ
ー
ミ
ン
グ
を
決
め
る
。
Q
&
A
上
の
み
ん
な
が
く
れ
た
ネ
ー
ミ
ン
グ
（回
答
）
正
解
な
し
企
業
名
成
果
成
果
と
最
も
関
係
の
あ
る
意
思
決
定
（問
題
解
決
）プ
ロ
セ
ス
問
題
解
問
題
・解
の
種
類
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4.4. 有効性についての仮説設定 
 4.3.で行った文献調査に基づき、以下の仮説を設定した。 
 
問題解決の流れに関する仮説 
・ （仮説 1）企業内 SNS では、正解なしの問題が解決されている。 
・ （仮説 2）企業内 SNS では、部門外の人が含まれることによって問題解決が 
なされている。 
・ （仮説 3）企業内 SNS では、同じ業務の人によって問題解決がなされている。 
・ （仮説 4）企業内 SNS では、SNS 上で新たに知り合いになった人によって問題 
解決がなされている。 
・ （仮説 5）企業内 SNS では、上司も含まれることによって問題解決がなされている。（注 3）  
・ （仮説 6）企業内 SNS では、経験・知識を持つ人によって問題解決がなされている。（注 3）  
・ （仮説 7）企業内 SNS では、Q&A 機能、コミュニティ機能、日記機能で問題 
解決がなされている。 
 
問題解決の過程に関する仮説 
・ （仮説 8）企業内 SNS は、問題解決過程の認識段階、洞察段階、選択段階で 
効果を発揮している。 
 
成果に関するの仮説 
・ （仮説 9）企業内 SNS は、素早い問題解決を可能にする。 
・ （仮説 10）企業内 SNS は、自分一人では思いつかなかった意見を得ること 
を可能にする。 
 
4.5. 有効性についての調査方法 
 4.4.で設定した仮説の検証および利用実態や運営方法を把握するため、企業内 SNS
管理者と企業内 SNS 利用者を対象に構造化インタビュー調査および質問紙調査を行う。 
 
4.5.1. 企業内 SNS 管理者向け調査方法 
企業内 SNS 管理者向け調査の調査目的は次の 2 つである。 
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①各企業の企業内 SNS の導入目的・利用状況の詳細を明らかにする。 
②企業内 SNS と他の企業内メディア（ホームページ、メーリングリスト、掲示板、
Q&A、ブログ）とを比較し、企業内 SNS の特徴を明らかにする。 
調査対象は、3 社の企業内 SNS の管理者（各企業 1～3 名）である。対象企業は、表
17 の通りである。 
調査方法は、事前に質問紙調査に答えてもらった上で、インタビューを行う構造化イ
ンタビュー調査および質問紙調査である。構造化インタビュー調査は 1 社につき 1～3
名に対し、約 1～2 時間で行った。調査は、A 社は 2008 年 11 月 28 日、B 社は 2008
年 11 月 11 日、C 社は 2008 年 11 月 4 日に行った。 
なお、調査票は Word で作成した調査票と Excel で作成した調査票を用意した。理由
は、回答者の負担を減らすため、回答者の状況に合わせて選択できるように考慮したた
めである。 
 
4.5.2. 企業内 SNS 利用者向け調査方法 
企業内 SNS 利用者向け調査の調査目的は次の 3 つである。 
① 問題解決において企業内 SNS 導入以前と導入以後の違いから、企業内 SNS 上
で行われている問題解決の流れを明らかにする。（流れ） 
② 企業内 SNS は、問題解決過程のどの段階において有効であるのかを明らかに
する。（過程） 
③ 企業内 SNS が企業の問題解決において果たす役割・機能を明らかにする。 
（特徴） 
調査対象は、各企業の企業内 SNS 利用者 30 名（A 社 6 名、B 社 23 名、C 社 1 名）
である。詳細を、表 17 に示す。調査方法は、質問紙調査とし、A 社の 6 名に対しての
み１人当たり約 15～20 分間で構造化インタビュー調査（2008 年 11 月 28 日実施）も
行い、その際に質問紙を回収している。被験者は、システム管理者の紹介か、企業内
SNS にて募集している。調査期間は、A 社 11 月 12 日～25 日、B 社 11 月 18 日～12
月 11 日、C 社 11 月 18 日～20 日である。回答は、各企業のシステム管理者を通して回
収した。なお、調査票は Word で作成した調査票と Excel で作成した調査票の 2 種類を
用意した。理由は、回答者の負担を減らすため、回答者の状況に合わせて選択できるよ
うに考慮したためである。 
この調査は、企業内 SNS の成功事例を収集することによって、その導入がもたらす
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成果の探究を試みている。この探究では、組織における意思決定過程モデルに基づいて、
成功事例の分析や整理を行い、その知見を蓄積し、体系化することによって、更なる探
究を行うための一つの段階とすることとしている。ここで得られた結果のみによって、
直ちに企業内 SNS 導入における有効性の一般的な結果とすることは避けるべきである
が、少なくともその有効性の探究に途を開くものとすることができると考える。 
 
表 17：企業内 SNS システム管理者向け・利用者向け調査の調査対象 
企業名 企業内
SNS導
入時期
企業内SNS
利用者数
社員数 企業内
SNS利用
者の割合
企業内SNSの利
用者層
1日のア
クセス数
1日のコミュ
ニティへの
書き込み数
1日の
Q&Aへの
質問数
1日の日
記更新数
A
（情報
通信）
2006/4 約数千人 約6000人 約7割（登
録者数）
約1000
人
約5件 約100件
B
（保険）
2006/10 約2000人 約16000人 約1.2割 50歳以上はほ
とんどいない。
約200人 約10件 約2件 約18件
C
（情報
通信）
2005/10 約8300人 5万人（グ
ループ会社
含む）
約2割 35歳以下が7割 1万PV 数～10件 約20件
（公開）
 
（筆者らによるシステム管理者への聞き取り調査により作成） 
 
4.6. 有効性についての調査結果 
4.6.1. 企業内 SNS 管理者向け調査結果 
4.6.1.1. 企業内 SNS の利用状況の結果 
企業内 SNS 管理者向けインタビュー調査から、以下のようなことが明らかになった。 
企業内 SNS の導入目的に関しては、部門を越えての社員同士の横のつながりの構築
（人間関係構築）、他の部署で蓄積されているノウハウを共有すること（情報・知識共
有）、同じ目的・悩みを持つ仲間との交流により、現場の社員同士が助け合うこと（相
互扶助）であることがわかった。 
企業内 SNS の基本機能に関しては、プロフィール、日記、コミュニティ、Q&A、友
人リスト、足跡、メール、検索であり、各企業において機能による差はほとんどないこ
とが明らかとなった（表 18）。プロフィールとは、個人の名前や得意なことなど個人が
どのような人なのかを公表する機能である。日記とは、個人が仕事やプライベートの話
題についてそれぞれのペースで書くことができる機能である。コミュニティとは、「若
手コミュニティ」や「千葉ロッテファンコミュニティ」などそれぞれの属性や趣味・特
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性によって、所属し、同じ属性や趣味・特性を持った人たちが集まることができる機能
である。Q&A とは、自分が教えて欲しいことを質問し、みんなに回答を求めることが
できる機能である。友人リストとは、自分とつながりのある人を一覧にし、つながりを
見ることができる機能である。紹介文とは、自分以外の人から自分がどのような人なの
かを紹介してもらう機能である。足跡とは、自分のページを訪れた人を確認することが
できる機能である。メールとは、企業内 SNS 上で連絡をとれる機能である。検索とは、
条件を指定してあてはまるコミュニティや人を検索することができる機能である。 
企業内 SNS への参加登録に関しては、招待に基づく登録制、実名制をとっているこ
とがわかった。 
企業内 SNS の利用時間に関しては、決まっておらず、就業時間中の SNS 利用も可能
なことが明らかになった。 
企業内 SNS 利用に対する理解に関しては、部署や人による理解の差は多少あること
が明らかになった。 
企業内 SNS で流通する話題に関しては、機能により、次のような特徴があることが
わかった。 
日記機能 
・日常業務における出来事やプライベートな出来事などの話題がある。 
・Q&A 機能やコミュニティ機能よりも業務に関係のない話題が書かれる割合が高い。 
Q&A 機能 
・業務上の問い合わせ、イベント告知・周知、資料・ツールや担当部署を探す目的で
使われている。 
・日記機能やコミュニティ機能よりも業務に関係のある話題が書かれる割合が高い。 
コミュニティ機能 
・業務別の情報提供・交換、育児産休中の情報交換、プライベートでの占いやお料理、
お店などの話題がある。 
・持ちかけ型で、答えを求めるよりは、議論の場として使われている。 
 なお、これらの結果は、本研究が調査を実施した範囲の結果である。以後の調査にお
いても同様である。 
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表 18：機能別分類結果 
企業名 プロフィール 日記
コミュ
ニティ Q&A
友人リ
スト 足跡 紹介文 メール 検索
お知らせ（会社か
ら全社員へ情報を
発信できる機能）
お知らせ（個人か
ら全社員へ情報を
発信できる機能）
その他
A
（情報通信） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
B
(保険） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
・クチコミレビュー
Amazon.comの「この本はおすす
め」みたいなもの
・アンケート機能
まんべんなく聞くことができる。誰
が答えたのかわからないように
なっている。事務局を通すと誰で
も使うことができるが、現場の人
はあまり使わない。
利用例）CMの好感度チェック、創
業記念日の社長メッセージの感
想を5段階評価など。
C
（情報通信） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
D
（総合電機）
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 最新情報の表示、他のインフラ
へのダイレクトリンクなど
 
 
4.6.1.2. 企業内 SNS と他の企業内メディアとの比較結果 
企業内 SNS は他の企業内メディアと比べて、どのようなよい点やよくない点がある
のか、企業内 SNS 管理者を対象にインタビュー調査を行った。その結果は表 19～23
の通りである。この結果をもとに、企業内 SNS は他の企業内メディアと比べて、どの
ようなよい点、よくない点があるのかまとめた（表 24）。企業内 SNS は他の企業内メ
ディアと比べてよい点は、「誰でもが情報提供者になれること」、「議論ができること」、
「気軽に自分の考えを発信しやすいこと」、「不確かかもしれないが有効な情報が入手で
きること」である。さらに、足跡機能があるため、「相手からの反応を感じやすい」こ
とがよい点としてあげられる。一方、気軽に情報発信ができるが故に、「情報の信憑性
が薄い」ことがよくない点としてあげられる。さらに企業内で利用者が限定されている
場合は、「見て欲しい対象が見ているとは限らず、本人に届くかどうかがわからない」
ことがよくない点としてあげられる。これらの特徴を考慮すると、企業内 SNS は見て
欲しい人が必ず見ているとは限らないが、気軽に情報発信をすることができるところ、
不確かかもしれないが有効な情報があるかもしれないところから、公式な情報ではない
が、有効な情報を見つけたり、個人の意見を発信することができる場であると考えられ
る。一方、見て欲しい人に見てもらう、全社員を対象とした公式な情報の共有の場合は、
メールリングリストや掲示板の方が向いていると考えられる。 
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表 19：企業内 SNS と企業内ホームページとの比較 
企業内SNSが企業内HPと比べてよい点 企業内SNSが企業内HPと比べてよくない点
企業内SNS導入
以前の企業内HP
導入経験
A
（情報通信）
多くの人が情報発信できる点。
特に感じていないが、情報の正確さが問題となる点が多い
のではないか。
あり
B
（保険）
・自分の意見を発信しやすい・発信できる。それらを全
社で共有できる。
① SNSの方が現場から直接情報を発信できる。ノーツ
は本社からのみ。
② 営業所単位ではなく、全社で見ることができるのは
SNS。
③ 読んだ人（受け手）が意見やコメントをフィードバック
できる。それらを全社単位で見ることができる。
④ SNSの方が書きやすい。いきなり全社単位で発信さ
れるのは、気が引けるし、間違ったことは言えない。
⑤ 自分の考えを発信しやすい。
・母体の問題…SNS利用者が1割程度なため、限られた範
囲で閉じられている。
・情報の信憑性が薄い…個人の主張や回答なので、本当
かどうかわからない。気ざし、気付きにはなるが、全てが確
実ではないため、鵜呑みにしてはいけない。
HPがNHKなら、SNSは民放。
あり
C
（情報通信）
社員が誰でも情報提供者になれる点。ホームページは
担当者しか情報発信ができない。HTMLを知らなくても
できる。
情報の正確性が担保されない点。（誰でも書くことができる
から。ただ、8割くらいは正しい。性格にしたいなら問い合わ
せをした方がよい。「私はこのように思います。」というもの
が多い。）
あり
 
 
表 20：企業内 SNS と企業メーリングリストとの比較 
企業内SNSが企業内メーリングリストと比べてよい点 企業内SNSが企業内メーリングリストと比べてよくない点
企業内SNS導入
以前の企業内
メーリングリスト導
入経験
A
（情報通信）
多くの人に対して、情報発信ができる点。
得に感じないが、見て欲しい人に、見てもらえないこともあ
るのでは。
あり
B
（保険）
・公式の情報や飲み会のお知らせには便利である。
メーリングリストは、あまりつかわれていない。
・母体の問題…SNS利用者が1割程度なため、限られた範
囲で閉じられている。
・情報の信憑性が薄い…個人の主張や回答なので、本当
かどうかわからない。気ざし、気付きにはなるが、全てが確
実ではないため、鵜呑みにしてはいけない。
HPがNHKなら、SNSは民放。
あり
C
（情報通信）
添付ファイルのサイズが大きいこと。（メールは2MG弱し
か送れない。）
リストとして管理されること。
見て欲しい対象が見るとは限らないこと。本人に届くには、
メールの方がよい。
あり
 
 
表 21：企業内 SNS と企業内掲示板との比較 
企業内SNSが企業内掲示板と比べてよい点 企業内SNSが企業内掲示板と比べてよくない点
企業内SNS導入
以前の企業内掲
示板導入経験
A
（情報通信）
- - なし
B
（保険）
・気軽に情報が発信できること。
・母体の問題…SNS利用者が1割程度なため、限られた範
囲で閉じられている。
・情報の信憑性が薄い…個人の主張や回答なので、本当
かどうかわからない。気ざし、気付きにはなるが、全てが確
実ではないため、鵜呑みにしてはいけない。
HPがNHKなら、SNSは民放。
あり
C
（情報通信）
議論が活発になること。
全社員が対象にはならないこと。
⇒とはいえ掲示板を全社員が見るとも限らないですが。
あり
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表 22：企業内 SNS と企業内 Q&A との比較 
企業内SNSが企業内Q&Aと比べてよい点 企業内SNSが企業内Q&Aと比べてよくない点
企業内SNS導入
以前の企業内
Q&A導入経験
A
（情報通信）
不確かかもしれないが、有効な情報がある点。
Q&A専用サイトだと、気軽に利用することができない。
SNSは敷居が低く、「ちょっと書いてみようかな」という
気になる。
回答義務がないので、答えが戻らないこともあるのでは。 あり
B
（保険）
・公式ではない情報だが、気軽に情報を受発信できる。
・母体の問題…SNS利用者が1割程度なため、限られた範
囲で閉じられている。
・情報の信憑性が薄い…個人の主張や回答なので、本当
かどうかわからない。気ざし、気付きにはなるが、全てが確
実ではないため、鵜呑みにしてはいけない。
HPがNHKなら、SNSは民放。
あり
C
（情報通信）
気軽さ。 - あり
 
 
表 23：企業内 SNS と企業内ブログとの比較 
企業内SNSが企業内ブログと比べてよい点 企業内SNSが企業内ブログと比べてよくない点
企業内SNS導入
以前の企業内ブ
ログ導入経験
A
（情報通信）
多くの人が情報を発信できる点。 特にない。 あり
B
（保険）
- - なし
C
（情報通信）
知人機能があること。名前つきの足跡のため、反応を
感じやすい。
1万アクセスを目指す人も。
全社員が対象にはならないこと
⇒とはいえブログを全社員が見るとも限らないですが。
なし
 
 
表 24：企業内 SNS と他の企業内メディアとの比較 
企業内SNSが他の企業内メディアと比べてよい点 企業内SNSが他の企業内メディアと比べてよくない点
企業内HPと比べ
て企業内SNSは
・誰でも情報提供者になれる
・多くの人が情報発信できる
・自分の考えを発信しやすい
・SNS利用者のみの限られた環境である
・個人の主張や回答なので、情報の信憑性が薄い
企業内メーリング
リストと比べて企
業内SNSは
・多くの人に対して情報発信できる
・公式の情報や飲み会のお知らせには便利である
・見て欲しい対象が見るとは限らないこと。本人に届く
には、メールの方がよい
・個人の主張や回答なので、情報の信憑性が薄い
企業内掲示板と比
べて企業内SNSは
・議論が活発になること
・気軽に情報が発信できること
・全社員が対象にはならないこと
・個人の主張や回答なので、情報の信憑性が薄い
企業内Q&Aと比べ
て企業内SNSは
・気軽に情報を受発信できる
・不確かかもしれないが、有効な情報がある点
・回答義務がないので、答えが戻らないこともある
・SNS利用者のみの限られた環境である
・個人の主張や回答なので、情報の信憑性が薄い
企業内ブログと比
べて企業内SNSは
・知人機能があること。名前つきの足跡のため、反
応を感じやすい。
・多くの人が情報を発信できる点
・全社員が対象にはならないこと
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4.6.2. 企業内 SNS 利用者向け調査結果 
 以下に企業内 SNS 利用者向けの調査仮説の検証結果を示す。なお、有効回答者数は、
仮説により異なり、仮説 1、7、8、9、10 は 30 名である。仮説 5、6 は 5 名であったた
め、分析から除外している。仮説 2、3、4 は、企業内 SNS 導入以前における問題解決
の有効回答者数が 18 名、導入以後における問題解決 24 名であった。仮説 2、3、4 は、
属性ごとの問題解決に関与した人の数の平均値の相違を検討する。仮説 2、3、4 の属
性ごとの問題解決に関与した人の数の平均値と標準偏差は表 25 の通りである。 
 
表 25：仮説 2、3、4 の問題解決関与者数の平均値と標準偏差 
関与者数の平均値 関与者数の標準偏差 関与者数の平均値 関与者数の標準偏差
部門内 0.833 0.857 0.667 1.007
部門外 0.611 0.778 1.914 1.530
業務同じ 0.889 0.832 0.958 1.233
業務同じではない 0.556 0.784 1.625 1.610
以前から関わりあり 1.167 0.857 0.417 0.830
以前から関わりあり知っていたけ
れども関わりがない
0.111 0.323 0.167 0.381
以前は知らなかった 0.222 0.428 2.000 1.560
仮説2
導入前(n=18) 導入後(n=24)
仮説3
仮説4
 
 
4.6.2.1. 問題解決の流れに関する調査結果 
仮説と仮説の検証結果は、表 26 の通りである。 
 
表 26：仮説と仮説の検証結果 
観点 仮説 調査仮説 結果
仮説1 企業内SNSでは、正解なしの問題が解決されている。（問題・解） 支持されなかった。
仮説2
企業内SNSでは、部門外の人が含まれることによって問題解決がなされて
いる。（参加者）
支持された。
仮説3
企業内SNSでは、同じ業務の人によって問題解決がなされている。 （参加
者）
支持された。
仮説4
企業内SNSでは、SNSで新たに知り合いになった人によって問題解決がな
されている。 （参加者）
支持された。
仮説5
企業内SNSでは、上司も含まれることによって問題解決がなされている。
（参加者）
回答が得られなかった企業もあったた
め、統計的な分析は行わなかった。
仮説6
企業内SNSでは、経験・知識がある人によって問題解決がなされている。
（参加者）
回答が得られなかった企業もあったた
め、統計的な分析は行わなかった。
仮説7
企業内SNSでは、Q&A機能、コミュニティ機能、日記機能で問題解決がな
されている。（選択機会）
支持された。
過程 仮説8
企業内SNSは、問題解決過程の中でも、目的を新たに定める認識段階、
選択肢の候補を得る洞察段階、解決策を得る選択段階で有効である。
支持された。
仮説9 企業内SNSは、素早い問題解決を可能にする。（量的に向上する） 支持された。
仮説10
企業内SNSは、自分一人では思いつかなかった意見を得ることを可能にす
る。（質的に向上する）
支持された。
構造
成果
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（仮説 1）「企業内 SNS では、正解なしの問題が解決されている。」は支持されなか
った。 
「成功事例の問題は決まった答え（正解）のある問題でしたか。」という質問項目に
対し、「はい」11 件、「いいえ」19 件と回答を得た。適合度の検定(注 4)を行った結果、
有意確率が.14 であった。このことから、.1<.14 であり 10%水準でも有意差は確認され
なかった。問題の正解ありなしによる偏りは確認されなかった。 
（仮説 2）「企業内 SNS では、部門外の人が含まれることによって問題解決がなされ
ている。」は支持された。 
企業内 SNS 導入以前と導入以後において、部門内と部門外の問題解決への関与者数
の二要因の分散分析を行った。交互作用が有意（F=6.58 p<0.05）であることが確認
されたため、単純主効果の検定を行った。結果、部門外において企業内 SNS 導入前後
の単純主効果が有意（F=14.03 p<0.01）と確認された。このことから、部門外の問題
解決への関与者数は、企業内 SNS 導入以前よりも導入以後において多くなることがわ
かった（図 6）(注 5)。なお、導入前後の回答については、一部該当事例がないなどの理
由により、回答を得られなかった被験者がいたため、標本間因子として分析している。
以後の二要因の分散分析についても同様である。 
0
0.5
1
1.5
2
2.5
導入以前 導入以後
関
与
者
数
の
平
均
値
標本間因子
各水準の関与者数の平均値
【 標本間因子 × 標本内因子 】
部門内
部門外
 
図 6：導入前後の部門内外の関与者数(仮説 2) 
 
（仮説 3）「企業内 SNS では、同じ業務の人によって問題解決がなされている。」は
支持された。 
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企業内 SNS 導入以前と導入以後において、同じ業務と同じ業務ではない人の関与者
数の二要因の分散分析を行った。交互作用が有意ではなかったが、SNS 導入以後にお
いて業務が違う関与者数の単純主効果は有意（F=8.06 p<0.01）であった。このこと
から、企業内 SNS 導入後の問題解決への関与者数は、同じ業務よりも同じ業務ではな
い関与者において多くなることがわかった。 
（仮説 4）「企業内 SNS では、SNS 上で新たに知り合いになった人によって問題解
決がなされている。」は支持された。 
企業内 SNS 導入以前と導入以後において、知っていて関わりありの関与者、以前か
ら知っていたけれども関わりがない関与者、以前は知らなかった関与者（その時、新た
に知り合いになった人または SNS で新たに知り合いになった人）の 3 種類の関与者の
問題解決について、二要因の分散分析を行った。交互作用が有意（F=19.48 p<0.01）
と確認されたため、単純主効果の検定を行った。その結果、参加者の間において、企業
内 SNS 導入前後の単純主効果が有意（以前から知り合い：F=7.50 ｐ<0.01、以前は
知らなかった人：F=42.15 p<0.01）と確認された。このことから、企業内 SNS 導入
以後の問題解決では導入以前よりも、以前からの知り合いの関与者の数が減少し、以前
から知っていたけれども関わりのなかった人の関与者の数は変わらず、以前は知らなか
った人（SNS で新たに知り合いになった人）の関与者の数が増加することがわかった
（図 7）。 
（仮説 5）「企業内SNSでは、上司も含まれることによって問題解決がなされている。」
は回答が得られなかった企業もあったため、統計的な分析は行わなかった。 
（仮説 6）「企業内 SNS では、経験・知識を持つ人によって問題解決がなされている。」
は回答が得られなかった企業もあったため、統計的な分析は行わなかった。 
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図 7：導入前後の既知未知の関与者数(仮説 4) 
 
（仮説 7）「企業内 SNS では、Q&A 機能、コミュニティ機能、日記機能で問題解決
がなされている。」は支持された。 
成功事例で利用された機能による分類を行った結果、日記機能が 11 件、コミュニテ
ィ機能が 10 件、Q&A 機能が 6 件、メール機能が 1 件、お知らせ機能（会社から全社
員へ情報を発信できる機能）が 3 件、分類不可が 4 件であった(注 6)。適合度の検定(注 4)
を行った結果、有意(p<0.01)と確認された。このことから、機能の中でも日記機能、コ
ミュニティ機能、Q&A 機能が問題解決に有効であることがわかった。 
 
4.6.2.2. 問題解決の過程に関する調査結果 
（仮説 8）「企業内 SNS は、問題解決過程の中でも、目的を新たに定める認識段階、
選択肢の候補を得る洞察段階、解決策を得る選択段階で有効である。」は支持された。 
成功事例をサイモン-松田モデル[浅居 88]に基づき意思決定過程の各段階に分類した
結果、認識段階が 2 件、洞察段階が 10 件、選択段階が 16 件、分類不可が 2 件であっ
た。適合度の検定(注 4)を行った結果、有意（p<0.01）と確認された。このことから、企
業内 SNS は問題解決の中でも、新たな問題が生まれる認識段階ではなく、既存の問題
解決のための選択肢の候補を得る洞察段階や解決策を得る選択段階といった場面にお
いて、業務における意思決定をサポートしていると考えられる。 
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4.6.2.3. 成果に関する調査結果 
（仮説 9）「企業内 SNS は、素早い問題解決を可能にする。」は支持された。 
企業内 SNS 導入以前と導入以後において、解決までにかかった時間の分類をした結
果、企業内 SNS 導入により時間が短くなった事例が 16 件、変わらない事例が 4 件、
長くなった事例が 3 件、分類不可が 7 件であった。適合度の検定(注 4)を行った結果、有
意（p<0.01）と確認された。このことから、企業内 SNS は素早い問題解決を可能にす
ることがわかる。また長くなったと回答した 3 件は、企業内 SNS を使うことで解決ま
での時間は長くなったが、企業内 SNS を利用してよかったと評価していた。1 件目の
理由は、企業内 SNS 導入以前は、自分の知っている聞ける範囲の人に聞く、あるいは、
聞かずに対応できる自分のキャパシティーの中だけで対応して、総論は正しいが具体性
にはやや欠ける内容での情報提供にとどまっていた。企業内 SNS を利用することで、
問題解決がよりハイレベルでできるのもさることながら、自らの知見を得る選択肢が飛
躍的に増えたとあげている。2 件目の理由は、異なった立場の人から異なった意見を貰
う事もあり、思い込みから開放されるとともに新しい視点や方法に繋げられた。経験者
のアドバイスを聞けたとあげている。3 件目の理由は、導入以前はインターネットを調
べていたが、経験者のアドバイスを聞くことができたとあげている。このことから企業
内 SNS は、解決までに時間がかかっても、ハイレベルな問題解決や新しい視点の提供
を可能にすることが考えられる。 
（仮説 10）「企業内 SNS は、自分一人では思いつかなかった意見を得ることを可能
にする。」は支持された。 
「成功事例の解決策は一人でも考えることのできた内容でしたか」という質問に対し、
「はい」が 5 件、「いいえ」が 25 件であった。適合度の検定(注 4)を行った結果、有意
（p<0.01）と確認された。このことから、企業内 SNS は自分一人では思いつかなかっ
た意見を得ることを可能にすることがわかる。 
 
4.7. 企業内 SNS の有効性についての考察 
4.7.1. 企業内 SNS が企業において果たす役割 
 サイモン-松田モデル[浅居 88]に基づき、SNS が意思決定過程のどの段階で役に立っ
たのかを整理した（図 8）。企業内 SNS 導入以前は、SNS を導入していないため、ど
の意思決定過程でも企業内 SNS が役に立っていないことを表わしている（図 8 の△の
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パターン）。本章の結果から、企業内 SNS は問題解決の過程の中でも、選択肢の候補を
得る洞察段階や解決策を得る選択段階において有効であることがわかった。すなわち、
企業内 SNS は既存の問題解決のための選択肢の列挙をする洞察段階（図 8 の○のパタ
ーン）や解決策を得る選択段階（図 8 の●のパターン）といった場面において、業務に
おける意思決定をサポートしていると考えられる。 
 
意思決定過程 SNS導入以後 SNS導入以前
SNS 業務 業務
認識段階 ○ ● △
洞察段階 ○ ● △
予測段階 ○ ● △
評価段階 ○ ● △
選択段階 ● ○ △
実施段階 ○ ● △
 
図 8：問題解決過程と企業内 SNS が組織において果たす役割 
 
4.7.2. 組織における情報・知識流通の有効性 
仮設 2 の結果から、企業内 SNS 導入以前では、部門内の関与者が多かったが、企業
内 SNS 導入以後では、部門外の関与者の方が多いという結果が明らかになった。この
ことから、企業内 SNS は部門を越えた横のつながりによる情報や知識の流通を可能に
したと考えられる。 
仮設 4 の結果から、企業内 SNS 導入以前では、以前からの知り合いの関与者が多か
ったが、企業内 SNS 導入以後では、以前は知らなかった人の関与者の方が多いことが
明らかになった。また、調査の中で「企業内 SNS 導入以前は解決できなかった。」、「企
業内 SNS 導入以前は解決されるのをひたすら待った。」という事例が 8 件あった。この
ことから、企業内 SNS は、従来では関係のもつことができなかった人からの情報や知
識の流通を可能にし、従来解決できなかった問題を解決していると考えられる。 
また、企業内 SNS 管理者向け調査結果から、A 社は、プロフィール欄に課長、部長
といった役職を書くスペースがないということ、B 社は、マネジメント権限のある役職
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者（課長、部長）は企業内 SNS に参加することができないこと、C 社はほとんどのユ
ーザがプロフィール欄に役職名を書いていないことが明らかになった。さらに、他者と
自分の技術や知識量の差について、企業内 SNS 上では判断しきれないことが確認され
ている。このことから、企業内 SNS では、上司や部下、相手の技術や知識量を意識し
ないコミュニケーションが可能になっていると考えられる。 
以上より、企業内 SNS は従来の階層組織の中に横のつながりを重視したネットワー
ク型の組織構造を出現させ、組織の意思決定の関与者に変化を与えたと考えられる。 
 
4.7.3. 企業内 SNS の今後の展望および可能性 
問題解決の重要度を個人レベル・業務レベル・組織レベルに分類したところ、個人レ
ベルが 6 件、業務レベルが 21 件、組織レベルが 3 件という結果になった。個人レベル
には、「海外出張の際の時差ボケ解消方法について、アドバイスを貰い、お勧めの睡眠
薬を購入するに至った。」というような事例や「ある資格試験の簡単なことを教わった。」
というような事例が分類された。また、業務レベルでは、「クレーム対応に役に立った。」
という事例や「イラストが必要な業務が発生した際に、SNS を通じて知り合った友人
に対応してもらえた。」というような事例が分類された。また、組織レベルでは、「シス
テムダウンが発生したときに課内だけの現象なのか、全国で発生している現象なのかを
早期把握することに役に立った。」というような事例が分類された。本調査では、組織
レベルの問題解決は少なかったが、今後企業内 SNS の参加者が増えるにつれて、この
ような組織レベルの問題解決が企業内 SNS 上で可能になるのではないかと考える。ま
た、個人の問題が企業内 SNS に表出化されることにより、結果として企業の問題発見
やイノベーション創出に貢献できると考える。 
 
4.7.4. 企業内 SNS が企業において有効に働く際の流れ 
本章では、企業内に SNS を導入することの有効性について、組織の意思決定モデル
であるゴミ箱モデル[マーチら 86]とサイモン-松田モデル[浅居 88]に基づき、問題解決
の流れと過程の面から明らかにすることを目的とした。本研究が調査を実施した範囲で
は、企業内 SNS が企業の問題解決において果たす役割として、以下のことがわかった
（図 9）。 
企業内 SNS は、部門外の人、以前は知らなかった人など導入以前には関与すること
のなかった多様な参加者の気軽な情報発信や議論を可能にする。 
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個々が抱える既存の問題と多様な参加者により提示される有効な情報（解）を結びつ
ける。 
問題解決の過程の中の選択肢の候補を得る洞察段階や解決策を得る選択段階におい
て問題解決をサポートし、素早い問題解決を可能にする。 
日記機能や Q&A 機能、コミュニティ機能といった気軽な情報発信をサポートする機
能（選択機会）が、利用者に「この場で相談してみよう！」と思わせる親和の整った場
になる。このような場の形成が、企業内 SNS の有効活用における基盤である。 
 
参加者
・部門外、以前は知らなかった人など
多様な情報発信者。
選択機会（場）
日記機能、Q&A機能、コミュニティ機能。
問題
・新たな問題よりも個々が抱
える既存の問題。
解
・不確かかもしれないが自分一人では考
えられなかった有効な情報。
「この場（企業内SNS)で相談してみよう！」と思う親和が整った場を作る
結びつく
気軽な情報発信 気軽な情報発信
選択肢 解決策
素早い問題解決
問題解決の流れ
成果
サイモン-松田モデル
（浅居(1988)）
による問題解決の過程
ゴミ箱モデル
（マーチ・オルセン
(1986)）
による問題解決の流れ
問題解決の過程
 
図 9：企業内 SNS 上の問題解決 
 
4.8. 有効性についての結論 
本章では、企業内 SNS が有効性を発揮している際にはどのような流れになっている
のか、企業においてどのような役割を果たすことにより有効であるのかを明らかにする
ことを課題とした。その結果、企業内 SNS は、部門外の人、以前は知らなかった人な
ど、導入以前は関与することのなかった多様な参加者の気軽な情報発信や議論を可能に
すること、個々が抱える既存の問題と多様な参加者により提示される有効な情報（解）
を結びつけること、問題解決の過程の中の選択肢の候補を得る洞察段階や解決策を得る
選択段階において問題解決をサポートし、素早い問題解決を可能にすることを明らかに
した。また日記機能や Q&A 機能、コミュニティ機能といった、気軽な情報発信をサポ
ートする機能（選択機会）が、利用者に「この場で相談してみよう！」と思わせる親和
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の整った場になる。このような場の形成が、企業内 SNS の有効活用における基盤であ
ることを明らかにした。さらに企業において果たす役割として、企業内 SNS は、既存
の問題解決のための選択肢の列挙（洞察段階）や解決策の取得（選択段階）といった場
面で、業務における意思決定をサポートしていることを明らかにした。   
 
 
（注 1）ゴミ箱モデルの妥当性については、稲水[稲水 06]が、Bendor ら[Bendor ら 01]
に引き続き、Cohen ら[Cohen ら 72]のシミュレーションモデル(CNOSM)の欠陥を指
摘しており、議論の余地はあるが、本研究では議論しない。本研究では、ゴミ箱モデル
の要素として重視されている「問題」「解」等の要素を利用して分析する。 
（注 2）三浦ら[三浦ら 08]に基づき、正解ありの問題と正解なしの問題の分類を行って
いる。 
（注 3）企業内 SNS のシステム構成上、多くの被験者が、上司部下、あるいは相手の
技術・知識の有無を判断できなかったため、回答不能となった。よって、統計的な分析
から除外することとする。 
（注 4）適合度の検定は、一様性（等確率分布）を仮定し行っている。また、適合度の
検定において有意が確認された仮説については、同様に一様性を仮定し母比率の検定を
行い、どの項目が有意であるか確認を行っている。 
（注 5）本章では、手がかりを得るための手法として統計的分析を行っており、母集団
における統計量を推定しているわけではない。 
（注 6）仮説 7 の質問項目は、複数回答を許可しているため、回答の合計が 34 となっ
ている。 
 57 
 
5章. 利用者属性による企業内 SNS のメリットとデ
メリット 
5.1. 利用者属性によるメリットとデメリットについての研究背景 
企業内でソーシャルメディアを活用することにより、メリットがあるという研究が蓄
積されてきている。一方、ソーシャルメディアを企業において活用することにより、リ
スクがあるといった事例も報告されている。3 章では、まず初めにすでに企業内 SNS
を導入している企業において、企業内 SNS はどのような目的で導入され、どのように
利用されているのか、どのような成果をあげてきたのかを文献調査に基づき整理を行っ
た。4 章では、企業内 SNS が有効性を発揮している際にはどのような流れになってい
るのか、企業においてどのような役割を果たすことにより有効であるのかを明らかにし
た。4 章から企業内 SNS は利用者の気軽な情報発信が行われることにより効果を発揮
することが明らかになり、利用者に「この場で相談してみよう！」と思われる場にする
ことの重要性が明らかになった。多くの企業において企業内 SNS の利用は任意であり、
発言は利用者のボランティア精神に基づくものである。利用者が気軽に自分の役割外の
業務である SNS を利用するためには、利用者が感じるメリットやデメリットを明らか
にする必要がある。さらにデメリットを感じているのであれば、克服する方法を考える
必要がある。そこで本章では、どのような個人や企業において企業内 SNS はメリット
やデメリットがあるのか、どのような利用をしたらメリットやデメリットを感じるのか、
利用者属性による企業内 SNS のメリットとデメリットを明らかにすることを目的とす
る。さらにデメリットを感じている利用者属性があれば、デメリットを克服するための
方法について考察する。このことは、企業内 SNS をさらに有効に活用するための示唆
を提示することとなり、社会的意義があると考える。 
 
5.2. 利用者属性によるメリットとデメリットについての関連研究と
本章の位置づけ 
利用者属性による企業内 SNS のメリットとデメリットに関する関連研究として、神
戸ら[神戸ら 08]は、企業内 SNS 上のネットワークと実際の人間関係とを比較し、中心
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性の高い人物が必ずしもリーダーではないことを明らかにしている。 
enNetforum 事務局[enNetforum 事務局 05] [enNetforum 事務局 06]は、企業内
SNS 導入の効果について、仮説を立てている。具体的には「アイディア発信機会が増
加する」、「知識・情報共有が促進する」、「社内ネットワークが拡大する」、「経営層との
コミュニケーションができる」、「リラックス・気分転換になる」という仮説を立ててい
る。またマイナス効果として、「社内ブログ・SNS が気になって、仕事が進まない」な
どの仮説を立てている。しかし、これらは仮説にとどまり、実証されていない。遠藤ら
[遠藤ら 08]は、日米 2 社の活用事例をもとに企業内 SNS が組織に与える影響につい
て考察している。青木[青木 09]は、企業内 SNS を導入することにより「風通しのよい
風土の醸成」等につながったという効果について自社の事例をもとにまとめている。神
部[神部 09]は、自社の導入事例をもとに、SNS を利用するユーザーが SNS 外のユー
ザーも巻き込んで、Face to Face の打ち合わせを開催し、ビジネスに繋がる人脈を加速
的に広げているという効果があることや SNS を利用することで普段の業務の延長線上
では、会うことはなかったであろう他のユーザーとつながる中で、頑張っているたくさ
んの社員を発見し、自分の会社をもう一度見つめ直す効果があることについてまとめて
いる。また小豆川[小豆川 09]は、特定 A 社に所属する社員を対象に実施している社員
満足度調査をもとに、企業内 SNS の利用頻度によって利用者を分類し、組織文化やメ
ンタリティ、社員満足度等の関連分析を行っている。その結果、週に 1 回以上利用して
いる High ユーザーの所属組織は、「相互学習」「チャレンジ精神」「仕事への連携」が
高いこと、High ユーザーのメンタリティは、「チャレンジ・課題解決力」「活力・オー
プン型」「ストレス耐久力」「相互尊重・学習力」が高いこと、High ユーザーの社員満
足度は、「仕事のやりがい」「自己効力」「成長感」「仕事満足度」「会社満足度」のどの
項目に対しても全体的に高いということを明らかにしている。小豆川 [小豆川 10] は、
10 社の企業内 SNS 導入事例の概要を各種公開資料から簡潔にまとめるとともに、社員
満足度調査をもとに自社の 4 年間の企業内 SNS 利用状況の推移、ユーザー特性からみ
た個人・組織のメンタリティの特徴、企業内 SNS の利用とパフォーマンスや会社への
満足度等との関係について考察している。Borremans[Borremans  07]は、世界中に約
34 万人の従業員が働くグローバル企業である IBM にソーシャルメディアがもたらし
た影響を述べている。これらは主に企業内 SNS のメリットに着目しており、デメリッ
トについての着目はされていない。Bernoff ら [Bernoff ら 10]は、企業内でソーシャル
メディアを活用するためには、企業から大きな力を与えられ、臨機応変に行動できる従
業員の存在が大切であるとし、経営陣、IT 部門がどのような支援をする必要があるか
 59 
 
について、事例をもとに述べている。また企業においてソーシャルメディアを活用する
ときには、リスクをともなうことについても述べている。DiMicco ら[DiMicco ら 08]
は、ある企業の企業内 SNS 利用者に対するインタビュー調査(調査対象者数 17 名)を行
い、利用動機として同僚との関係構築、昇進、プロジェクトの紹介があると述べている。
山本(仁)ら[山本(仁)ら 12]は、企業内 SNS を導入するにあたって、企業の構成メンバ
ーがどのような効果を期待しているのか、またどのような懸念を抱いているのかを探る
ことを目的として、オフィス家具業界 5 社に対して質問紙調査を実施し、企業内 SNS
導入に対する期待と懸念が、性別や年代、職位、ソーシャルメディア利用経験など各人
の企業内でおかれた環境や立場によって異なることを明らかにしている。しかしこれら
は、特定の企業や関連会社を含めた数社の分析調査にとどまっている。 
このように、企業内 SNS のメリットやデメリットに関する研究は多くなされている。
しかしながら、多くの研究は個々の企業や特定の業界に限定した分析や調査にとどまっ
ている。企業内 SNS のメリットやデメリットは、運営方針や運営者の能力、社風によ
る影響を強く受けるため、幅広い企業に所属する被験者に対する調査が必要となる。本
章では、関連研究に基づく仮説を幅広い被験者に対する調査によって検証することを目
的とする。 
 
5.3. 利用者属性によるメリットとデメリットについての仮説設定 
まず企業内 SNS が利用者に与えると考えられるメリットとデメリットを整理する。
続いて、メリットとデメリットが影響する利用者属性について仮説を設定する。 
 
5.3.1. 利用者属性によるメリットとデメリットについての項目設定 
3 章の文献調査から、企業内 SNS は人間関係構築、情報・知識共有を目的として導
入されていることが明らかになった。導入目的にあげられている人間関係構築、情報・
知識共有のメリットを利用者は感じているのか明らかにするために、人間関係構築、情
報・知識共有のメリットの項目を設定した。 
人間関係構築のメリットとして、enNetforum 事務局[enNetforum 事務局 05]、
[enNetforum 事務局 06]を参考にして、以下の 4 項目を設定した。 
・ 社内の知り合いを増やすことに役立つ 
・ 社内の人の人となりを知ることに役立つ 
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・ 社内の人の人間関係を見ることに役立つ 
・ 疎外感を解消する 
 
 情報・知識共有のメリットとして、enNetforum 事務局[enNetforum 事務局 05]、
[enNetforum 事務局 06]を参考にして、以下の 4 項目を設定した。 
・ 他人の業務内容や業務状況の共有に役立つ 
・ 実際の会議の情報や資料の共有を行うことに役立つ 
・ 技術や業界のトレンドや流行を共有することに役立つ 
・ 個人のアイディアや意見を発信することに役立つ 
 
さらにデメリットとして、enNetforum 事務局[enNetforum 事務局 06]、遠藤ら[遠
藤ら 08]を参考にして、以下の 4 項目を設定した。 
・ 企業内 SNS 内であらぬ批判や苦情をうけたことがある 
・ 企業内 SNS が気になって仕事が進まない 
・ 仕事が増えたように感じる 
・ 仕事中に使用すると遊んでいるように見える 
 
企業内 SNS のメリットやデメリットは個人や所属している企業属性により異なるこ
とが予想される。そこで、企業内 SNS のメリットやデメリットが影響する個人属性、
企業属性、利用状況を明らかにするために、5.3.2.および 5.3.3.において仮説を設定す
る。 
 
5.3.2. 利用者の個人属性や企業属性によるメリットとデメリットの
仮説 
・ （仮説 1）企業内 SNS のメリットとデメリットについて男女間で差がある。 
理由：山本(仁)ら[山本(仁)ら 12]でも、女性は企業内 SNS に対して、「緊急連絡
の際に活用できる」、「非常時の情報共有に有効に活用できる」といった
メリットを感じているものの、「会社に監視されている気がしてしまい、
利用しにくい」、「利用している人が、周りから仕事していないと思われ
ている」といった利用抑制圧力を感じていると述べられている。よって、
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女性の方が男性と比較してデメリットを感じやすく、男女間で差がある
と仮説を設定する。 
・ （仮説 2）企業内 SNS のメリットとデメリットについて年代間で差がある。 
理由：山本(仁)ら[山本(仁)ら 12]でも、20 代は他の年代と比較して「会社に監
視されている気がしてしまい、利用しにくい」、「利用している人が、周
りから仕事をしていないと思われる」といった利用抑制圧力を感じてい
ると述べられている。このことから、若い世代は、同期や同僚、上司が
気になりデメリットを感じやすく、年代間で差があると仮説を設定する。 
・ （仮説 3）企業内 SNS のメリットとデメリットについて職位の有無で差がない。 
理由：4 章の企業内ブログ・SNS 導入事例報告に基づく整理[加藤ら 08a]によ
ると、企業内 SNS 上では、上司や部下、相手の技術や知識を意識しない
コミュニケーションが可能になっていると考えられた。このことから、
職位においては差がないと考えられる。 
・ （仮説 4）企業内 SNS のメリットとデメリットについて従業員規模で差がある。 
理由：従業員規模の大きい企業は人数が多く、たくさんの人と繋がることがで
きる。たくさんの人と繋がることは、人間関係や情報収集の範囲も広が
るため、人間関係構築、情報・知識共有にメリットを感じていると考え
られる。一方、たくさんの人と繋がることにより、気にしなければなら
ない人も増えるため、デメリットも感じていると考えられる。よって、
デメリットについても従業員規模で差があると仮説を設定する。 
・ （仮説 5）企業内 SNS のメリットとデメリットについて事業所・支店の数で差
がある。 
理由：事業所・支店の数が多い企業は、人数が多くたくさんの人と繋がること
ができる。このことから、仮説 4 の従業員規模と同様に、人間関係構築、
情報・知識共有にメリットを感じていると考えられる。また従業員規模
と同様に、たくさんの人と繋がることによるデメリットも感じていると
考えられるため、事業所・支店の展開状況で差があると仮説を設定する。 
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5.3.3. 利用者の利用状況によるメリットとデメリットの仮説 
・ （仮説 6）企業内 SNS のメリットとデメリットについて SNS へのアクセス頻
度で差がある。 
理由：我々の企業内ブログ・SNS 導入事例報告に基づく整理[加藤ら 08b]での
SNS の特徴から、アクセス頻度が高いほど他者と繋がり、自由に質問や
話題、情報、意見を発信・交換できるため、人間関係構築や情報・知識
共有にメリットを感じやすいのではないかと考えられる。一方、アクセ
ス頻度が高いほど遊んでいるように見えるなど、デメリットを感じやす
いのではないかと考えられる。このことから SNS へのアクセス頻度で差
があると仮説を設定する。 
・ （仮説 7）企業内 SNS のメリットとデメリットについて所属コミュニティ数で
差がある。 
理由：多数のコミュニティに属することは、多数の人と繋がるため、人間関係
構築や情報・知識共有にメリットを感じやすいと考えられる。一方、
Krackhardt[Krackhardt 99]によると、多数のコミュニティに属するこ
とは、それぞれのコミュニティにおける役割があり、その束縛を受ける。
よって、コミュニティ機能への参加状況が多いほどデメリットも感じや
すいと考えられる。このことから所属コミュニティ数で差があると仮説
を設定する。 
・ （仮説 8）企業内 SNS のメリットとデメリットについて企業内 SNS で発信す
る情報の種類によって差がある。 
理由：4 章の有効性を発揮している企業内 SNS のシステム管理者向けインタビ
ュー時において、業務に関係のない話題よりも業務に関係のある話題の
方が、企業内 SNS で行われている割合が高いことが明らかになっており、
業務に関係のある話題において人間関係構築や情報・知識共有にメリッ
トを感じやすいと考えられる。また業務に関係のある話題の割合が高い
方が遊んでいるように見えるなど、デメリットを感じづらいと考えられ
る。このことから発信する情報の種類によって差があると仮説を設定す
る。 
・ （仮説 9）企業内 SNS のメリットとデメリットについて企業内 SNS で主体的
に情報を発信するかどうかによって差がある。 
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理由：情報を自ら発信する利用者の方が、見ているだけの利用者よりも他者と
のコミュニケーションの機会が増えるため、人間関係構築、情報・知識
共有にメリットを感じやすいと考えられる。一方、デメリットも感じや
すいと考えられる。このことから主体的に情報を発信するかどうかで差
があると仮説を設定する。 
・ （仮説 10）企業内 SNS のメリットとデメリットについて企業内 SNS での顔見
知りの割合によって差がある。 
理由：4 章の結果から企業内 SNS 上での問題解決では、導入以前は知らなかっ
た関与者の数が増えることが明らかになった。顔見知りの割合が少ない
方が知り合いを増やすことに役立つなど、人間関係構築や情報・知識共
有にメリットを感じやすいと考えられる。一方、知り合いであれば気に
ならないことも顔見知りであると気になり、デメリットを感じやすいの
ではないかと考えられる。このことから顔見知りの割合によって差があ
ると仮説を設定する。 
 
5.4. 利用者属性によるメリットとデメリットについての調査概要 
5.3.で設定した仮説を検証するために、調査を実施する。 
 
5.4.1. 利用者属性によるメリットとデメリットについての調査目的 
本調査の目的は、どのような個人や企業が企業内 SNS にメリットやデメリットを感
じているのかを明らかにすることと、どのような利用状況の人が企業内 SNS にメリッ
トやデメリットを感じているのかを明らかにすることである。 
 
5.4.2. 利用者属性によるメリットとデメリットについての調査項目 
企業内 SNS のメリット（人間関係構築、情報・知識共有）とデメリットを把握する
ために、それぞれ関連研究に基づいて質問項目を設定している。人間関係構築に関する
質問項目として、enNetforum 事務局[enNetforum 事務局 05]、[enNetforum 事務局 
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06]を参考にして、以下の 4 項目を設定している。 
・ 社内の知り合いを増やすことに役立つ 
・ 社内の人の人となりを知ることに役立つ 
・ 社内の人の人間関係を見ることに役立つ 
・ 疎外感を解消する 
 
情報・知識共有に関する質問項目として、enNetforum 事務局[enNetforum 事務局 
05]、[enNetforum 事務局 06]を参考にして、以下の 4 項目を設定している。 
・ 他人の業務内容や業務状況の共有に役立つ 
・ 実際の会議の情報や資料の共有を行うことに役立つ 
・ 技術や業界のトレンドや流行を共有することに役立つ 
・ 個人のアイディアや意見を発信することに役立つ 
 
デメリットに関する質問項目として、enNetforum 事務局[enNetforum事務局 06]、
遠藤ら[遠藤ら 08]を参考にして、以下の 4 項目を設定している。 
・ 企業内 SNS 内であらぬ批判や苦情をうけたことがある 
・ 企業内 SNS が気になって仕事が進まない 
・ 仕事が増えたように感じる 
・ 仕事中に使用すると遊んでいるように見える 
 
これらの質問項目については、それぞれ「あてはまる」「ややあてはまる」「どちらと
もいえない」「あまりあてはまらない」「あてはまらない」の 5 件法で回答を得ている。 
また、回答者自身に関する項目は、性別、年代、職位、従業員規模、事業所・支店の
数の 5 項目を設定している。企業内 SNS の利用状況に関する項目は、SNS へのアクセ
ス頻度、コミュニティ機能への参加状況、書き込み内容の割合（業務に関係のある話題）、
利用状況の割合（情報を見ているだけの利用）、友人リスト（マイフレンド）の人数、
友人リスト（マイフレンド）の顔見知りの割合についての 6 項目を設定している。  
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5.4.3. 利用者属性によるメリットとデメリットについての調査方法 
調査方法は、インターネット調査とし、2012 年 2 月 23 日～25 日に実施している。
調査対象は、就業者でかつ企業内 SNS またはブログを利用している 20 歳以上のイン
ターネットモニターである。回答は、440 回収した時点で締め切り、そのうち企業内
SNS を利用している 240 名（性別：男性 185 名、女性 55 名、年代：20 代 29 名、30
代 67 名、40 代 69 名、50 代 60 名、60 代 15 名、職位：職位あり 146 名、職位なし 94
名、従業員規模：0～299 人規模 80 名、300～4,999 人規模 101 名、5,000 人以上 59 名、
事業所・支店数：1 か所 29 名、2～4 か所 62 名、5 か所以上 149 名、アクセス頻度：
毎日 101 名、週に数回 93 名、月に数回 23 名、2 ヶ月に 1 回以下 23 名、コミュニティ
機能への参加状況：0 個 30 名、1～3 個 84 名、4～6 個 38 名、7～9 個 12 名、10 個以
上 15 名、コミュニティ機能はない 61 名）の回答について分析を行う。なお、アクセ
ス頻度が年代など分析を行う属性によって、大きな偏りがないことを確認した上で分析
を行っている。 
メリットとデメリットを抽出する分析方法として、因子分析を用いる。また、5.3.で
設定した仮説検証のために、性別、職位について因子得点の平均値の差の検定を行う。
年代、従業員規模、事業所・支店の数、SNS アクセス頻度、コミュニティ機能への参
加状況については、因子得点の平均値の一元配置分散分析を行う。書き込み内容の割合
（業務に関係のある話題）、利用状況の割合（情報を見ているだけの利用）、友人リスト
（マイフレンド）の人数、友人リスト（マイフレンド）の顔見知りの割合については、
因子得点と割合との相関分析を行う。 
 
5.5. 利用者属性によるメリットとデメリットについての調査結果 
  本節では、調査結果について述べる。 
 
5.5.1. 因子の抽出結果 
  作成した 12 項目を用いて因子分析（主因子法、バリマックス回転）を行った。累積
寄与率は、65.3%であった。抽出された因子を表 27 に示す。分析の結果、仮定した通
り人間関係構築、情報・知識共有、デメリットの 3 因子が抽出されている。この 3 つの
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因子による利用者属性の差異を確認する。 
 
表 27：因子分析結果 
 
5.5.2. 利用者の個人属性や企業属性によるメリットとデメリットの
仮説の結果 
  個人や企業属性による差異を確認するために、抽出した因子について、性別、年代、
役職、従業員規模、会社の事業所・支店の展開状況ごとに因子得点の平均値を算出し、
分析した結果を示す。 
・ （仮説 1）「企業内 SNS のメリットとデメリットについて男女間で差がある」は
人間関係構築において支持され、情報・知識共有、デメリットにおいては支持
されなかった。 
性別について、人間関係構築因子の因子得点の t 検定を行った。その結果、人
間関係構築因子について、1%水準の有意差(t(238)=0.787, p<0.01)が確認された。
情報・知識共有因子の因子得点の t 検定を行ったところ 10%水準でも有意差は
確認されなかった。デメリット因子の因子得点の t 検定を行ったところ、10%
水準でも有意差は確認されなかった（図 10）。 
人間関係構築因子において、男性が女性と比較して有意に高い結果となった。
このことから、人間関係構築において男性は女性と比べてメリットを感じてい
ると考えられる。 
1 2 3
社内の知り合いを増やすことに役立つ .779 .289 .349
社内の人の人となりを知ることに役立つ .745 .379 .316
社内の人の人間関係を見ることに役立つ .616 .413 .270
疎外感を解消する .593 .386 .454
他人の業務内容や業務状況の共有に役立つ .273 .833 .241
実際の会議の情報や資料の共有を行うことに役立つ .310 .724 .293
技術や業界のトレンドや流行を共有することに役立つ .435 .591 .277
個人のアイディアや意見を発信することに役立つ .470 .587 .213
企業内SNS内であらぬ批判や苦情をうけたことがある .257 .211 .734
企業内SNSが気になって仕事が進まない .229 .146 .695
仕事が増えたように感じる .139 .355 .597
仕事中に使用すると遊んでいるように見える .290 .170 .567
2.695 2.680 2.466回転後の因子寄与
③デメリット
因子
 質問項目因子名
①人間関係
構築
②情報・知識
共有
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・ （仮説 2）「企業内 SNS のメリットとデメリットについて年代間で差がある」は
人間関係構築、情報・知識共有、デメリットにおいて支持された。 
年代について、一元配置分散分析を行った。その結果、人間関係構築因子に
ついて、5%水準の有意差(F(4,235)=3.689,p <0.05)が確認された。情報・知識共
有因子についても 5%水準の有意差(F(4,235)=2.789,p<0.05)が確認された。デメ
リット因子について、5%水準の有意差(F(4,235)=6.575,p<0.05)が確認された（図
11）。 
人間関係構築因子において、20 代が他の年代と比較して有意に高く、情報・
知識共有因子において、 20 代、60 代以上が他の年代と比較して有意に高く、
デメリット因子において、20 代が他の年代と比較して有意に高い結果となった。
このことから、人間関係構築において 20 代の人は、他の年代の人と比較してメ
リットを感じていると考えられる。また情報・知識共有において 20 代、60 代
以上の人は、他の年代の人と比較してメリットを感じていると考えられる。ま
た、年代が若い人ほど、年代が高い人と比較してデメリットを感じていると考
えられる。 
・ （仮説 3）「企業内 SNS のメリットとデメリットについて、職位の有無で差がな
い」は、人間関係構築、情報・知識共有、デメリットにおいて支持されなかっ
た。      
職位（役職の有無）について、t 検定を行ったところ、10%水準でも有意差
は確認されなかった（図 12）。 
・ （仮説 4）「企業内 SNS のメリットとデメリットについて、従業員規模で差があ
る」は、人間関係構築、デメリットにおいて支持され、情報・知識共有におい
て支持されなかった。 
従業員規模(0～299 人、300～4,999 人、5,000 人以上)について、一元配置
分散分析を行った。その結果、人間関係構築因子について、5%水準の有意差
(F(2,237)=3.076, p<0.05)が確認された。デメリット因子について、5%水準の有
意差( (F(2,237)=6.131,p<0.05)が確認された。情報・知識共有因子については、
10%水準でも有意差は確認されなかった（図 13）。 
人間関係構築因子において、従業員規模が 0～299 人の企業に所属する人が
他の企業規模の企業に所属する人と比較して有意に高く、デメリット因子にお
いて、従業員規模が 0～299 人の企業に所属する人が他の企業規模の企業に所
属する人と比較して有意に高い結果となった。このことから、人間関係構築に
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おいて、従業員規模が 0～299 人の企業に所属する人は、他の従業員規模の企業
に所属する人と比較して、メリットを感じていると考えられる。また従業員規
模が 0～299 人の企業に所属する人は、他の従業員規模の企業に所属する人と比
較して、デメリットを感じていると考えられる。 
・ （仮説 5）「企業内 SNS のメリットとデメリットについて、事業所・支店の数で
差がある」は、情報・知識共有、デメリットにおいて支持され、人間関係構築
において支持されなかった。 
事業所・支店の数(1 か所、2～4 か所、5 か所以上)について、一元配置分散分
析を行った。その結果、情報・知識共有因子について 5%水準で有意差
(F(2,237)=4.132, p<0.05)が確認された。デメリット因子についても、5%水準で
有意差(F(2,237)=5.448,p<0.05)が確認された。情報・知識共有因子において、
事業所・支店の数が 1 か所の企業に所属する人が他の企業規模の企業に所属す
る人と比較して有意に高く、デメリット因子において、事業所・支店の数が 1
か所の企業に所属する人が他の企業規模の企業に所属する人と比較して有意に
高い結果となった。このことから、情報・知識共有において、事業所・支店が 1
か所の企業に所属する人は、他の従業員規模の企業に所属する人と比較して、
メリットを感じていると考えられる。また事業所・支店が 1 か所の企業に所属
する人は他の従業員規模の企業に所属する人と比較して、デメリットを感じて
いると考えられる（図 14）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 10：性別による差異（仮説 1） 
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図 11：年代による差異（仮説 2） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 12：職位による差異（仮説 3） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 13：従業員規模による差異（仮説 4） 
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図 14：事業所・支店の数による差異（仮説 5） 
 
5.5.3. 利用者の利用状況によるメリットとデメリットの仮説の結果 
利用状況による差異を確認するために、抽出した因子について、企業内 SNS へのア
クセス頻度、企業内 SNS のコミュニティ機能への参加状況ごとに因子得点の平均値を
算出し、分析した結果を示す。 
・ （仮説 6）「企業内 SNS のメリットとデメリットについてアクセス頻度で差があ
る。」は情報・知識共有において支持され、人間関係構築、デメリットにおいて
支持されなかった。 
SNS へのアクセス頻度（毎日、週に数回、月に数回、2 ヶ月に 1 回以下）につ
いて、一元配置分散分析を行った。その結果、情報・知識共有因子について、5%
水準で有意差(F(3,236)=8.019,p<0.05)が確認された。情報・知識共有因子におい
て、SNS へ毎日アクセスする人は他のアクセス頻度の人と比較して有意に高い
結果となった。人間関係構築因子、デメリット因子については、10%水準でも有
意差は確認されなかった。このことから、情報・知識共有において、SNS へ毎
日アクセスする人は、他のアクセス頻度の人と比較してメリットを感じていると
考えられる（図 15）。 
・ （仮説 7）「企業内 SNS のメリットとデメリットについて所属コミュニティ数で
差がある。」は人間関係構築、情報・知識共有、デメリットにおいて支持された。 
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果、人間関係構築因子について 5%水準で有意差(F(5,234)=2.962,p<0.05)が確認
された。情報・知識共有因子についても 5%水準で有意差
(F(5,234)=4.059,p<0.05)が確認された。デメリット因子についても、5%水準で
有意差(F(5,234)=3.368,p<0.05)が確認された。人間関係構築因子において、コ
ミュニティ機能への参加が10個以上の人は他の参加個数の人と比較して有意に
高く、情報・知識共有因子において、コミュニティ機能への参加が 7 個以上の
人は他の参加個数の人と比較して有意に高く、デメリット因子において、コミ
ュニティ機能への参加が 7 個以上の人は他の参加個数の人と比較して有意に高
い結果となった。このことから、人間関係構築と情報・知識共有において、コ
ミュニティ機能の参加数が多い人ほど、参加数が少ない人と比べてメリットを
感じおり、デメリットも感じていることが考えられる（図 16）。 
 
図 15：SNS へのアクセス頻度による差異（仮説 6） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 16：コミュニティ機能への参加状況による差異（仮説 7） 
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また因子得点と書き込み内容の割合や利用状況の割合、友人リストの顔見知りの割合
といった個人の利用状況との相関係数を出力した結果を示す（表 28）。 
・ （仮説 8）「企業内 SNS のメリットとデメリットについて企業内 SNS で発信す
る情報の種類によって差がある。」は人間関係構築において支持され、情報・知
識共有、デメリットにおいて支持されなかった。 
それぞれの因子得点の平均値と業務に関係のある話題の割合の平均値の相関
分析を行ったところ、人間関係構築因子において、1%水準で有意差があった。
情報・知識共有因子、デメリット因子については、10%水準でも有意差がなか
った。 
このことから、書き込み内容の割合については、業務に関係のある話題をす
る人ほど、業務に関係のない話題をする人と比べて、人間関係構築にメリット
を感じていると考えられる。 
・ （仮説 9）「企業内 SNS のメリットとデメリットについて企業内 SNS で主体的
に情報を発信するかどうかによって差がある。」は、人間関係構築、情報・知識
共有において支持されず、デメリットにおいて支持された。 
それぞれの因子得点の平均値と情報を見ているだけの利用割合の平均値の相
関分析を行ったところ、デメリット因子において 1%水準で有意差であった。人
間関係構築因子、情報・知識共有因子においては 10%水準でも有意差がなかっ
た。 
このことから、利用状況の割合については、情報を自ら発信する人ほど、情
報を自ら発信しない人と比べて、デメリットを感じていると考えられる。 
・ （仮説 10）「企業内 SNS のメリットとデメリットについて企業内 SNS での顔
見知りの割合によって差がある。」は、人間関係構築、情報・知識共有において
支持されず、デメリットにおいて支持された。 
それぞれの因子得点の平均値と友人リストの顔見知りの割合の平均値の相関
分析を行ったところ、人間関係構築因子、情報・知識共有因子において、1%水
準で有意であった。デメリット因子については 10%水準でも有意差がなかった。 
このことから、友人リストの顔見知りの割合については、顔見知りの割合が
高い人ほど、顔見知りの割合が低い人と比べて、人間関係構築、情報・知識共
有ともにメリットを感じていると考えられる。 
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表 28：利用状況による相関係数 
因子名
書き込み内容の割合（業務
に関係のある話題）
利用状況の割合（情報を見
ているだけの利用）
友人リスト（マイフレ
ンド）の顔見知りの割
合
①人間関係構築 .271 -.088 .175
②情報・知識共有 -.063 -.062 .193
③デメリット -.070 -.250 -.064  
相関係数は 1%水準で有意（両側） 
 
5.5.4. 利用者属性によるメリットとデメリットについての仮説と結
果のまとめ 
仮説と仮説の検証結果は表 29 の通りである。 
（仮説 1）「企業内 SNS のメリットとデメリットについて男女間で差がある。」とい
う仮説を立てた。結果として、デメリットにおいては、性別に差がないことが明らかに
なった。メリットについては、男性は女性と比較して、人間関係構築にメリットを感じ
ていることが明らかになった。 
（仮説 2）「企業内 SNS のメリットとデメリットについて年代間で差がある。」とい
う仮説を立てた。結果として、20 代、60 代以上は、他の年代と比較して、人間関係構
築、情報・知識共有においてメリットを感じていることが明らかになった。また、年代
が若いほど、他の年代と比較して、デメリットを感じていることが明らかになった。 
（仮説 3）「企業内 SNS のメリットとデメリットについて職位の有無で差がない。」
という仮説を立てた。結果として、職位の有無によるメリット、デメリットの感じやす
さに差はないということが明らかになった。 
（仮説 4）「企業内 SNS のメリットとデメリットについて従業員規模で差がある。」
という仮説を立てた。結果として、従業員規模 0～299 人の企業に所属する人は、他の
企業規模に所属している人と比較して、人間関係構築においてメリットを感じていると
ともにデメリットを感じていることが明らかになった。 
（仮説 5）「企業内 SNS のメリットとデメリットについて事業所・支店の数で差があ
る。」という仮説を立てた。結果として、事業所・支店の数が 1 か所の企業に所属する
人は、他の事業所・支店の数に所属している人と比較して、情報・知識共有にメリット
を感じているとともにデメリットを感じていることが明らかになった。 
 74 
 
仮説 4 と 5 の結果をあわせると、中・小企業は大企業と比較してメリットを感じてい
るとともに、デメリットも感じていることが明らかになった。 
（仮説 6）「企業内 SNS のメリットとデメリットについてアクセス頻度で差がある。」
という仮説を立てた。結果として、デメリットにおいては、アクセス頻度に差がないこ
とが明らかになった。メリットについては、毎日アクセスする人は他のアクセス頻度の
人と比較して、情報・知識共有にメリットを感じており、1 ヶ月に 1 回以下のアクセス
頻度の人は、他のアクセス頻度の人と比較して、情報・知識共有にメリットを感じてい
ないことが明らかになった。 
（仮説 7）「企業内 SNS のメリットとデメリットについて所属コミュニティ数で差が
ある。」という仮説を立てた。結果として、コミュニティ機能への参加が多い人ほど、
コミュニティ機能への参加が少ない人と比較して、デメリットも感じやすいことが明ら
かになった。しかし、コミュニティ機能への参加が多い人は、コミュニティ機能への参
加が少ない人と比較して、人間関係構築や情報・知識共有にメリットを感じていること
が明らかになった。 
（仮説 8）「企業内 SNS のメリットとデメリットについて企業内 SNS で発信する情
報の種類によって差がある。」という仮説を立てた。結果として、業務に関係のある話
題をする人ほど、業務に関係のある話題をしない人と比較して、人間関係構築にメリッ
トを感じていることが明らかになった。情報・知識共有において業務に関係のある話題、
ない話題での差はないことが明らかになった。デメリットは業務に関係のある話題、な
い話題での差はないことが明らかになった。 
（仮説 9）「企業内 SNS のメリットとデメリットについて企業内 SNS で主体的に情
報を発信するかどうかによって差がある。」という仮説を立てた。結果として、情報を
自ら発信する利用かどうかでメリットに差はないことが明らかになった。しかし、情報
を自ら発信する人ほど情報を自ら発信しない人と比較して、デメリットを感じているこ
とが明らかになった。 
（仮説 10）「企業内 SNS のメリットとデメリットについて企業内 SNS での顔見知り
の割合によって差がある。」という仮説を立てた。顔見知りの割合が少ない人の方が、
人間関係構築や情報・知識共有にメリットを感じやすい。またデメリットも感じやすい
という仮説を立てた。結果として、顔見知りの割合が高い人ほど、割合が高くない人と
比較して、人間関係構築、情報・知識共有ともにメリットを感じている。またデメリッ
トにおいて、顔見知りの割合での差はないことが明らかになった。 
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表 29：利用者属性によるメリットとデメリットについての仮説と仮説の検証結果 
 
5.6. 利用者属性によるメリットとデメリットに関する考察 
5.6.1. 企業内 SNS 利用でデメリットを感じている属性のデメリット
克服方法 
個人属性による分析結果を表30、利用状況による分析結果を表31に示す。本章では、
デメリットを感じている属性のデメリットを克服する方法について、考察する。 
20 代の調査対象者は、企業内 SNS でメリットを感じていると同時にデメリットも感
じていると回答していることがわかる。これに対して 60 代の調査対象者は、メリット
項目 仮説番号 仮説 結果
性別 仮説1
企業内SNSのメリットとデメリットについ
て男女間で差がある。
・デメリットにおいては、性別に差がない。
・メリットについては、男性は女性と比較して、人間関係構築にメリットを
感じている。
年代 仮説2
企業内SNSのメリットとデメリットについ
て年代間で差がある。
・20 代、60代以上は、他の年代と比較して、人間関係構築、情報・知識
共有においてメリットを感じている。
・年代が若いほど、他の年代と比較して、デメリットを感じている。
職位 仮説3
企業内SNSのメリットとデメリットについ
て、職位の有無で差がない。
職位の有無によるメリット、デメリットの感じやすさに差はない。
従業員規模 仮説4
企業内SNSのメリットとデメリットについ
て、従業員規模で差がある。
従業員規模0～299人の企業に所属する人は、他の企業規模に所属し
ている人と比較して、人間関係構築においてメリットを感じているとともに
デメリットを感じている。
事業所・支店
の数
仮説5
企業内SNSのメリットとデメリットについ
て、事業所・支店の数で差がある。
事業所・支店の数が1か所の企業に所属する人は、他の事業所・支店
の数に所属している人と比較して、情報・知識共有にメリットを感じてい
るとともにデメリットを感じている。
SNSへの
アクセス頻度
仮説6
企業内SNSのメリットとデメリットについ
てアクセス頻度で差がある。
・デメリットにおいては、アクセス頻度に差がない。
・メリットについては、毎日アクセスする人は他のアクセス頻度の人と比
較して、情報・知識共有にメリットを感じており、1ヶ月に1回以下のアク
セス頻度の人は、他のアクセス頻度の人と比較して、情報・知識共有に
メリットを感じていない。
コミュニティ機能
への参加状況
仮説7
企業内SNSのメリットとデメリットについ
て所属コミュニティ数で差がある。
・コミュニティ機能への参加が多い人ほど、コミュニティ機能への参加が
少ない人と比較して、デメリットも感じやすい。
・コミュニティ機能への参加が多い人は、コミュニティ機能への参加が少
ない人と比較して、人間関係構築や情報・知識共有にメリットを感じてい
る。
書き込み内容の
話題
仮説8
企業内SNSのメリットとデメリットについ
て企業内SNSで発信する情報の種類
によって差がある。
・業務に関係のある話題をする人ほど、業務に関係のある話題をしない
人と比較して、人間関係構築にメリットを感じている。
・情報・知識共有において業務に関係のある話題、ない話題での差はな
い。
・デメリットは業務に関係のある話題、ない話題での差はない。
情報発信 仮説9
企業内SNSのメリットとデメリットについ
て企業内SNSで主体的に情報を発信す
るかどうかによって差がある。
・情報を自ら発信する利用かどうかでメリットに差はない。
・情報を自ら発信する人ほど情報を自ら発信しない人と比較して、デメ
リットを感じている。
顔見知り
の割合
仮説10
企業内SNSのメリットとデメリットについ
て企業内SNSでの顔見知りの割合に
よって差がある。
・顔見知りの割合が高い人ほど、割合が高くない人と比較して、人間関
係構築、情報・知識共有ともにメリットを感じている。
・デメリットにおいて、顔見知りの割合での差はない。
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を感じているが、デメリットを感じていないと回答していることがわかる。この理由と
して、20 代の正社員は、60 代以上の正社員と比べて人数が多く、さらに先輩の数も多
い（労働力調査[総務省 10]）ため、同期や同僚、上司が気になり、「企業内 SNS が気
になって仕事が進まない」、「仕事中に使用すると遊んでいるように見える」、「仕事が増
えたように感じる」といったデメリットを感じやすいことが原因であると考える。4 章
の企業内 SNS 管理者向け調査時のインタビューでは、マネジメント権限のある役職者
（課長、部長）の SNS への参加を制限することにより、成功している事例があった。
このような利用体制の整備が、デメリットを解消する方法として、参考になると考える。 
小規模企業の調査対象者は、人間関係構築においてメリットを感じていると同時にデ
メリットも感じていると回答していることがわかる。この理由として、小規模企業は、
人数が少なく、事業所・支店の数も 1 か所であることが多いため、顔見知りになる機会
が多い。そのため、4 章で述べているような「この場で相談してみよう！」と思う親和
が整った基盤が作りやすくメリットを感じやすいと考える。一方、顔見知りのコメント
にはコメントをしなければならないと感じるように、顔見知りでなければ気にならなか
ったことも顔見知りであると気になってしまい、デメリットを感じやすいと考える。4
章の企業内 SNS 管理者向けインタビューでは、基本的には実名での利用をしつつも、
一部のコミュニティでは名前の表示をしないことにより成功している事例があった。こ
のような工夫がデメリットを解消する方法として、参考になると考える。 
情報を自ら発信する人は、情報を自ら発信しない人と比較してデメリットを感じやす
いことが明らかになった。しかし、4 章で明らかになった通り、企業内 SNS は利用者
の情報発信により効果を発揮するため、利用者に情報発信してもらうことは重要なこと
である。そこで、4 章の企業内 SNS 管理者向けインタビューでは、基本的には実名で
の利用をしつつも、一部のコミュニティでは名前の表示をしないことにより成功してい
る事例があった。このような工夫がデメリットを解消する方法として、参考になると考
える。 
友人リストの顔見知りの割合が高い人は、顔見知りの割合が高くない人と比較してメ
リットとともにデメリットを感じていることが明らかになった。この理由として、顔見
知りでなければ気にならなかったことも顔見知りであると、気になってしまい、デメリ
ットを感じやすいと考える。4 章の企業内 SNS 管理者向けインタビューでは、基本的
には実名での利用をしつつも、一部のコミュニティでは名前の表示をしないことにより
成功している事例があった。このような工夫がデメリットを解消する方法として、参考
になると考える。 
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コミュニティへの参加状況においては、コミュニティへの参加数が多いと、人間関係
構築、情報・知識共有にメリットを感じるが、同時にデメリットも感じていると回答し
ていることがわかる。この理由として、多数のコミュニティに属することは多数の人と
つながっているため、多くの人から情報や知識を得ることが可能になったり、疎外感を
解消したりすることができるため、メリットを感じやすいと考える。一方、コミュニテ
ィに所属するとそれぞれの役割を持つため、多数のコミュニティに属することは、それ
ぞれのコミュニティにおける役割があり、その束縛を受ける（Krackhardt[ Krackhardt 
99] ）。そのためデメリットを感じやすいと考える。4 章の企業内 SNS 管理者向け調査
時のインタビューでは、コミュニティによっては、名前の表示をしない工夫をすること
により成功している事例があった。このような工夫が、デメリットを解消する方法とし
て、参考になると考える。  
 
表 30：個人属性による分析結果 
因子名 性別 年代 職位 従業員規模 事業所・支店数
①人間関係構築 差異なし 小　　＋ 少　　＋
②情報・知識共有 差異なし 差異なし 差異なし 差異なし
男　＋
女　－
２０代　＋
６０代　＋
２０代　＋
６０代　＋
少　　＋
２０代　＋
６０代　-
③デメリット 差異なし 差異なし 小　　＋
 
 
表 31：利用状況による分析結果 
因子名 アクセス頻度
業務に関係の
ある話題
情報を見ている
だけの利用
友人リスト
の人数
友人リストの顔
見知りの割合
コミュニティへ
の参加状況
相関なし
相関なし
相関あり
相関あり
相関あり
多　+
多　+
多　+
①人間関係構築
②情報・知識共有
③デメリット
差異なし
毎日　＋
2ヶ月に1回以下　-
差異なし
相関あり
相関なし
相関なし
相関なし
相関なし
逆相関あり
相関なし
 
 
本章では利用者属性を性別、年代、職位、従業員規模、事業所・支店の数、アクセス
頻度、コミュニティ機能への参加状況、話題、情報発信、友人リストの顔見知りの割合
に注目し、調査分析を行った。しかし研究を進める過程で、企業風土も影響する可能性
があると考えられる。これは、企業内 SNS の利用が義務ではないため、お互いを助け
合う雰囲気があるかどうかが影響する可能性があるからである。さらに業界・業種も影
響する可能性があると考えられる。具体的には、同じ業務を担当している人同士におい
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てメリットがある可能性があると考える。例えば営業職でのメリットである角川クロス
メディアの事例[山崎 07]や NTT 東日本の事例[滝田 07]がある。角川クロスメディア
では SNS 導入により、営業トップの人の 1 日の行動や既存顧客へのフォローの仕方、
新規顧客開拓の方法を共有できるようになった。NTT 東日本では営業の人が顧客対応
で困り、コミュニティに書き込んだところ、他の営業の人が応え、仕事が受注できた。
このように同じ業務を担当している人がいる業種ではメリットを発揮する可能性があ
る。 
 
5.6.2. 企業内 SNS 利用が個人や企業に与えるメリットとデメリット 
本節では、3、5 章をもとに、企業内 SNS の利用が個人や企業にどのようなメリット
とデメリットを与えるのかについて、考察を行う。 
 
5.6.2.1. 個人レベルで感じる企業内 SNS のメリットとデメリット 
3章の事例と 5章で行った利用者を対象とした調査をもとに個人レベルで得られる企
業内 SNS のメリットとデメリットを考察する。個人レベルで感じるメリットは、5 章
の結果から人間関係構築と情報・知識共有があるため、人間関係構築、情報・知識共有
の観点からメリットを考察する。 
個人レベルで感じる人間関係構築のメリットとして、3 章で挙げた TIS のプログラミ
ング勉強会を開催することができた事例[小林 11b]や、TIS の社史を作りたいと考えた
ものの周りに協力者が見つからず、SNS に社史作成に対する思いを綴ったところ、賛
同者が現れた事例[小林 11b]のように、企業内 SNS が導入されなければ知り合えなか
った同じ目的を持つ人たちと出会えるメリットがある。 
個人レベルで感じる情報・知識共有のメリットとして、3 章で挙げた壽屋のロシア語
が読める人を見つけることができた事例[白井 13]のように、企業内 SNS は、個人の能
力や興味の発信の場になるメリットがある。さらに、NTT 東日本の営業の人が顧客対
応で困り、コミュニティに書き込んだところ、他の営業の人が応え、仕事が受注できた
事例[滝田 07]のように、個人レベルでの情報・知識共有が行われる場となるメリット
がある。 
個人レベルで感じるデメリットとして、企業内 SNS の導入目的や利用方法が明確で
ない場合、利用者が使い方に困り、利用しなくなることが考えられる。 
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5.6.2.2. 企業レベルで感じる企業内 SNS のメリットとデメリット 
続いて3章の事例と5章で行った利用者を対象とした調査をもとに企業レベルで感じ
る企業内 SNS のメリットとデメリットを考察する。5 章の利用者を対象とした実態調
査から、企業内 SNS のメリットとして、人間関係構築と情報・知識共有が明らかにな
ったため、企業レベルでは人間関係構築、情報・知識共有についてどのようなメリット
とデメリットを感じるのか考察する。 
企業レベルで感じる人間関係構築のメリットとして、例えば NTT データの SNS の
活動から生まれた時短勤務の見直しの案が経営企画部を通して会社に提案、経営側も検
討するという事例[人事マネージメント 07]のように、同じ目的を持つ人が集まること
で、会社に対する提案が生まれるメリットや、TIS の現場社員とスタッフ部門が知り合
う機会は少なく、関係は希薄になりがちだったが、SNS を通して知り合い、現場から
「スタッフ部門がこぼしたボールは私が拾おう」という発言が飛び出すような事例[小
林 11b]のように、企業内 SNS を通して社員同士の絆を深めるメリットがある。 
3 章の企業内 SNS 利用実態より、スマートフォンやタブレットの普及により、いつ
でもどこからでも企業内 SNS にアクセスすることが可能になったことがわかった。こ
のことにより、企業レベルで感じる情報・知識共有のメリットとして、元湯陣屋の事例
[島田（優） 13a]のように、リアルタイムで情報・知識共有が可能になりメリットを感
じるようになると考えられる。また角川クロスメディアの営業トップの人の 1 日の行動
や既存顧客へのフォローの仕方、新規顧客開拓の方法を共有できるようになった事例
[山崎 07]のように、今までは一人の人の中での情報・知識であったが、企業レベルで
情報・知識を共有することで、組織知の共有が可能になり、企業として、より質の高い
サービスや商品を提供することにつながるメリットがあると考えられる。 
企業レベルで感じるデメリットとして、企業レベルでの情報・知識共有のメリットを
感じるためには、関係者全員が企業内 SNS を利用しないと効果がないこともある。元
湯陣屋の事例[島田（優） 13a]では、フロント係から調理場、客室係など、関係者が参
加していることにより、顧客情報の共有が可能になっている。三洲野安の事例[島田（知） 
12]でも、全社員が参加できるようにし、顧客のクレーム情報を共有し、どこで問題が
発生したのかを、すべて把握できるようにしている。このことから、このようなメリッ
トを感じるためには、関係者全員に情報共有をすることが必要になるため、企業内の一
部の人だけでなく、関係者全員が企業内 SNS を利用することが必要になると考えられ
る。また、企業レベルで感じるデメリットとして、企業内 SNS を上手に使いこなす人
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と、使いこなせない人との間で、企業内での情報・知識共有の格差や人間関係を上手く
築いていくという点での格差が生まれることも考えられる。 
表 32 に個人レベル、企業レベルで感じるそれぞれのメリットとデメリットについて
まとめた。 
 
表 32：個人レベル、企業レベルで感じる企業内 SNS のメリットとデメリット 
 人間関係構築の 
メリット 
情報・知識共有の 
メリット 
デメリット 
個人 
レベル 
・同じ目的をもった
人たちとの出会い
が得られる。 
・個人の能力・興味の発信。 
・個人レベルの情報・知識
共有。 
・導入目的や利用方法が明
確でない場合、利用者が使
い方に困り、利用しなくな
る。 
企業 
レベル 
・同じ目的を持つ人
が集まることで、会
社への提案が生ま
れる。 
・社員同士の絆を深
めることができる。 
・企業レベルの情報・知識
共有 
・より質の高いサービスや
商品の提供につながる。 
・関係者全員が利用しない
と効果がないこともある。 
・上手に使いこなせるかど
うかで、企業内での情報・
知識共有、人間関係構築の
格差が生まれる。 
 
5.7. 利用者属性によるメリットとデメリットに関する結論 
本章では、複数企業の企業内 SNS 利用者に対して、企業内 SNS のメリットやデメリ
ットについてのアンケート調査を行い、どのような個人属性や企業属性において企業内
SNS はメリットやデメリットがあるのかを確認するために、性別、年代、職位、従業
員規模、事業所・支店の数に着目し分析を行った。また、どのような利用をしたらメリ
ットやデメリットを感じるのかを確認するために、企業内 SNS へのアクセス頻度、コ
ミュニティ機能への参加状況等に着目し分析を行った。 
その結果、他の属性と比較して人間関係構築にメリットを感じている属性は、男性、
20 代、小規模企業に属する人、コミュニティ機能への参加が多い人、業務に関係のあ
る話題をする人、友人リストの顔見知りの割合が高い人であることが明らかになった。
また、他の属性と比較して情報・知識共有にメリットを感じている属性は、20 代・60
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代以上、小規模企業に属する人、企業内 SNS に毎日アクセスする人、コミュニティ機
能への参加が多い人、友人リストの顔見知りの割合が高い人であることが明らかになっ
た。一方、他の属性と比較してデメリットを感じている属性は、20 代、小規模企業に
属する人、情報を自ら発信する利用の人、コミュニティ機能への参加が多い人、友人リ
ストの顔見知りの割合が高い人であることが明らかになった。さらに、デメリットの克
服方法として、「コミュニティによっては名前の表示をしない」、「マネジメント権限の
ある役職者（課長、部長）は SNS に参加制限を設ける」といった成功事例が参考にな
ることを考察した。 
本研究では、企業内 SNS 利用で感じるメリットとデメリットについて利用者と管理
者を分けて調査を行っていない。しかし研究を進める過程で企業内 SNS に感じるメリ
ットやデメリットが、管理者と利用者で異なることも考えられ、別々に調査を行うこと
で意外なメリットが発見される可能性もあると考える。 
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6章. 企業内 SNS に関する考察および効率的導入指
針 
6.1. 研究成果のまとめ 
 3、4、5 章のまとめについて、表 33 に整理した。 
3 章のまとめ 
関連研究の整理を行ったところ、行われていない点として、複数企業において企業内
SNS はどのような目的で導入され、どのように利用されているのか、どのような効果
をあげたのか、その利用実態が整理されていなかった。 
そこで 3 章の課題として、すでに企業内 SNS を導入している複数企業において、企
業内 SNS はどのような目的で導入され、どのように利用されているのか、どのような
成果をあげてきたのかについて、文献調査に基づき整理を行うことを設定した。 
3 章の独自性として、世界初とされる大規模企業内 SNS が NTT 東日本[滝田 07]で
導入された 2005 年以降の企業内 SNS の導入目的、活用方法、導入効果を、文献調査
により明らかにし、導入初期からの利用実態を明らかにしたことがあげられる。 
3 章での成果として、企業内 SNS は、どのような目的で導入され、どのように利用
されているのか、どのような成果をあげてきたのか、企業内 SNS が導入されて以来の
利用実態が明らかになっていないという現状において、企業がどのような目的で企業内
SNS を導入して、どのような利用をし、どのような成果があったのかについて明らか
にした。導入目的として、企業は企業内 SNS に対して、人間関係構築、情報・知識共
有を期待していることを明らかにした。さらに、企業が企業内 SNS に期待するこの役
割は、導入初期から変わらないことを明らかにした。また活用方法として、従業員規模
別にみると、0～299 人の企業が 5 社、300～4,999 人の企業が 11 社、5,000 人以上の
企業が 7 社であった。2011 年以降に導入した 10 社についてみると、従業員規模が 0～
299 人の企業と 300～4,999 人の企業のみであった。これに対して、2009 年以前に導入
した 13 社でみると、5,000 人以上の企業が 7 社であった。このことから、企業内 SNS
の導入は、大企業から中堅・中小企業に広がってきていることを明らかにした。また利
用している SNS別でみると、2011年以降に導入した企業 10社のうち、9社がYammer、
Chatter 等の汎用サービスを利用している。このことから、安価な汎用サービスの利用
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が広がってきていることを明らかにした。さらにスマートフォン、タブレット等からの
利用別については、これらの端末からの利用が確認された企業は、2011 年以降では 10
社中 7 社であった。このことから、スマートフォン、タブレット等からの企業内 SNS
の利用が広がってきていることを明らかにした。導入効果として、問題解決に使われて
いることを明らかにした。例えば、NTT データのように企業内 SNS を活用し知り合っ
た、千葉ロッテマリンズのファンとオフ会を開き、よい商品を提案できた事例[菊地 07]
がある。また、管理・現場把握の効果があることを明らかにした。例えば、元湯陣屋の
事例[島田（優） 13a]のように企業内 SNS を活用し、タブレットからアクセスするこ
とにより、リアルタイムで顧客の情報を共有し、サービスの質を向上させた事例がある。 
 
4 章のまとめ 
関連研究の整理を行ったところ、行われていない点として、企業内 SNS が有効に働
く際の流れが明らかになっておらず、また企業内 SNS が企業において果たす役割が明
らかになっていなかった。 
そこで 4 章の課題として、企業内 SNS が有効性を発揮している際には、どのような
流れになっているのか、企業においてどのような役割を果たすことにより有効であるの
かを明らかにすることを目的とした。具体的には、企業内 SNS の有効性を問題解決に
着目し、実際に企業内 SNS を有効に導入している企業の企業内 SNS 管理者と利用者に
調査を行い、組織の意思決定モデルに基づき、企業内 SNS が有効に働く際の流れを明
らかにすることを課題とした。 
その結果、企業内 SNS は、部門外の人、以前は知らなかった人など、導入以前は関
与することのなかった多様な参加者の気軽な情報発信や議論を可能にすること、個々が
抱える既存の問題と多様な参加者により提示される有効な情報（解）を結びつけること、
問題解決の過程の中の選択肢の候補を得る洞察段階や解決策を得る選択段階において
問題解決をサポートし、素早い問題解決を可能にすることを明らかにした。また日記機
能や Q&A 機能、コミュニティ機能といった気軽な情報発信をサポートする機能（選択
機会）が、利用者に「この場で相談してみよう！」と思わせる親和の整った場を構築す
る。このような場の形成が、企業内 SNS の有効活用における基盤であることを明らか
にした。また企業において果たす役割として、企業内 SNS は既存の問題解決のための
選択肢の列挙（洞察段階）や解決策の取得（選択段階）といった場面で、業務における
意思決定をサポートし、意外性のある情報収集や選択基準を与えいることを明らかにし
た。 
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4 章の独自性として、関連研究では、個々の企業の事例にとどまっていたが、複数企
業の企業内 SNS 有効活用事例の文献調査を行い、組織の意思決定モデルに基づく仮説
を設定し、企業内 SNS 管理者および利用者に対する調査を行うことで、企業内 SNS
が有効に働く際の流れを明らかにしたことがあげられる。 
4 章の成果として、企業内 SNS が有効性を発揮している際にはどのような流れにな
っているのか、企業においてどのような役割を果たすことにより有効であるのかが明ら
かになっていないという現状において、実際に企業内 SNS を利用している企業に対し
て調査を行うことで有効に働く際の流れと企業において果たす役割を明らかにした。企
業内 SNS は、利用者が気軽な情報発信を行うことで効果を発揮する。また利用者が気
軽に情報発信するためには「この場で相談してみよう！」と利用者に思ってもらうこと
が必要なため、利用しやすい環境の整備が必要であることを明らかにした。運営方法と
して、利用者の気軽な発言をサポートするような環境づくりが必要であると考えられる。 
 
5 章のまとめ 
4 章から企業内 SNS は利用者の気軽な情報発信が行われることにより効果を発揮す
ることが明らかになり、利用者に「この場で相談してみよう！」と思われる場にするこ
との重要性が明らかになった。多くの企業において、企業内 SNS の利用は任意であり、
発言は利用者のボランティア精神に基づくものである。利用者が気軽に自分の役割外の
業務である SNS を利用するためには、利用者に与えるメリットやデメリットを明らか
にし、デメリットを克服する方法を明らかにしておく必要がある。 
しかし関連研究で行われていない点として、個々の企業や特定の業界に限定した研究
であり、一般性の高い研究ではないこと、企業内 SNS のメリットだけに着目され、デ
メリットが明らかになっていないことがあげられる。 
そこで 5 章の課題として、複数企業の企業内 SNS の利用者を対象に調査を行い、企
業内 SNS の利用者は属性によりメリットやデメリットを感じるのか、どのような利用
方法であるとメリットやデメリットを感じるのかを明らかにし、さらにデメリットを克
服するための方法について考察することを設定した。 
その結果、企業内 SNS のメリットとして、人間関係構築、情報・知識共有が上げら
れることがわかった。さらに個人属性別にみると、性別では、男性は女性と比較して、
人間関係構築にメリットがあると感じていることが明らかになった。年代別では、20
代、60 代以上は、他の年代と比較して、人間関係構築、情報・知識共有にメリットが
あると感じており、年代が若いほど、デメリットも感じていることが明らかになった。
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職位別では、特に差がないことが明らかになった。企業属性別でみると、企業規模では、
中小企業が大企業と比較して、人間関係構築、情報・知識共有にメリットを感じ、デメ
リットも感じていることが明らかになった。利用方法別にみると、アクセス頻度が毎日
ならば他のアクセス頻度の人と比較して、情報・知識共有にメリットを感じるが、1 ヶ
月に 1 回以下では、他のアクセス頻度の人と比較してメリットを感じないことが明らか
になった。コミュニティ機能への参加状況別にみると、コミュニティ機能への参加が多
い人は、コミュニティ機能への参加が少ない人と比較して、人間関係構築、情報・知識
共有にメリットを感じているが、同時にデメリットも感じていることが明らかになった。
話題別にみると、業務に関係のある話題をする人ほど、業務に関係のある話題をしない
人と比較して、人間関係構築にメリットを感じやすいことが明らかになった。情報発信
を自らするかどうか別にみると、情報を自ら発信する利用の人の方が、自ら発信しない
利用の人と比較して、デメリットを感じやすいことが明らかになった。顔見知りの割合
別にみると、顔見知りの割合が高い人ほど、割合が高くない人と比較して、人間関係構
築にメリットを感じやすく、同時にデメリットも感じやすいことが明らかになった。ま
たデメリットを解消する方法として、マネジメント権限のある人は参加を制限する、一
部のコミュニティでは、匿名性にするといった方策をあげた。 
5 章の独自性として、関連研究では、個々の企業や特定の業界に限定した研究にとど
まっていたが、幅広い企業に所属する企業内 SNS 利用者に対する調査によって、個人
や企業属性によるメリットやデメリットを明らかにし、デメリットを克服する方法を考
察したことがあげられる。 
5 章の成果として、企業内 SNS 利用者が感じているメリットやデメリットが明らか
になっていないという現状において、複数企業の企業内 SNS 利用者を対象に調査を行
うことで、利用者が感じている企業内 SNS のメリットやデメリットについて明らかに
した。企業内 SNS は、性別、年代、従業員規模、会社の事業所・支店の展開状況によ
って、メリットやデメリットが異なることを明らかにした。また企業内 SNS へのアク
セス頻度や話題の内容によってもメリットやデメリットが異なることを明らかにした。
さらにデメリットを克服する方法として、マネジメント権限のある役職者（課長、部長）
は、SNS に参加することができないようにするといった利用体制を整備する工夫をし
ている事例が参考になること、基本的に実名での利用をしつつも、一部のコミュニティ
では、名前の表示をせず、事務局のオーナー以外は誰かを特定できないようにする工夫
をしている事例が参考になることをあげた。 
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表 33：関連研究で行われていない点と本研究の課題、独自性および成果 
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企
業
に
所
属
す
る
企
業
内
S
N
S
利
用
者
に
対
す
る
調
査
に
よ
っ
て
、
個
人
や
企
業
属
性
に
よ
る
メ
リ
ッ
ト
や
デ
メ
リ
ッ
ト
を
明
ら
か
に
し
、
デ
メ
リ
ッ
ト
を
克
服
す
る
方
法
を
考
察
し
た
。
4章
：企
業
内
S
N
S
の
有
効
性
企
業
内
S
N
S
が
有
効
に
働
く
際
の
流
れ
が
明
ら
か
に
な
っ
て
い
な
い
。
企
業
内
S
N
S
が
企
業
に
お
い
て
果
た
す
役
割
に
つ
い
て
は
明
ら
か
に
な
っ
て
い
な
い
。
企
業
内
S
N
S
が
有
効
に
働
く
際
の
流
れ
を
明
ら
か
に
す
る
。
企
業
内
S
N
S
が
企
業
で
ど
の
よ
う
な
役
割
を
果
た
し
て
い
る
の
か
を
明
ら
か
に
す
る
。
組
織
の
意
思
決
定
モ
デ
ル
で
あ
る
ゴ
ミ
箱
モ
デ
ル
と
サ
イ
モ
ン
-松
田
モ
デ
ル
に
基
づ
き
、
企
業
内
S
N
S
が
有
効
に
働
く
際
の
流
れ
を
明
ら
か
に
し
た
。
具
体
的
に
は
、
有
効
に
働
く
際
の
流
れ
は
以
下
の
よ
う
な
流
れ
で
あ
る
こ
と
を
明
ら
か
に
し
た
。
●
企
業
内
S
N
S
は
、
部
門
外
の
人
、
以
前
は
知
ら
な
か
っ
た
人
な
ど
導
入
以
前
に
は
関
与
す
る
こ
と
の
な
か
っ
た
多
様
な
参
加
者
の
気
軽
な
情
報
発
信
や
議
論
を
可
能
に
す
る
。
●
個
々
が
抱
え
る
既
存
の
問
題
と
多
様
な
参
加
者
に
よ
り
提
示
さ
れ
る
有
効
な
情
報
（解
）を
結
び
つ
け
る
。
●
問
題
解
決
の
過
程
の
中
の
選
択
肢
の
候
補
を
得
る
洞
察
段
階
や
解
決
策
を
得
る
選
択
段
階
に
お
い
て
問
題
解
決
を
サ
ポ
ー
ト
し
、
素
早
い
問
題
解
決
を
可
能
に
す
る
。
●
日
記
機
能
や
Q
&
A
機
能
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
機
能
と
い
っ
た
気
軽
な
情
報
発
信
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
機
能
（選
択
機
会
）が
、
利
用
者
に
「こ
の
場
で
相
談
し
て
み
よ
う
！
」と
思
わ
せ
る
親
和
の
整
っ
た
場
に
な
る
。
こ
の
よ
う
な
場
の
形
成
が
、
企
業
内
S
N
S
の
有
効
活
用
に
お
け
る
基
盤
で
あ
る
。
ま
た
企
業
に
お
い
て
果
た
す
役
割
と
し
て
、
企
業
内
S
N
S
は
既
存
の
問
題
解
決
の
た
め
の
選
択
肢
の
列
挙
（洞
察
段
階
）や
解
決
策
の
取
得
（選
択
段
階
）と
い
っ
た
場
面
で
、
業
務
に
お
け
る
意
思
決
定
を
サ
ポ
ー
ト
し
て
い
る
こ
と
を
明
ら
か
に
し
た
。
関
連
研
究
で
は
、
個
々
の
企
業
の
事
例
に
と
ど
ま
っ
て
い
た
が
、
複
数
企
業
の
企
業
内
S
N
S
有
効
活
用
事
例
の
文
献
調
査
を
行
い
、
組
織
の
意
思
決
定
モ
デ
ル
に
基
づ
く
仮
説
を
設
定
し
、
企
業
内
S
N
S
管
理
者
お
よ
び
利
用
者
に
対
す
る
調
査
を
行
う
こ
と
で
、
企
業
内
S
N
S
が
有
効
に
働
く
際
の
流
れ
を
明
ら
か
に
し
た
。
企
業
内
S
N
S
の
利
用
者
は
属
性
に
よ
り
メ
リ
ッ
ト
や
デ
メ
リ
ッ
ト
を
感
じ
て
い
る
の
か
、
ど
の
よ
う
な
利
用
方
法
で
あ
る
と
メ
リ
ッ
ト
や
デ
メ
リ
ッ
ト
を
感
じ
る
の
か
を
明
ら
か
に
す
る
。
さ
ら
に
デ
メ
リ
ッ
ト
を
克
服
す
る
た
め
の
方
法
に
つ
い
て
考
察
す
る
。
複
数
企
業
の
実
際
に
企
業
内
S
N
S
を
利
用
し
て
い
る
利
用
者
を
対
象
に
調
査
を
行
っ
た
。
そ
の
結
果
、
以
下
の
よ
う
な
こ
と
が
明
ら
か
に
な
っ
た
。
●
性
別
で
は
、
男
性
が
女
性
と
比
較
し
て
、
人
間
関
係
構
築
に
メ
リ
ッ
ト
を
感
じ
て
い
る
。
●
年
代
別
で
は
、
20
代
、
60
代
以
上
が
他
の
年
代
と
比
較
し
て
、
人
間
関
係
構
築
、
情
報
・知
識
共
有
に
メ
リ
ッ
ト
を
感
じ
て
お
り
、
年
代
が
若
い
ほ
ど
デ
メ
リ
ッ
ト
も
感
じ
て
い
る
。
●
職
位
別
で
は
特
に
差
が
な
い
。
●
中
小
企
業
に
お
い
て
大
企
業
と
比
較
し
て
、
人
間
関
係
構
築
、
情
報
・知
識
共
有
に
メ
リ
ッ
ト
を
感
じ
、
デ
メ
リ
ッ
ト
も
感
じ
て
い
る
。
●
ア
ク
セ
ス
頻
度
が
毎
日
な
ら
ば
他
の
ア
ク
セ
ス
頻
度
の
人
と
比
較
し
て
、
情
報
・知
識
共
有
に
メ
リ
ッ
ト
を
感
じ
る
が
、
1ヶ
月
に
1回
以
下
の
ア
ク
セ
ス
頻
度
の
人
は
、
他
の
ア
ク
セ
ス
頻
度
の
人
と
比
較
し
て
、
情
報
・知
識
共
有
に
メ
リ
ッ
ト
を
感
じ
な
い
。
●
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
機
能
へ
の
参
加
状
況
別
に
み
る
と
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
機
能
へ
の
参
加
が
多
い
人
は
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
機
能
へ
の
参
加
が
少
な
い
人
と
比
較
し
て
、
人
間
関
係
構
築
、
情
報
・知
識
共
有
に
メ
リ
ッ
ト
を
感
じ
て
い
る
が
、
同
時
に
デ
メ
リ
ッ
ト
も
感
じ
て
い
る
。
●
話
題
別
に
み
る
と
、
業
務
に
関
係
の
あ
る
話
題
を
す
る
人
ほ
ど
、
業
務
に
関
係
の
あ
る
話
題
を
し
な
い
人
と
比
較
し
て
、
人
間
関
係
構
築
に
メ
リ
ッ
ト
を
感
じ
て
い
る
。
●
情
報
発
信
を
自
ら
す
る
か
ど
う
か
別
に
み
る
と
、
情
報
を
自
ら
発
信
す
る
人
ほ
ど
、
自
ら
発
信
し
な
い
人
と
比
較
し
て
、
デ
メ
リ
ッ
ト
を
感
じ
て
い
る
。
●
顔
見
知
り
の
割
合
が
高
い
人
ほ
ど
、
割
合
が
高
く
な
い
人
と
比
較
し
て
、
人
間
関
係
構
築
に
メ
リ
ッ
ト
を
感
じ
、
同
時
に
デ
メ
リ
ッ
ト
も
感
じ
て
い
る
。
ま
た
デ
メ
リ
ッ
ト
を
解
消
す
る
方
法
と
し
て
、
以
下
の
方
策
が
参
考
に
な
る
と
あ
げ
た
。
●
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
権
限
の
あ
る
人
は
参
加
を
制
限
す
る
。
●
基
本
的
に
は
実
名
で
利
用
し
つ
つ
も
、
一
部
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
で
は
名
前
の
表
示
を
し
な
い
。
個
々
の
企
業
や
特
定
の
業
界
に
限
定
し
た
研
究
で
あ
り
、
一
般
性
の
高
い
研
究
で
は
な
い
。
企
業
内
S
N
S
の
効
果
だ
け
に
着
目
さ
れ
、
デ
メ
リ
ッ
ト
が
明
ら
か
に
な
っ
て
い
な
い
。
5章
: 利
用
者
属
性
に
よ
る
企
業
内
S
N
S
の
メ
リ
ッ
ト
と
デ
メ
リ
ッ
ト
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6.2. 企業内 SNS と企業の成長 
5.6.2 では、個人レベルと企業レベルで感じる企業内 SNS のメリットとデメリットに
ついて考察した。企業内 SNS は、人間関係構築、情報・知識共有の場として有効であ
る。さらに社員同士が人間関係構築、情報・知識共有を行うことにより、企業の成長を
促進する場であることも考えられる。これらについて考察する。 
 
6.2.1. 企業の成長と企業内外の情報・知識共有 
企業が維持または成長するためには、変化する消費者ニーズや外部環境に迅速かつ的
確に対応することが必要である。Allen[Allen 77]は、ゲートキーパーという存在を明ら
かにした。直訳すれば「門番」のことであるが、経営学では、組織や企業の境界線を超
えて、その内部と外部とを情報面からつなぎ合わせる人間のことを指す。Allen[Allen 
77]は、研究開発組織におけるコミュニケーション・パターンが研究開発のパフォーマ
ンスに与える影響を分析し、より高度な専門知識をもつゲートキーパーが存在する組織
は、他の条件を一定とした場合、それが存在しない組織よりも研究開発のパフォーマン
スが高いことを明らかにした。高橋[高橋 00]は、自分のもつ情報だけでは解決できない
問題に直面したとき、身近に幅広い知識や人脈をもった人間（ゲートキーパー）がいた
ならば、自分一人で解決するときに比べて、問題解決の効率が格段によくなることが想
像されると述べている。 
またTushman [Tushman 77]は、組織の革新プロセスにおける 1つの大切な機能として、
Boundary Role（境界役割）について述べている。境界役割とは、組織の内部ネット
ワークと情報の外部資源とをリンクさせる欠くことのできない機能であると述べてい
る。Organ[Organ 88]は、「従業員が任意に行う行動のうち、正式な職務の必要条件で
はない行動で、それによって組織の効果的機能を促進する行動」を組織市民行動と定義
した。 
 このように企業において、企業の境界線を超えてその内部と外部とを情報面からつな
ぎ合わせる人間や、従業員の正式な職務ではないが組織の効果的機能を促進するための
行動は重要である。さらに高石ら[高石ら  08]は、組織の現状維持のためには、
Organ[Organ 88]の定義する組織市民行動は有効であるが、企業が新たな市場を開拓し、
新製品・サービスを創造し、現行のシステムを改善するなどの経営革新により、更なる
成長発展を図るためには、製品・サービスの開発に向けた新たな発想、生産方法や規則
の改善・改革などの提案、顧客のニーズを最優先した行動などが求められると述べてい
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る。そこで高石ら[高石ら 08]は、現在の企業経営において、革新のきっかけとなる組
織成員の自発的で革新的な行動とは、① 組織成員が自分や組織の業務遂行に関する問
題・課題点を発見し解決することより、既存の業務遂行方法を改善・改良する、②業界
の再編、競合店や取引先の動向などの社外環境及び自社内の技術レベルや情報処理能力
の盛衰、求心力や部署間のパワーダイナミズム等の社内環境の変化を察知することによ
り、既存の経営方釧や事業戦略を見直す、 ③顧客第一主義の発想と行動による真の顧
客ニーズや顧客の抱える問題点の把握に基づく新商品、新サービス等を開発する、④個
人の持つ発想や問題意識を周囲の者に提案・提唱する、 ⑤上層部に訴えたり組織内の
オフィシャルな審議ルートに乗せる、などの側面が存在すると推考している。以上のこ
とを経営革新にクリティカルな 5 つの行動と考え、先行研究の概念やその構成要素との
関係を考察した結果として、図 17 に示すように、経営革新を促す従業員の行動を体系
化した。そして、下層の「企業の維持に必要な行動（役割内行動）」や「企業の発展を
促す行動（組織市民行動）」は、組織の維持・発展に重要であり、「企業の変革を促す行
動（経営革新促進行動）」は、これらの土台の上に成り立つものであり、役割内行動や
組織市民行動が不在の下では、経営革新の達成は困難であろうとした。 
 
会社・組織の変革を促す行動
・問題発見・解決行動
・社内外従業情報の収集行動
・顧客第一主義行動
・企画・提案行動
・組織への働きかけ行動
企業の発展を促す行動
・同僚などへの支援行動
・市民道徳
・忠誠心
・従順性
・担当外業務遂行行動 等
企業の存続・維持に必要な行動
・決められた事を決められた通りに処理する行動
経営革新促進行動
組織市民行動
役割外行動
役割内行動
 
図 17：経営革新を促す従業員行動の体系[高石ら 08] 
 
 
6.2.2. 企業内 SNS と経営革新促進行動 
5.6.2.2.では、企業レベルでの企業内 SNS のメリットとデメリットについて考察した。 
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人間関係構築のメリットとして、例えば NTT データの、SNS の活動から生まれた時
短勤務の見直し案が経営企画部を通して会社に提案され、経営側も検討するという事例
[人事マネージメント 07]のように、会社に対する提案が生まれるメリットがあった。
また TIS の現場社員とスタッフ部門が知り合う機会は少なく、関係は希薄になりがち
だったが、SNS を通して知り合い、現場から「スタッフ部門がこぼしたボールは私が
拾おう」という発言が飛び出すような事例[小林 11b]のように、社員同士の絆を深める
メリットがあった。さらに、角川クロスメディアの営業トップの人のノウハウが共有さ
れる事例[山崎 07]のように、今までは一人の中での情報・知識であったが、企業レベ
ルで情報・知識として共有されるメリットがあった。これらのメリットは、企業として、
より質の高いサービスや商品を提供することにつながると考えられる。これらのメリッ
トは、高石ら[高石ら 08]でいう、経営革新促進行動であると考えられる。 
また情報・知識共有のメリットとして、3 章での企業内 SNS 利用実態より、スマー
トフォンやタブレットの普及により、いつでもどこからでも企業内 SNS にアクセスす
ることが可能になった。このことにより、元湯陣屋の事例[島田（優） 13a]のように、
リアルタイムでの情報・知識共有が可能になり、より質の高いサービスを提供すること
につながる効果があった。これらのメリットは、高石ら[高石ら 08]でいう、経営革新
促進行動であると考えられる。 
企業内 SNS は、もともとは利用者一人一人の任意に行う行動（組織市民行動）によ
って利用されている。しかし、これらの任意で行われる組織市民行動をサポートするよ
うな環境の整備を行うことで、お互いの組織市民行動が刺激を受け、複数人により、経
営革新促進行動を生んでいると考えられる。企業内 SNS は、一人一人ではできなかっ
た経営革新促進行動を社員同士で協力することにより、生み、企業の成長を促進する場
でもあると考えられる（図 18）。 
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図 18：企業内 SNS と経営革新促進行動 
 
6.2.3. 企業内 SNS が企業を成長させる際の流れ 
3 章、4 章、5 章を踏まえ、本研究が調査を実施した範囲では、企業内 SNS が企業を
成長させる際の流れとして、以下のようなことがわかった（図 19）。 
企業内 SNS は、部門外の人、以前は知らなかった人など、導入以前には関与するこ
とのなかった多様な参加者の気軽な情報発信や議論を可能にする。この気軽な情報発信
は企業で決められたことを決められた通りに処理する行動ではなく、企業の発展を促す
利用者の組織市民行動である。 
これらの利用者から発信された気軽な情報は、企業内 SNS 上で結びつき、企業にお
ける問題解決の過程の中の選択肢の候補を得る洞察段階や解決策を得る選択段階にお
いて、問題解決をサポートし、個人レベルの効果を発揮する。さらに、個人レベルの効
果だけではなく、個人ではできなかったことに対して仲間を見つけることで、会社への
提案の効果につながったり、会社レベルでの情報・知識が共有されるたりすることで、
質の高い商品・サービスを提供する効果につながったり、社員同士の絆を深め合う効果
につながったりし、企業レベルの効果を発揮する。 
企業内 SNS の有効活用における基盤は、「この場で相談してみよう」と利用者が思う
親和が整った場にすることであり、このような場の形成は利用をサポートする環境の整
備や利用者に使われるほど整っていく。 
 
利用者の組織市民行動 利用者の組織市民行動 
経営革新促進行動が生まれる 
利用をサポートする環境の整備 
企業内 SNS 
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参加者
・部門外、以前は知らなかった
人など多様な情報発信者。
選択機会（場）
日記機能、Q&A機能、コミュニティ機能。
問題
・新たな問題よりも個々
が抱える既存の問題。
解
・不確かかもしれないが自分一人で
は考えられなかった有効な情報。
「この場で相談してみよう！」と思う親和が整った場を作る
結びつく
気軽な情報発信
（利用者の組織市民行動）
選択肢 解決策
会社への提案
企業の成長
会社レベルの効果
（経営革新促進行動）
個人レベルの効果
サポート サポート
質の高い商品・
サービス
社員同士の絆
を深め合う
気軽な情報発信
（利用者の組織市民行動）
サイモン-松田モデル
（浅居(1988)）
による問題解決の過程
ゴミ箱モデル
（マーチ・オルセン(1986)）
による問題解決の流れ
 
図 19：企業内 SNS が企業を成長させる際の流れ 
 
6.3. 企業内 SNS の貢献と限界 
本章では企業内 SNS の貢献と限界について述べる。 
まず企業内 SNS は企業において、社員同士の出会いのきっかけや提案のきっかけを
与える面で貢献をする。しかしながら、メリットを得るには、企業内 SNS 上だけの議
論で終わらせるのではなく、実際に行動を起こす必要がある。 
5.6.2.1.において個人レベルでは、人間関係構築のメリットとして同じ目的をもった
人たちと出会いが得られるメリットがあると述べた。例えば TIS のプログラミング勉
強会の事例や社史作成の仲間募集の事例[小林 11b]、NTT データの時短勤務の見直し
案提出の事例[人事マネージメント 07]、日本興亜損保の育休、産休取得者の欠員補充
の事例[人事事務 07]がある。このように、社員同士の出会いを提供することにより、
個人個人の小さな思いを結集させ、よりよい会社へ成長させるきっかけの場となること
が企業内 SNS の貢献としてあげられる。従来であれば、知り合いに紹介してもらえる
範囲での限られた範囲での出会いであり、自分が知り合いになりたいと思っている人と
必ずしも出会えるとは限らなかった。このように、企業内 SNS は従来知り合うことが
できなかった同じ目的をもった人たちとの出会いのきっかけを作ることを可能にした。
しかし、その後企業を成長させるための行動を起こす必要があると考える。例えば NTT
データでは、企業内 SNS を活用して知り合った千葉ロッテマリンズのファンとオフ会
を開き、よい商品を提案できたという事例[菊地 07]がある。千葉ロッテファンコミュ
ニティと知りあうきっかけを企業内 SNS は与えることを可能にするが、知り合った後
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に、実際にファンの人とオフ会を開催するに至るためには、行動を起こす必要があると
考える。 
また情報・知識共有のメリットとして、個人の能力・興味の発信、個人レベルでの情
報・知識共有のメリットがあると述べた。個人レベルでの情報・知識の発信により、他
者の興味や得意なこと、ノウハウなど情報・知識を得るきっかけを作ることを可能にし
た。しかし、情報の重要性に気づき、自分の仕事に生かせるかどうかについては、個人
に依存すると考える。例えば NTT 東日本では、営業の人がお客さんに言われて対応に
困ったことをコミュニティに書き込んだところ、すぐに別の営業の人が応え、そのとお
りにお客さんに提案したところ、仕事が受注でき、SNS による初の受注だと社内で話
題になったという事例[宣伝会議 06]がある。このように企業内 SNS は、個人の力だ
けでなく他の人の力を借りるきっかけを与えることを可能にしている。しかし、企業内
SNS 上で質問をしたり、得た情報を自分の仕事に生かしたりできるかどうかについて
は個人に依存する。 
5.6.2.2.において企業レベルでは、企業内 SNS は、会社への提案や社員同士の絆を深
めるメリットがあることを述べた。同じ目的を持った人と出会い、提案が生まれるきっ
かけを作ることはできる。しかし、企業への提案ができるかどうかは、個人や企業に依
存する。また社員同士の絆についても、企業内 SNS での交流がきっかけになる。しか
し、お互いを助け合う雰囲気になるかどうかは、個人の性格および企業の雰囲気にもよ
る。例えば、NTT データでは SNS の活動から生まれた時短勤務の見直し案が経営企画
部を通して会社に提案され、経営側も検討するという事例[人事マネージメント 07]の
ように、企業内 SNS から会社に対する提案が生まれるメリットがあった。また TIS の
現場社員とスタッフ部門が知り合う機会は少なく、関係は希薄になりがちだったが、
SNS を通して知り合い、現場から「スタッフ部門がこぼしたボールは私が拾おう」と
いう発言が飛び出すような事例[小林 11b]のように、社員同士の絆を深めるメリットが
あった。さらに、角川クロスメディアの営業トップの人のノウハウが共有される事例[山
崎 07]のように、今までは一人の中での情報・知識であったが、企業レベルで情報・知
識として共有される事例があった。これらの現象は、企業としてより質の高いサービス
や商品を提供することにつながるメリットがあった。このようなメリットが生まれるか
どうかは、個人の性格および企業の雰囲気にも依存する。 
情報・知識共有のメリットとして、企業レベルの情報・知識共有により、組織知の共
有やより質の高いサービスや商品の提供のきっかけを作るメリットがあると述べた。し
かし、企業内で共有された情報・知識共有を実行するかどうかについては、個人や企業
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による。例えば角川クロスメディアでは、「どうすればうまく顧客の開拓ができるの
か・・・」という多くの営業担当が抱える悩みがあったが、全国に事業所を展開してお
り、高い業績をあげる社員が身近にいるわけでもなく、全く知らない社員にメールを送
るのもなかなかできるものでなかった。しかし SNS 導入によりトップセラーの 1 日の
行動パターンや既存顧客のフォローや新規顧客開拓の方法など具体的に質問できるよ
うになった。という事例[山崎 07]がある。このように企業内 SNS は、導入以前は気軽
に交流することができなかったトップセラーのノウハウを入手するきっかけを与える
ことを可能にした。しかし、知り合った後に質問をしたり、自分の仕事に生かしたりで
きるかどうかについては個人に依存し、組織知として企業内で徹底させるかどうかは企
業に依存する。 
このように、企業内 SNS は社員同士の出会いのきっかけや提案のきっかけを与える
システムではある。しかしながら、実際にメリットを得るためには、企業内 SNS 上だ
けの議論だけでなく、行動を起こす必要がある。行動を起こすかどうかについては、個
人による部分や企業の雰囲気にも影響を受ける。システムを導入したから、自然に効果
が生まれるものではなく、システムを導入するとともに、行動に起こしやすい企業雰囲
気づくりや、ボランティア精神により、意見を発信できるようなお互いが助け合える企
業雰囲気づくりも必要である。 
また企業内 SNS はあくまで業務における意思決定をサポートするシステムであると
いう認識が必要であると考える。4.7.1.から企業内 SNS の有効性として、意思決定過程
の選択肢の列挙をする洞察段階や解決策を得る選択段階といった場面において、業務に
おける意思決定をサポートしていることが明らかになった。企業内 SNS 上での意思決
定や情報共有はそのままでは公式な意思決定にはならず、洞察段階や選択段階で業務に
おける意思決定のサポートを受けた後は、通常の企業で行われる公式な意思決定プロセ
スにのせる必要がある。よって、企業内 SNS を導入しただけでは企業は変わらず、あ
くまで業務における意思決定をサポートするシステムであるという認識が必要である。 
さらに企業内 SNS と他の企業内メディアをそれぞれの効果にあわせて使いわけるこ
とも必要であると考える。企業内 SNS は意外性のある情報収集や選択基準を与える面
では有効であるが、4.6.1.2.から他の企業内メディアと比較して、公式な情報の共有に
は向かないことが明らかになった。このことから、企業内 SNS と他の企業内メディア
の特徴にあわせてメディアを使いわけることも必要である。 
さらに企業内 SNS のメリットは、ゴミ箱モデルにもあるとおり問題と解の偶然の一
致によるメリットであるため、意外性のある情報収集や選択基準を与えてくれるものの、
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効率のよい業務システムではない。そのためメリットが出るまでに時間を要するシステ
ムであることの認識も必要である。 
 
6.4. 企業内 SNS を効果的に導入するための指針 
 3 章、4 章、5 章の結果から、企業内 SNS の成功と失敗を分ける決定的な要素は、場
の構築ができるかどうかであることが考えられる。場の構築のために重要な要素として
は、導入目的の設定、運営方法の工夫があげられる。本節では、企業内 SNS を導入す
る際に気をつけるべきこととして、これらについて考察する。 
 
導入目的の設定について 
5 章の企業内 SNS 利用者調査より、企業内 SNS は導入効果として人間関係構築、情
報・知識共有を可能にすることが明らかになった。このことから、導入目的を設定する
際には、例えば「社内の知り合いを増やすこと」「業務内容や業務状況を共有すること」
などの設定がよいと考えられる。 
 
運営方法について 
3 章より、スマートフォン、タブレットをうまく活用することも効果につながること
が明らかになった。スマートフォン、タブレットを活用すると、元湯陣屋の事例[島田
（優） 13a]にみられるように、刻々と更新される顧客情報を共有し、サービスの質を
上げるといった、リアルタイムでの管理や状況把握ができる。また、玉屋の事例[島田
（優） 13b]にみられるように、実際に足を運んで確認していた店頭のディスプレーを
タブレットからアップしてもらうことにより、日報の代わりとなり、休日でも自宅から
確認でき、業務効率がよくなったといった、ワークライフバランスの向上にもなる。こ
のことから、利用環境としてスマートフォン、タブレットを活用することにより、場所
や時間を選ばずに企業内 SNS を利用でき、リアルタイムで情報を共有することが可能
になるため、スマートフォン、タブレットを活用できる環境を整えることは効果につな
がると考える。 
4 章より、企業内 SNS は、利用者が気軽に情報を発信できるような場の構築が重要
であることが明らかになった。そこで運営方法として、利用者が企業内 SNS に対し、
「ここ（企業内 SNS）で相談すれば解決される」と思える場にすることが重要である。
これは、企業内 SNS が、利用者に使われなければ効果が得られないシステムであるか
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らである。4 章での、企業内 SNS 管理者向け調査の企業の中には、まずは利用者の「場
の信頼性」を高めることを再優先し、24 時間 365 日、常時ファシリテーターが対応し、
どのような意見・コメントにも、すぐに返答する体制をとるようにしていた事例もある。
このような場の構築をするための運営側の努力により、利用される企業内 SNS になる
のではないかと考える。 
5 章より、デメリットの克服方法として「コミュニティによっては名前の表示をしな
い」、「マネジメント権限のある役職者（課長、部長）は SNS に参加制限を設ける」と
いった利用体制の工夫も重要であることが明らかになった。そこで、利用体制の工夫を
し、利用しやすいような環境の整備をすることが重要であると考える。 
 表 34 に以上の効果的に企業内 SNS を導入するための指針をまとめた。 
 
表 34：効果的に企業内 SNS を導入するための指針 
導入目的の設定 人間関係構築、情報・知識共有を意識して設定する。 
例）「社内の知り合いを増やすこと」「業務内容や業務
状況を共有すること」など 
運営方法に
ついて 
利用環境 スマートフォン・タブレットの利用は場所や時間を選
ばずに企業内 SNS を利用でき、リアルタイムで情報
を共有し、サービスの質を上げたり、ワークライフバ
ランスを促進したりする。 
場の形成 利用者に「企業内 SNS で相談すれば解決される」と思
ってもらえる場を構築する。 
例）ファシリテーターを作り、どのような意見・コメ
ントにもすぐに返答する体制にする。 
利用体制の工夫 利用しやすいような環境の整備をする。 
例）マネジメント権限のある役職者（課長、部長）は
SNS に参加することができない、コミュニティによっ
ては実名を表示しないなど、利用しやすいような環境
を整備する。 
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7章. 結論 
本研究では、企業が SNS を導入する効果を明らかにし、効果的な導入指針を提案す
ることを目的とした。 
1 章では、組織における業務においてもコミュニケーションは特に重要であり、組織
では社員同士がコミュニケーションをとることができるように様々な努力をしている
ことを述べた。例えば社員旅行や社員の人間力向上を目的とした講演の受講やイベント
を開催したりすることで、社員同士のコミュニケーションを促進している。しかしなが
ら、これらは期間が短かったりするため、その場限りとなってしまうことが多いことを
述べた。また組織で行われるコミュニケーションには会議や業務報告など公式に行われ
るフォーマル・コミュニケーションと、休憩中の雑談など非公式かつ偶発的に行われる
インフォーマル・コミュニケーションがあるが、インフォーマル・コミュニケーション
は、組織内での知識共有に重要な役割を果たしていることが知られており、社内に娯楽
室を設け、これを経営者側が率先して利用することにより、特に暗黙知を対象とした知
識共有を促進する試みがなされていることを述べた。近年、インフォーマル・コミュニ
ケーションを促進するための IT ツールとして、注目をされているのが、SNS(Social 
Networking Sites)であることを述べた。娯楽室は、社内に部屋を用意しなければなら
ず、物理的に難しい場合もある。しかし SNS はそのような物理的な制約はなく、手軽
に導入することができるため注目されており、多くの企業で人間関係構築や情報知識・
共有等の効果を期待し、企業内 SNS を導入しているが、失敗する事例も散見されてい
る。そこで、本研究は、企業内 SNS を導入する効果を明らかにし、効果的な導入指針
を提案することを目的とした。本研究にて得られる指針は、管理者にとっては、メリッ
ト、デメリットを適切に把握した効果的な運用を可能にすることが期待される。また現
在企業内 SNS の導入を検討している企業に対しても、企業内 SNS を使いこなすための
指針を提供することができる。 
2 章では、関連研究で確認された事項を整理し、関連研究で行われていない点を抽出
した。これにより、3、4、5 章で取り組む課題を明らかにした。まず 3 章では、すでに
企業内 SNS を導入している複数企業の導入目的、活用方法、導入効果について文献調
査をもとに整理を行うことを述べた。次に 4 章では、実際に企業内 SNS を有効に導入
している企業の企業内 SNS 管理者と利用者に調査を行い、組織の意思決定モデルに基
づき、企業内 SNS が有効に働く際の流れを明らかにすることを述べた。さらに 5 章で
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は、企業内 SNS には、個人や企業属性によって、メリットやデメリットがあるのか、
どのような利用方法であれば、メリットやデメリットを感じるのかを明らかにし、デメ
リットを克服するための方法について考察することを述べた。最後に、効果的な利用を
するための指針を明らかにすることを述べた。 
3 章では、企業内 SNS の利用実態を明らかにすることを課題とし、世界初とされる
大規模企業内 SNS が NTT 東日本で導入された 2005 年以降[滝田 07]の 23 社の企業内
SNS 導入事例報告を用い、企業内 SNS の導入目的、活用方法、導入効果について文献
調査を行った。その結果、導入目的は、人間関係構築、情報・知識共有であることを明
らかにした。さらに企業が企業内 SNS に期待する役割は、導入初期から変わらないこ
とを明らかにした。活用方法は、安価な汎用サービスが広がっていること、スマートフ
ォンやタブレットからのアクセスが広がっていること、大企業だけでなく中小企業の企
業内 SNS 導入が広がっていることを明らかにした。また導入効果は、問題解決の手段
として使われていること、リアルタイムでの顧客情報の共有や現場把握の手段として使
われていることを明らかにした。 
4 章では、企業内 SNS が有効性を発揮している際にはどのような流れになっている
のか、企業においてどのような役割を果たすことにより有効であるのかを明らかにする
ことを課題とした。そのために、実際に企業内 SNS を導入している企業の企業内 SNS
管理者と利用者を対象に調査を行った。その結果、企業内 SNS は、部門外の人、以前
は知らなかった人など、導入以前は関与することのなかった多様な参加者の気軽な情報
発信や議論を可能にすること、個々が抱える既存の問題と多様な参加者により提示され
る有効な情報（解）を結びつけること、問題解決の過程の中の選択肢の候補を得る洞察
段階や解決策を得る選択段階において問題解決をサポートし、素早い問題解決を可能に
することを明らかにした。また日記機能や Q&A 機能、コミュニティ機能といった、気
軽な情報発信をサポートする機能（選択機会）が、利用者に「この場で相談してみよう！」
と思わせる親和の整った場を構築する。このような場の構築が、企業内 SNS の有効活
用における基盤であることを明らかにした。さらに企業において果たす役割として、企
業内 SNS は、既存の問題解決のための選択肢の列挙（洞察段階）や解決策の取得（選
択段階）といった場面で、業務における意思決定をサポートしていることを明らかにし
た。企業内 SNS は、利用者が気軽な情報発信を行うことで効果を発揮する。そのため、
利用者に気軽に情報発信をしてもらうことが重要である。そのためには、利用者に企業
内 SNS を「この場で相談してみよう！」と思ってもらうことが必要なため、運営方法
として、利用者の気軽な発言をサポートするような環境づくりが必要であることを述べ
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た。 
4章の結果から、企業内SNSは多くの利用者に利用されてその効果を発揮するため、
利用者が利用しやすい環境にすることが重要であることが明らかになった。そこで、5
章では、個人や企業属性によって効果やデメリットがあるのか、利用方法の違いによっ
て効果やデメリットの感じ方はあるのかを明らかにすることを課題とした。そのために、
実際に企業内 SNS を利用している幅広い企業に所属する人を対象に調査を行い、その
結果をもとに、デメリットを克服するための方法について考察した。調査の結果、企業
内 SNS は、個人属性や所属する企業の属性によって、メリットやデメリットが異なる
ことを明らかにした。また企業内 SNS へのアクセス頻度や話題の内容によっても、メ
リットやデメリットが異なることを明らかにした。さらにデメリットを克服する方法と
して、マネジメント権限のある役職者（課長、部長）は、SNS に参加することができ
ないといった利用体制を整備するなどの工夫をしている事例が参考になること、基本的
に実名での利用をしつつも、一部のコミュニティでは、名前の表示をせず、事務局のオ
ーナー以外は誰かを特定できないようにするなど、工夫をしている事例が参考になるこ
とを述べた。さらに 3、5 章をもとに、企業内 SNS の利用が個人や企業に、どのよう
なメリットとデメリットを与えるのかについて考察を行った。その結果、個人レベルで
得られるメリットとして、人間関係構築では、同じ目的をもった人たちとの出会いが得
られる効果があること、情報・知識共有では、個人の能力や興味の発信の場になるメリ
ットがあること、個人レベルでの情報・知識共有が行われる場になるメリットがあるこ
とを述べた。また個人レベルのデメリットとして、導入目的や利用方法が明確でない場
合、利用者が使い方に困ることを述べた。企業レベルで得られる効果として、人間関係
構築では、会社に対する提案が生まれるメリットがあることや社員同士の絆を深めるメ
リットがあることを述べた。情報・知識共有では、企業レベルで情報・知識共有がされ
ることで、組織知の共有が可能になり、企業として、より質の高いサービスや商品を提
供することにつながるメリットがあることを述べた。また企業レベルのデメリットとし
て、企業の一部の人だけでなく、関係社全員に企業内 SNS に参加してもらうことが重
要になること、企業内 SNS を上手に使いこなす人と、使いこなせない人との間で、企
業内での情報・知識共有の格差や人間関係を上手く築いていくという点での格差が生ま
れる可能性を述べた。 
6 章では、3、4、5 章での研究結果と本研究の独自性についてまとめた。さらに、企
業内 SNS は、一人一人ではできなかった経営革新促進行動を社員同士で協力すること
により、生み、企業の成長を促進する場でもあるとについて述べ、企業内 SNS が企業
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を成長させる際の流れについて考察した。企業内 SNS の限界として、企業内 SNS は、
社員同士の出会いのきっかけや提案のきっかけを与えるシステムであるが、実際に効果
を生むためには、行動に起こす必要がある場合もあり、行動を起こすかどうかについて
は、個人による部分や企業の雰囲気にも影響を受けることについて述べた。システムを
導入したからといって、自然に効果が生まれるものではなく、システムを導入するとと
もに、行動に起こしやすい企業内の雰囲気づくりやボランティア精神により、意見を発
信できるような、お互いが助け合える雰囲気づくりも必要であることについて述べた。
また企業内 SNS はあくまで業務における意思決定をサポートするシステムであるとい
う認識が必要であることを述べた。さらに企業内 SNS と他の企業内メディアをそれぞ
れの効果にあわせて使いわけることも必要であること、企業内 SNS は意外性のある情
報収集や選択基準を与えてくれるものの、効率のよい業務システムではないを述べた。 
最後に 7 章では、本研究をふまえて、企業内 SNS を効果的に導入するための指針に
ついて考察した。導入目的の設定については、人間関係構築、情報・知識共有を可能に
することが明らかになったため、導入目的を設定する際には、例えば「社内の知り合い
を増やすこと」「業務内容や業務状況を共有すること」などのこれらを意識した目的を
設定するとよいことについて述べた。運営方法については、スマートフォン、タブレッ
トをうまく活用することも効果につながることについて述べた。さらに、企業内 SNS
は、場の構築が重要であり、まずは、企業内 SNS に対し、利用者に「ここで相談すれ
ば解決される」と思ってもらえる場にするために、運営側の工夫が必要であること、利
用体制の工夫も必要であることについて述べた。 
本研究の独自性として、関連研究では、個々の企業または特定の業界に限定して効果
を明らかにしていた。しかし、本研究は複数企業または複数業界にまたがる包括的な調
査を行い、企業が SNS を導入する効果を、一般性の高い知見で明らかにした。また関
連研究では、メリットにのみ着目されていたが、企業内 SNS が利用されていない企業
も存在する現状を考え、デメリットにも着目をして効果的な導入指針を提案したことが
あげられる。本研究においてデメリットを克服する方法や効果的な導入指針を提案した
ことは価値が高いと考えるが、これらを実施することでどのくらいの効果があるのか評
価については、今後検証が続いてくれることを望む。 
本研究は企業内 SNS を対象に、明確な目的を設定したり、企業において果たす役割
を述べたり、利用者に対して利用方法を明示したり、運営を工夫したりすることの重要
性を示唆した。このようなことは、企業内 SNS に限らず、様々な情報システムについ
て言えることかも知れない。情報システムは、その効果や利用方法、運営方法も大切で
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ある可能性を示唆することができたと考える。 
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拡大した表 
表 1：ソーシャルメディアの機能別整理 
例
プロフィール
（個人の紹介）
日記
コミュ
ニティ
Q&A 友人リスト
反応機能（足跡、
いいね、既読等）
電子メール
yahooメール、
ｇｍａｉｌ　など
× × × × × なし
メーリング
リスト
yahooメール、
ｇｍａｉｌ　など
× × × × × なし
ホーム
ページ
個人HP、
組織HP　など
○ × × × × なし
掲示板
２ちゃんねる、
Wikipedia　など
× × × × × なし
Q&A
yahoo!知恵袋、
教えて!goo　など
○ × × ○ ×
共感した、ナイス、閲覧数
（yahoo!知恵袋）、
気になる、good
（教えて!goo）
ブログ
Ameba（アメブロ）、
Yahoo!ブログ　など
○ ○ ○ × ○
いいね、ペタ（アメブロ）、
ナイス（Yahoo!ブログ）
SNS facebook、mixi　など ○ ○ ○ ○ ○
足跡(mixi)、
いいね(facebook)
マイクロ
ブログ
Twitter ○ × ○ × ○ いいね
チャット
メッセンジャー、
LINEなど
× × × ×
○（他人から
は見ることが
できない）
開封（メッセンジャー）
既読（LINE）
マイクロ
ビデオ
サービス
Instgram　など
○
（150文字
以内）
○ × × × いいね！
 
 
 
 
 
 
 
 
 102 
 
 
 
 
他人から
の紹介文
メール 検索 文字制限
添付ファイ
ルの共有
写真の
共有
位置
情報
情報発信
情報の共有
範囲
電子メール × ○ ○ なし ○ ○ × PUSH型 送った人のみ
メーリング
リスト
× ○ ○ なし ○ ○ × PUSH型 送った人のみ
ホーム
ページ
×
問い合わ
せフォーム
○ なし × ○ × PULL型
誰でも見ること
ができる
掲示板 × × ○ なし × ○ × PULL型
誰でも見ること
ができる
Q&A × × ○
4,000文字
（yahoo!知恵袋、
教えて!goo）
× ○ ×
PUSH型
PULL型
誰でも見ること
ができる
ブログ × メッセージ ○ なし × ○ ×
PUSH型
PULL型
誰でも見ること
ができる
SNS ○ メッセージ ○ なし ○ ○ ○
PUSH型
PULL型
友人までなど
設定可能
マイクロ
ブログ
× メッセージ ○ 140文字 × ○ ○
PUSH型
PULL型
知らない人
まで届く
チャット × ○ × なし ○ ○ ○
PUSH型
PULL型
送った人のみ
マイクロ
ビデオ
サービス
× メッセージ ○ なし 　× ○ ○
PUSH型
PULL型
フォロワー
に届く
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表 5：企業内 SNS 導入事例の整理結果 
導入年 導入企業 導入目的 従業員規模 事業所展開状況 利用SNS タブレット等からの利用
①NTT東日本
人間関係構築
情報・知識共有
5000人以上 5か所以上 Beat Communocation 記載なし
②TIS 情報・知識共有 5000人以上 5か所以上 既存の社内SNSソフトなどは使わず、自身でTCポータルを開発 iPad（役員のみ）
③日本興亜損保 人員募集 5000人以上 5か所以上 既成のSNSをカスタマイズ 記載なし
④NTTデータ 人間関係構築 5000人以上 5か所以上 Beat Communocation 記載なし
⑤損保ジャパン
人間関係構築
情報・知識共有
5000人以上 5か所以上 不明 記載なし
⑥早稲田塾 情報・知識共有 0～299人 5か所以上 BeatPro 記載なし
⑦角川クロスメディア
人間関係構築
情報・知識共有
0～299人 不明 不明 記載なし
⑧日立グループ 情報・知識共有 5000人以上 5か所以上 不明 記載なし
⑨クオリカ 人間関係構築 300～4999人 5か所以上 不明 記載なし
⑩東京海上日動システムズ 人間関係構築 300～4999人 2～4か所 OpenPNEをベースに自社がカスタマイズした。 記載なし
2008年
⑪楽天 情報・知識共有 5000人以上 5か所以上 Yammer 記載なし
⑫イプサ 情報・知識共有 300～4999人 5か所以上 不明 携帯電話
⑬ヤンセンファーマ 人間関係構築 300～4999人 5か所以上 不明 記載なし
2010年
⑭三州野安 情報・知識共有 0～299人 5か所以上 Chatter スマートフォン、ノートPC
⑮ネクシィーズ 情報・知識共有 300～4999人 5か所以上 Talknote スマートフォン、タブレット
⑯コクヨファニチャー ワークライフ促進 300～4999人 5か所以上 Zyncro タブレット
⑰ガリバーインターナショナル 情報・知識共有 300～4999人 5か所以上 Yammer 記載なし
⑱玉屋 情報・知識共有 300～4999人 5か所以上 Zenphoto タブレット
⑲日本食研ホールディングス 情報・知識共有 300～4999人 5か所以上 Chatter 携帯電話
⑳モスフードサービス 人間関係構築 300～4999人 5か所以上 Spigit 記載なし
㉑日比谷花壇 人間関係構築 300～4999人 5か所以上 Chatter スマートフォン
㉒元湯陣屋 情報・知識共有 0～299人 1か所 不明 スマートフォン、タブレット
2013年 ㉓壽屋 人間関係構築 0～299人 5か所以上 Zyncro 記載なし
2011年
2012年
2005年
2006年
2007年
2009年
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導入年 導入企業 問題解決の効果 管理・現場把握の効果
①NTT東日本
・営業の人がお客さんに言われて対応に困ったことをコミュニティに書き込んだところ、すぐに別の営業の人
が応え、そのとおりにお客さんに提案したところ、仕事が受注できた。SNSによる初の受注だと社内で話題に
なる。
・Q&A機能である商品のネーミングを募集したところ、みんながいろんなネーミングを書き込んでくれた。
該当なし
②TIS
ある人事部の社員が「社史をつくりたい」と考えたものの、周りに協力者が見つからず、半ばあきらめてい
た。しかし、TCポータルに社史作成に対する思いを綴ったところ、賛同者が現れ、実現へ向かって動き出す
ことができた。
該当なし
③日本興亜損保
「日本興亜サポーターズ倶楽部」を介して、人材を確保したが、業務スキルを持った助っ人が来たということ
で、職場で非常に喜ばれた。
該当なし
④NTTデータ
・得意客から問い合わせに対し、Q&A機能で情報を募ったところ、数時間もしないうちに「良回答」が続々と
書き込まれ、翌日には相手に情報提供できた。
・顧客の千葉ロッテマリーンズからの「ファン向けインターネットサイトをどう運営したら良いか」という質問に
対し、SNS上のロッテファンコミュニティとのオフ会により、ファンとしての生の声を得ることができた。おかげ
で顧客の満足のいくサイトをつくり上げることができた。
該当なし
⑤損保ジャパン 該当なし 該当なし
⑥早稲田塾 該当なし 該当なし
⑦角川クロスメディア
「どうすればうまく顧客の開拓ができるのか・・・」という多くの営業担当が抱える悩みがあったが、全国に事
業所を展開しており、高い業績をあげる社員が身近にいるわけでもなく、全く知らない社員にメールを送るの
もなかなかできるものでなかった。SNS導入によりトップセラーの1日の行動パターンや既存顧客のフォロー
や新規顧客開拓の方法など具体的に質問できるようになった。
該当なし
⑧日立グループ
・質疑応答のコミュニティで「納品されてきた鉄板が曲がっていました。まっすぐにする方法を教えてくださ
い。」と質問すると、専門知識を持ったグループ内の会社の人が回答してくれる。
・「宮崎県から茨城県に転勤が決まりましたが、住むにはどの沿線が便利でしょうか。」といった生活に関す
るものもあり、見知らぬ土地に転勤になっても、事前情報を地元の人たちから提供してもらえたことで、安心
して引っ越しの日を迎えられた。
該当なし
⑨クオリカ 該当なし 該当なし
⑩東京海上日動システムズ
代理店を訪問した際に受けた要望の解決策がに悩み、社内SNSの日記に「解決するための知恵をください」
と助けを求めたところ、何人もが返事を書きこ込んでくれ、代理店の要望に迅速に応えられた。
該当なし
⑪楽天 該当なし 該当なし
⑫イプサ 該当なし 該当なし
⑬ヤンセンファーマ 該当なし 該当なし
⑭三州野安 該当なし
顧客のクレーム情報を共有できるため、どこで問題が発生したのかをすぐに把握
できるようになった。クギ1本でも間違えば、その情報をすべて上げるようにしてい
る。原因を特定し対策を打つことはもちろん、ほかの社員の事例報告を見ること
で、失敗の予測ができるようになった。誤出荷は約半分に減った。
⑮ネクシィーズ 該当なし 該当なし
⑯コクヨファニチャー 該当なし 該当なし
⑰ガリバーインターナショナル 該当なし 該当なし
⑱玉屋 該当なし
以前は実際に足を運んでディスプレーを確認していたが、その必要がなくなっ
た。またリアルタイムで店頭のタブレットからアップされるため日報の代わりとな
り、休日でも自宅から確認でき、本社の社員や地区長の業務効率がよくなった。
⑲日本食研ホールディングス 該当なし 該当なし
⑳モスフードサービス
「新たな商品のアイディア」のテーマにしたとき、”こんな食材を使ったハンバーグはどうでしょうか、こんな飲
み物はどうでしょうか。思わずうなずいてしまうような商品アイディアから、変わった組み合わせのアイディア
まで、約150件の書き込み数があった。海外にいる社員からの書き込みもあり、現地で販売している商品を
紹介したコメントなどは高い関心を集めた。
該当なし
㉑日比谷花壇 該当なし 該当なし
㉒元湯陣屋 該当なし
・チェックアウト後の客室を点検していた客室係が、雨漏りを発見。客室係はすぐ
にタブレットを取り出し、角度を変えて何枚か雨漏りの箇所の写真を撮影。「雨漏
りの修理を至急お願いします」というコメントを添えて、SNSに書き込んだ。書き込
みを見たフロント係はすぐに修理を手配、同時に部屋の受付を停止した。こうし
た対応を素早く実施して、雨漏りした部屋が予約されることを防いだ。
・入口にて「お客様が到着しました」、フロントにて「アレルギーがあるので、卵を
使わない料理にしてほしいとのことです。」、調理場にて「卵抜きの料理を調理し
ます。」といった顧客の好み、予約情報等を共有している。
2013年 ㉓壽屋
・ある漫画のグッズ化の提案があり、それに対して企画部門が「以前企画したが、版元から断られた。」と回
答し、情報共有ができるようになった。
・社内で埋もれていた知識が発掘された。（ロシア語のメールを本社の社員が受け取ったが、本社にはロシ
ア語を読める社員がいなかった。「誰か分かりませんか」とSNS上で全社宛にメッセージを流したところ、店
舗のアルバイトにロシア留学経験のある人がいて、アルバイトの手助けを得て、メールを読み解けた。
・海外営業部門が製品を卸している国を世界地図にマッピングしようとした際、安くて扱いやすい地図の入
手方法が分からなかった。SNS上で意見を募集しところ、通信販売部門のスタッフがアイディアをくれて、そ
の方法を採用して大きな紙の地図に情報を書き込んで海外事業の動向を可視化した。
店舗で起こっていることが、本社から見える（SNS上で「お客様からの声」を投稿
できるようにしたところ、あるマグカップの商品で輸送中に蓋が壊れるトラブルが
複数あったことが分かった。これを見た製品担当者はすぐに対応できた。」
2005年
2006年
2007年
2009年
2011年
2012年
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表 16：有効活用事例の文献調査結果 
 
 
 
 
カシオ計算機 ①初心者でも10分でHPのように写真や投稿文を載せることができた。 - - - - （部門外） （部門外） - 初心者でも10分で可能
サッポロ飲料
②「特約店でこんな話を聞いた、スーパーでこんな
光景を目にした。他社がこんな新製品を出す」など
日々の生活の気付きを情報共有
認識段階 - コミュニティにかかれた情報 正解なし 全社員 部門外
コミュニティ（営業一
日一情報）
旬の情報を共有（1日3～4件
の投稿数）
コミュニティ 不明
部門外 コミュニティ 不明
⑮OBOGとつながりを維持し、補充人員を確保した。
（2年間で合計14人を採用。内訳は3人が正社員、1
人が派遣社員、10人が短期間のアルバイト）
選択段階 社員の休業時（育児休暇中）の人員補充をしたい。 SNS上で集めたOBOG 正解なし OBOG 部門外
部門外 日記 不明
日本興亜損保
⑭OBOG向けSNS導入から2年で、女性社員から申
請された育児休暇申請件数が前年度比40％増に
なった。
選択段階 仕事と家事の両立支援の環境を創りたい。 SNS上で集めたOBOG OBOG
部門外 日記 素早くできる
総務省
⑬担当業務が同じ人にコメントをしたり日記を書くこ
とで、担当業務の内容や意義を考えたり整理したり
するきっかけとなり業務のブラッシュアップに繋がっ
た。
認識段階
（担当業務の内容や意義を
考えたり、整理することは
なかった）
SNS上担当業務の内容
や意義を考えたり、整
理したりし、業務のブ
ラッシュアップに繋がっ
た。（問題や目的が見
つかった。）
角川クロスメディア
⑫どうすればうまく顧客開拓できるのか多くの営業
担当が悩みを抱える中、営業トップの社員のSNSに
書き込む内容がヒントになった。営業トップの社員の
1日の行動パターンから既存顧客のフォローや新規
顧客開拓の方法まで、SNSを通じて具体的に質問で
きる。
選択段階
多くの営業担当が抱える
「どうすればうまく顧客の開
拓ができるのか…」という
悩み。
営業トップの社員が
SNSに書き込む内容
正解なし
コミュニティ 不明
正解なし
本省の情報通信政策局及び総
合通信基盤局の担当社員と角
地方総合通信局等の情報通信
部の担当職員
部門外 日記
今までなら3ヶ月以上はかかる
プロセスが、1ヶ月足らずで実
現した
情報発信：2007年5月30日
印刷業者から見本版が届く：6
月末
正解なし
情報発信者：東京日本橋の女
性社員
情報発見者：運用担当者
採用者：上層部
正解なし 営業担当者
営業業務広場コミュニティの人 部門外
損保ジャパン
⑩営業業務のコミュニティから、情報やツール交換
のためのメルマガが誕生した。
認識段階or選択段
階
ファイルが添付できなかっ
た。
情報やツール交換を目
的に後発のメルマガを
作った。
正解なし
⑪社員が自作のクリアファイルの写真をアップしたと
ころ、全社採用が決定し、今までなら3ヶ月はかかる
手続きが1ヶ月足らずで実現した。
選択段階
-
東京日本橋の女性社
員が代理店向けに作っ
た独自のファイル
およそ2時間後
⑨SNS上から千葉ロッテファンのコミュニティを探し、
千葉ロッテファンコミュニティとのオフ会により、顧客
を満足させるサイトを作ることができた。
洞察段階
顧客である千葉ロッテ・マ
リーンズの担当者からの
「ファン向けインターネット
サイトをうまく運営したい」と
いう相談。
SNS上の「ロッテファン・
コミュニティー」に入会
している社員からのファ
ンとしての貴重な生の
声
正解なし 千葉ロッテファンコミュニティの人 部門外 コミュニティ 問題解決のスピード化をした
Q&A
数時間以内（すぐに反応があ
り、先方に喜んでもらえた）
⑧「わかしおネットのユーザーを紹介して下さい」と
いう質問に対し、回答をもらい、違う部署の人と連絡
を取ることができた。
選択段階
 システム部門の人のわか
しおネットユーザーを紹介
してほしい。
Q&A上の誰かがくれた
回答 正解あり 全社員 部門外 Q&A
日記（個人ブログ） 不明
NTTデータ
⑦顧客からの問い合わせに対し、情報を募ることで
色々な回答が集まり、顧客に素早い対応をとること
ができた。
洞察段階 得意客からの問い合わせに答えられなかった。
Q&A上のみんながくれ
たオフィシャルな内容
から噂レベルの情報
（回答）
正解なし 全社員 部門外
部門外 日記（個人ブログ） 不明
⑥ブログで繋がった人間関係から「社内ブログソ
リューション事業」が生まれ、ビジネスに繋がる。 認識段階 （問題を認識した。）
議論を重ねていくうちに
生まれた、「ネットの世
界を飛び出して、事業
を立てる必要がある」と
いう結論
正解なし 顔を合わせたことがないメンバー 部門外
部門外 コミュニティ リアルタイム
NEC
⑤会議での議論の続きをしたり、ブログでのコメント
等で意見やアイディアをもらうことができ、資料に反
映できる。（特に企画立案、設計等熟考して構想を
練るような業務に顕著）
洞察段階 構想がうまくまとまらない。
他の社員がくれたコメ
ントやトラックバックによ
るアドバイス
正解なし 業務に関わる人
全社員 部門外 Q&A
1時間以内
http://pc.nikkeibp.co.jp/article
/NPC/20060426/236393/(20
08年7月10日現在)
④顧客対応に困り、書き込みをしたところ、他の営
業の人が対応を答えてくれて、仕事が受注できた。 選択段階 顧客対応に困った。
他の営業の人がくれた
提案（回答) 正解なし 営業用コミュニティの人
参加者（成果の関与者） 参加者の種類 選択機会 成果の即時性
NTT東日本
③商品のネーミングを募集したところ、みんながいろ
んなネーミングを考えてくれた。 洞察段階
商品のネーミングを決め
る。
Q&A上のみんながくれ
たネーミング（回答） 正解なし
企業名 成果
成果と最も関係のあ
る意思決定（問題解
決）プロセス
問題 解 問題・解の種類
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カシオ計算機 ①初心者でも10分でHPのように写真や投稿文を載せることができた。 - - - - （部門外） （部門外） - 初心者でも10分で可能
サッポロ飲料
②「特約店でこんな話を聞いた、スーパーでこんな
光景を目にした。他社がこんな新製品を出す」など
日々の生活の気付きを情報共有
認識段階 - コミュニティにかかれた情報 正解なし 全社員 部門外
コミュニティ（営業一
日一情報）
旬の情報を共有（1日3～4件
の投稿数）
コミュニティ 不明
部門外 コミュニティ 不明
⑮OBOGとつながりを維持し、補充人員を確保した。
（2年間で合計14人を採用。内訳は3人が正社員、1
人が派遣社員、10人が短期間のアルバイト）
選択段階 社員の休業時（育児休暇中）の人員補充をしたい。 SNS上で集めたOBOG 正解なし OBOG 部門外
部門外 日記 不明
日本興亜損保
⑭OBOG向けSNS導入から2年で、女性社員から申
請された育児休暇申請件数が前年度比40％増に
なった。
選択段階 仕事と家事の両立支援の環境を創りたい。 SNS上で集めたOBOG OBOG
部門外 日記 素早くできる
総務省
⑬担当業務が同じ人にコメントをしたり日記を書くこ
とで、担当業務の内容や意義を考えたり整理したり
するきっかけとなり業務のブラッシュアップに繋がっ
た。
認識段階
（担当業務の内容や意義を
考えたり、整理することは
なかった）
SNS上担当業務の内容
や意義を考えたり、整
理したりし、業務のブ
ラッシュアップに繋がっ
た。（問題や目的が見
つかった。）
角川クロスメディア
⑫どうすればうまく顧客開拓できるのか多くの営業
担当が悩みを抱える中、営業トップの社員のSNSに
書き込む内容がヒントになった。営業トップの社員の
1日の行動パターンから既存顧客のフォローや新規
顧客開拓の方法まで、SNSを通じて具体的に質問で
きる。
選択段階
多くの営業担当が抱える
「どうすればうまく顧客の開
拓ができるのか…」という
悩み。
営業トップの社員が
SNSに書き込む内容
正解なし
コミュニティ 不明
正解なし
本省の情報通信政策局及び総
合通信基盤局の担当社員と角
地方総合通信局等の情報通信
部の担当職員
部門外 日記
今までなら3ヶ月以上はかかる
プロセスが、1ヶ月足らずで実
現した
情報発信：2007年5月30日
印刷業者から見本版が届く：6
月末
正解なし
情報発信者：東京日本橋の女
性社員
情報発見者：運用担当者
採用者：上層部
正解なし 営業担当者
営業業務広場コミュニティの人 部門外
損保ジャパン
⑩営業業務のコミュニティから、情報やツール交換
のためのメルマガが誕生した。
認識段階or選択段
階
ファイルが添付できなかっ
た。
情報やツール交換を目
的に後発のメルマガを
作った。
正解なし
⑪社員が自作のクリアファイルの写真をアップしたと
ころ、全社採用が決定し、今までなら3ヶ月はかかる
手続きが1ヶ月足らずで実現した。
選択段階
-
東京日本橋の女性社
員が代理店向けに作っ
た独自のファイル
およそ2時間後
⑨SNS上から千葉ロッテファンのコミュニティを探し、
千葉ロッテファンコミュニティとのオフ会により、顧客
を満足させるサイトを作ることができた。
洞察段階
顧客である千葉ロッテ・マ
リーンズの担当者からの
「ファン向けインターネット
サイトをうまく運営したい」と
いう相談。
SNS上の「ロッテファン・
コミュニティー」に入会
している社員からのファ
ンとしての貴重な生の
声
正解なし 千葉ロッテファンコミュニティの人 部門外 コミュニティ 問題解決のスピード化をした
Q&A
数時間以内（すぐに反応があ
り、先方に喜んでもらえた）
⑧「わかしおネットのユーザーを紹介して下さい」と
いう質問に対し、回答をもらい、違う部署の人と連絡
を取ることができた。
選択段階
 システム部門の人のわか
しおネットユーザーを紹介
してほしい。
Q&A上の誰かがくれた
回答 正解あり 全社員 部門外 Q&A
日記（個人ブログ） 不明
NTTデータ
⑦顧客からの問い合わせに対し、情報を募ることで
色々な回答が集まり、顧客に素早い対応をとること
ができた。
洞察段階 得意客からの問い合わせに答えられなかった。
Q&A上のみんながくれ
たオフィシャルな内容
から噂レベルの情報
（回答）
正解なし 全社員 部門外
部門外 日記（個人ブログ） 不明
⑥ブログで繋がった人間関係から「社内ブログソ
リューション事業」が生まれ、ビジネスに繋がる。 認識段階 （問題を認識した。）
議論を重ねていくうちに
生まれた、「ネットの世
界を飛び出して、事業
を立てる必要がある」と
いう結論
正解なし 顔を合わせたことがないメンバー 部門外
部門外 コミュニティ リアルタイム
NEC
⑤会議での議論の続きをしたり、ブログでのコメント
等で意見やアイディアをもらうことができ、資料に反
映できる。（特に企画立案、設計等熟考して構想を
練るような業務に顕著）
洞察段階 構想がうまくまとまらない。
他の社員がくれたコメ
ントやトラックバックによ
るアドバイス
正解なし 業務に関わる人
全社員 部門外 Q&A
1時間以内
http://pc.nikkeibp.co.jp/article
/NPC/20060426/236393/(20
08年7月10日現在)
④顧客対応に困り、書き込みをしたところ、他の営
業の人が対応を答えてくれて、仕事が受注できた。 選択段階 顧客対応に困った。
他の営業の人がくれた
提案（回答) 正解なし 営業用コミュニティの人
参加者（成果の関与者） 参加者の種類 選択機会 成果の即時性
NTT東日本
③商品のネーミングを募集したところ、みんながいろ
んなネーミングを考えてくれた。 洞察段階
商品のネーミングを決め
る。
Q&A上のみんながくれ
たネーミング（回答） 正解なし
企業名 成果
成果と最も関係のあ
る意思決定（問題解
決）プロセス
問題 解 問題・解の種類
カシオ計算機 ①初心者でも10分でHPのように写真や投稿文を載せることができた。 - - - - （部門外） （部門外） - 初心者でも10分で可能
サッポロ飲料
②「特約店でこんな話を聞いた、スーパーでこんな
光景を目にした。他社がこんな新製品を出す」など
日々の生活の気付きを情報共有
認識段階 - コミュニティにかかれた情報 正解なし 全社員 部門外
コミュニティ（営業一
日一情報）
旬の情報を共有（1日3～4件
の投稿数）
コミュニティ 不明
部門外 コミュニティ 不明
⑮OBOGとつながりを維持し、補充人員を確保した。
（2年間で合計14人を採用。内訳は3人が正社員、1
人が派遣社員、10人が短期間のアルバイト）
選択段階 社員の休業時（育児休暇中）の人員補充をしたい。 SNS上で集めたOBOG 正解なし OBOG 部門外
部門外 日記 不明
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部門外 日記 素早くできる
総務省
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するきっかけとなり業務のブラッシュアップに繋がっ
た。
認識段階
（担当業務の内容や意義を
考えたり、整理することは
なかった）
SNS上担当業務の内容
や意義を考えたり、整
理したりし、業務のブ
ラッシュアップに繋がっ
た。（問題や目的が見
つかった。）
角川クロスメディア
⑫どうすればうまく顧客開拓できるのか多くの営業
担当が悩みを抱える中、営業トップの社員のSNSに
書き込む内容がヒントになった。営業トップの社員の
1日の行動パターンから既存顧客のフォローや新規
顧客開拓の方法まで、SNSを通じて具体的に質問で
きる。
選択段階
多くの営業担当が抱える
「どうすればうまく顧客の開
拓ができるのか…」という
悩み。
営業トップの社員が
SNSに書き込む内容
正解なし
コミュニティ 不明
正解なし
本省の情報通信政策局及び総
合通信基盤局の担当社員と角
地方総合通信局等の情報通信
部の担当職員
部門外 日記
今までなら3ヶ月以上はかかる
プロセスが、1ヶ月足らずで実
現した
情報発信：2007年5月30日
印刷業者から見本版が届く：6
月末
正解なし
情報発信者：東京日本橋の女
性社員
情報発見者：運用担当者
採用者：上層部
正解なし 営業担当者
営業業務広場コミュニティの人 部門外
損保ジャパン
⑩営業業務のコミュニティから、情報やツール交換
のためのメルマガが誕生した。
認識段階or選択段
階
ファイルが添付できなかっ
た。
情報やツール交換を目
的に後発のメルマガを
作った。
正解なし
⑪社員が自作のクリアファイルの写真をアップしたと
ころ、全社採用が決定し、今までなら3ヶ月はかかる
手続きが1ヶ月足らずで実現した。
選択段階
-
東京日本橋の女性社
員が代理店向けに作っ
た独自のファイル
およそ2時間後
⑨SNS上から千葉ロッテファンのコミュニティを探し、
千葉ロッテファンコミュニティとのオフ会により、顧客
を満足させるサイトを作ることができた。
洞察段階
顧客である千葉ロッテ・マ
リーンズの担当者からの
「ファン向けインターネット
サイトをうまく運営したい」と
いう相談。
SNS上の「ロッテファン・
コミュニティー」に入会
している社員からのファ
ンとしての貴重な生の
声
正解なし 千葉ロッテファンコミュニティの人 部門外 コミュニティ 問題解決のスピード化をした
Q&A
数時間以内（すぐに反応があ
り、先方に喜んでもらえた）
⑧「わかしおネットのユーザーを紹介して下さい」と
いう質問に対し、回答をもらい、違う部署の人と連絡
を取ることができた。
選択段階
 システム部門の人のわか
しおネットユーザーを紹介
してほしい。
Q&A上の誰かがくれた
回答 正解あり 全社員 部門外 Q&A
日記（個人ブログ） 不明
NTTデータ
⑦顧客からの問い合わせに対し、情報を募ることで
色々な回答が集まり、顧客に素早い対応をとること
ができた。
洞察段階 得意客からの問い合わせに答えられなかった。
Q&A上のみんながくれ
たオフィシャルな内容
から噂レベルの情報
（回答）
正解なし 全社員 部門外
部門外 日記（個人ブログ） 不明
⑥ブログで繋がった人間関係から「社内ブログソ
リューション事業」が生まれ、ビジネスに繋がる。 認識段階 （問題を認識した。）
議論を重ねていくうちに
生まれた、「ネットの世
界を飛び出して、事業
を立てる必要がある」と
いう結論
正解なし 顔を合わせたことがないメンバー 部門外
部門外 コミュニティ リアルタイム
NEC
⑤会議での議論の続きをしたり、ブログでのコメント
等で意見やアイディアをもらうことができ、資料に反
映できる。（特に企画立案、設計等熟考して構想を
練るような業務に顕著）
洞察段階 構想がうまくまとまらない。
他の社員がくれたコメ
ントやトラックバックによ
るアドバイス
正解なし 業務に関わる人
全社員 部門外 Q&A
1時間以内
http://pc.nikkeibp.co.jp/article
/NPC/20060426/236393/(20
08年7月10日現在)
④顧客対応に困り、書き込みをしたところ、他の営
業の人が対応を答えてくれて、仕事が受注できた。 選択段階 顧客対応に困った。
他の営業の人がくれた
提案（回答) 正解なし 営業用コミュニティの人
参加者（成果の関与者） 参加者の種類 選択機会 成果の即時性
NTT東日本
③商品のネーミングを募集したところ、みんながいろ
んなネーミングを考えてくれた。 洞察段階
商品のネーミングを決め
る。
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企業内 SNS の利用事例調査依頼 
システム管理者様 
調査への協力のお願い 
 本調査は、企業内 SNS について、事前に質問紙調査にご回答いただいた上でインタビュ
ー調査を行い、企業内 SNS の成果を明らかにすることを目的としています。 
 調査結果は、シンポジウム・報告書等において公開し、企業内 SNS 利用の推進に寄与し
たいと考えています。調査結果の公表につきまして差しさわりがある場合は、企業名など
組織を特定できる情報は公表いたしません。 
調査は、1.企業内 SNS の名称など、2.企業内 SNS の導入目的、3.企業内 SNS の機能、
4.企業内 SNS の利用、5.企業内 SNS の利用状況、6.企業内 SNS での話題、7. 企業内 SNS
の管理・維持体制、8. 企業内 SNS 導入以前のメディア、9.その他で構成されております。 
 上記の目的・内容についてご理解いただき、ご協力いただけますようお願い申し上げま
す。なお、ご協力いただける場合は、同意書に署名いただきますよう重ねてお願い申し上
げます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
同意書 
私は、下記依頼人からの上記の調査依頼に対し、調査の目的・内容を理解し、調
査に協力することに同意いたします。 
 
なお、組織名について、1、公表いたして構いません。 
      2、公表はお断りします。 
    （1、2、どちらか一方に○をつけてください） 
     年  月  日 
     氏名： 
依頼人 
学校名：電気通信大学大学院情報システム学研究科 
所在地：〒182-8585 
 東京都調布市調布ヶ丘 1-5-1 
責任者：太田 敏澄（社会知能情報学専攻 教授）TEL：042-443-5660 
担当者：加藤 菜美絵（社会知能情報学専攻 博士前期課程） 
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企業内 SNS の利用事例調査票 
1 企業内 SNS の名称、企業内 SNS の導入時期、貴社の社員数を教えてください。 
企業内 SNS の名称： 
企業内 SNS の導入時期： 
貴社の社員数： 
 
2 企業内 SNS の導入目的についてお聞きします。 
2.1 企業内 SNS の導入目的は何ですか。 
 
 
 
 
2.2 企業内 SNS の導入以前はどのような解決するべき問題があったのですか。 
 
 
 
 
2.3 企業内 SNS の導入目的に対し、実際の効果はどうでしたか。 
 
 
 
 
 
3 企業内 SNS の機能についてお聞きします。 
3.1 企業内 SNS には、どのような機能がありますか。以下のうち、あてはまるものに
いくつでも○をつけてください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a.プロフィール  b.日記  c.コミュニティ  d.Q&A  e.友人リスト   
f.足跡  g.紹介文  h.メール  i.検索   
j.お知らせ①（会社から全社員へ情報を発信できる機能）   
k.お知らせ②（個人から全社員へ情報を発信できる機能） 
l.その他（                        ） 
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4 企業内 SNS の利用についてお聞きします。 
4.1 企業内 SNS は社員の方であれば、誰でも参加することができるのですか。以下の
うち、あてはまるもの１つに○をつけてください。参加条件がある場合は、備考
にお書きください。 
 
 
4.2 企業内 SNS を利用するためには、登録する必要があるのですか。以下のうち、あ
てはまるもの１つに○をつけてください。登録条件がある場合は、備考にお書き
ください。 
 
 
4.3 企業内 SNS の利用は、招待制ですか。以下のうち、あてはまるもの１つに○をつ
けてください。招待される条件がある場合は、備考にお書きください。 
 
 
4.4 企業内 SNS の利用は、実名ですか。以下のうち、あてはまるもの１つに○をつけ
てください。 
 
 
4.5 企業内 SNS の利用時間帯はありますか。以下のうち、あてはまるもの１つに○を
つけてください。 
 
 
 
 
4.6 企業内 SNS の利用時間帯は決まっていますか。 
 
 
4.7 就業時間中の企業内 SNS 利用は可能ですか。以下のうち、あてはまるもの１つに
○をつけてください。条件などがある場合は、備考にお書きください。 
 
 
4.8 企業内 SNS 利用に関して、部署による理解の差はありますか。以下のうち、あて
はまるもの１つに○をつけてください。 
 
 
a.はい  b.いいえ  備考（               ） 
a.はい  b.いいえ  備考（               ） 
a.はい  b.いいえ  備考（               ） 
a.はい  b.いいえ   
a.はい →4.6 にお進みください。 
b.いいえ →4.7 にお進みください。 
c.その他（               ） 
 
（     ）時～（     ）時 
 
a.はい  b.いいえ  備考（               ） 
a.ある  b.多少ある c.あまりない d.ない 
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5 企業内 SNS の利用状況についてお聞きします。 
5.1 企業内 SNS の利用者数は何人くらいですか。 
 
 
5.2 5.1 でお答えいただいた人数は、全社員の何割ですか。 
 
 
5.3 企業内 SNS の利用者層はどのようになっていますか。 
 
 
 
5.4 企業内 SNS への 1 日の平均的なアクセス数はどのくらいですか。  
 
 
5.5 1 日の平均的なコミュニティ機能への書き込みはどのくらいですか。 
 
 
5.6 1 日の平均的な Q&A 機能への質問はどのくらいですか。 
 
 
5.7 1 日の平均的な日記更新数はどのくらいですか。 
 
 
5.8 平均的なマイフレンド数はどのくらいですか。  
 
 
5.9 平均的なマイフレンドの構成について、上司と同僚と部下の割合はどのようにな
っていますか。 
 
 
 
5.10 平均的なマイフレンドの構成について、部門内の人と部門外の人の割合はどのよ
うになっていますか。 
 
 
 
約    人 
約    割 
20～30 歳 約（    ）％     31～40 歳 約（    ）％ 
41～50 歳 約（    ）％     50 歳以上 約（    ）％ 
 
約        人/日 
約        件/日 
約        件/日 
 
約        件/日 
 
約    人 
上司：約（     ）割    同僚：約（     ）割 
部下：約（     ）割    その他（     ）：約（    ）
割 
c.その他（         ） 
 
部門内：約（     ）割   部門外：約（     ）割 
その他（     ）：約（    ）割 
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5.11 平均的なマイフレンドの構成について、業務が同じ人と業務が違う人の割合はど
のようになっていますか。 
 
 
 
5.12 平均的な企業内 SNS 利用者の交流状況について、上司と同僚と部下の割合はど
のようになっていますか。 
 
 
 
5.13 平均的な企業内 SNS 利用者の交流状況について、部門内の人と部門外の人の割
合はどのようになっていますか。 
 
 
 
5.14 平均的な企業内 SNS 利用者の交流状況について、業務が同じ人と業務が違う人
の割合はどのようになっていますか。 
 
 
 
6 企業内 SNS での話題についてお聞きします。 
6.1 日記機能にはどのような話題があがっているのですか。 
 
 
6.2 日記機能において、業務に関係のある話題とない話題の割合はどのくらいですか。 
 
 
 
6.3 Q&A 機能にはどのような話題があがっているのですか。 
 
 
 
6.4 Q&A機能において、業務に関係のある話題とない話題の割合はどのくらいですか。 
 
 
 
 
業務に関係のある話題：約（    ）
割 
業務に関係のない話題：約（    ）
割 
 
 
業務に関係のある話題：約（    ）
割 
業務に関係のない話題：約（    ）
割 
 
業務が同じ人：約（     ）割  業務が違う人：約（     ）割 
その他（     ）：約（    ）割 
上司：約（     ）割    同僚：約（     ）割 
部下：約（     ）割    その他（     ）：約（    ）
割 
c.その他（         ） 
 
部門内：約（     ）割   部門外：約（     ）割 
その他（     ）：約（    ）割 
 
 
業務が同じ人：約（     ）割  業務が違う人：約（     ）割 
その他（     ）：約（    ）割 
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6.5 コミュニティ機能にはどのような話題があがっているのですか。 
 
 
 
6.6 コミュニティ機能において、業務に関係のある話題とない話題の割合はどのくら
いですか。 
 
 
 
 
7 企業内 SNS の管理・維持体制についてお聞きします。 
7.1 企業内 SNS の管理はどのようになっていますか。以下のうち、あてはまるもの１
つに○をつけてください。 
 
 
7.2 企業内 SNS の担当部門はどこですか。 
 
 
（公式 または 非公式（ボランティア））←当てはまる方へ○をお付けください。 
（専任 または 兼任）←当てはまる方へ○をお付けください。 
 
7.3 企業内 SNS の担当者は何人いるのですか。 
 
 
7.4 企業内 SNS 導入により、新規に必要だった経費はいくらかかりましたか。 
 
 
7.5 企業内 SNS の維持費は月にどのくらいかかりますか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    部門 
 
    人 
約    円 
約    円 /
月 
a.社内で管理     b.社外で管理     c.その他（            ） 
 
業務に関係のある話題：約（    ）
割 
業務に関係のない話題：約（    ）
割 
 
 122 
 
8 企業内 SNS 導入以前に、企業内において導入したことのあるメディア（企業内ホーム
ページ、企業内メーリングリスト、企業内掲示板、企業内 Q&A、企業内ブログなど）
についてお聞きします。 
8.1 企業内 SNS 導入以前に、企業内において導入したことのあるメディア（企業内ホ
ームページ、企業内メーリングリスト、企業内掲示板、企業内 Q&A、企業内ブ
ログなど）がありましたら、以下のうち、あてはまるものにいくつでも○をつけ
てください。 
 
 
 
8.2 企業内 SNS が、企業内ホームページと比べてよいと思う点は何ですか。 
 
 
 
8.3 企業内 SNS が、企業内ホームページと比べてよくないと思う点は何ですか。 
 
 
 
8.4 企業内 SNS が、企業内メーリングリストと比べてよいと思う点は何ですか。 
 
 
 
8.5 企業内 SNS が、企業内メーリングリストと比べてよくないと思う点は何ですか。 
 
 
 
8.6 企業内 SNS が、企業内掲示板と比べてよいと思う点は何ですか。 
 
 
 
8.7 企業内 SNS が、企業内掲示板と比べてよくないと思う点は何ですか。 
 
 
 
 
 
a.企業内ホームページ  b.企業内メーリングリスト  c.企業内掲示板  
d.企業内 Q&A   e.企業内ブログ    f.その他（       ） 
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8.8 企業内 SNS が、企業内 Q&A と比べてよいと思う点は何ですか。 
 
 
 
8.9 企業内 SNS が、企業内 Q&A と比べてよくないと思う点は何ですか。 
 
 
 
8.10 企業内 SNS が、企業内ブログと比べてよいと思う点は何ですか。 
 
 
 
8.11 企業内 SNS が、企業内ブログと比べてよくないと思う点は何ですか。 
 
 
 
8.12 企業内 SNS 導入・運営で苦労したことは何ですか。 
 
 
 
 
9 その他 
9.1 企業内 SNS に関してご意見等ございましたら、自由にお書き下さい。 
 
 
 
 
 
 
ご協力ありがとうございました。 
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調査票 B：企業内 SNS 利用事例調査票-利用者向け調査票（本文 4 章対応） 
 
企業内 SNS の利用事例調査依頼 
利用者様② 
調査への協力のお願い 
 本調査は、企業内 SNS について、事前に質問紙調査にご回答いただいた上でインタ
ビュー調査を行い、その成功要因を抽出することを目的としています。 
 調査結果は、シンポジウム・報告書において公開し、企業内 SNS 利用の推進に寄与
したいと考えています。調査結果の公表につきまして差しさわりがある場合は、企業名
や個人名など組織・個人を特定できる情報は公表いたしません。 
調査は、企業内 SNS での成功事例の内容で構成されております。 
 上記の目的・内容についてご理解いただき、ご協力いただけますようお願い申し上げ
ます。なお、ご協力いただける場合は、同意書に署名いただきますよう重ねてお願い申
し上げます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
同意書 
私は、下記依頼人からの上記の調査依頼に対し、調査の目的・内容を理解し、調
査に協力することに同意いたします。 
 
なお、組織名について、1、公表いたして構いません。 
      2、公表はお断りします。 
    （1、2、どちらか一方に○をつけてください） 
個人名について、1、公表いたして構いません。 
      2、公表はお断りします。 
    （1、2、どちらか一方に○をつけてください） 
     年  月  日    
     氏名： 
依頼人 
学校名：電気通信大学大学院情報システム学研究科社会知能情報学専攻社会情報システム学講座 
所在地：〒182-8585 
 東京都調布市調布ヶ丘 1-5-1 
責任者：太田 敏澄（社会知能情報学専攻 教授）TEL：042-443-5660 
担当者：加藤 菜美絵（社会知能情報学専攻 博士前期課程） 
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本調査で想定している「問題解決」とは以下の通りです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
「問題解決（意思決定）」とは  
本調査では、個人が何らかの決定・選択をするために SNS を利用することを意
味します。 
 
 
 
 
 
 
 
（  は個人を表す    は利用を表す） 
問題解決のイメージ図 
「問題解決」の具体例として、以下のようなものを想定しています。 
・ 担当業務が同じ人にコメントをしたり日記を書くことで、担当業務の内容や
意義を考えたり、整理したりするきっかけとなり、業務のブラッシュアップ
に繋がった。（総務省） 
・ Q&A 機能で、商品のネーミングを募集したところ、みんながいろんなネーミ
ングを考えてくれた。（NTT東日本） 
・ 仕事と家庭を両立させるために出産のベストなタイミングを知りたくてコ
ミュニティで質問したところ、アドバイスをもらえた。 
・ 自分が実行しようとしていた手段を取った人が日記を書いて、その内容か
ら、結果を予測することができた。 
・ 自分が実行しようとしている手段を違う視点から実行して、（例えば素早さ
を重視したのかそれとも正確さを重視したのか）その結果、どちらがよい結
果を生んだのかということが他者の日記等に書いてあって、役立った。 
・ 顧客対応に困り、コミュニティに書き込みをしたところ、他の営業の人が対
応を答えてくれて、仕事が受注できた。（NTT東日本） 
・ 社員が日記に書いた案がよい案だったので、その案を採用した。（損保ジャ
パン） 
・ SNS を通して、上司から許可を得ることに役立った。今までなら 3 ヶ月はか
かる手続きが 1ヶ月足らずで実現した。（損保ジャパン） 
・ 企業内 SNSを通して、飲み会の出欠管理をすることができた。   など。 
 
SNS 
 
 
 
？ 
 
・困った 
・疑問に思った 
・知らない 
・アイディアが欲しい 
・答えを知っている 
・アイディアが浮かんだ 
問題解決 
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企業内 SNS の利用事例調査票 
 
 
 
 
 
 
1 思い浮かべていただいた成功事例についてお聞きします。 
1.1 どのような成功事例ですか。また、どのような場面で企業内 SNS を利用した
のですか。簡単にご説明ください。 
 
 
 
 
 
1.2 どうして企業内 SNS を利用しようと考えたのですか。 
 
 
 
 
1.3 どのような機能を利用したのですか。以下のうち、あてはまるものに○をつけ
てください。 
 
 
 
 
 
 
1.4 どうしてその機能を利用しようと考えたのですか。 
 
 
 
 
お願い 
回答を始める前に、貴社で利用されている企業内 SNS の中で、問題解決において成
功した事例を一つ思い浮かべてください。そして、思い浮かべていただいた事例に関
する内容及び、思い浮かべていただいた事例の成功要因などについて回答してくださ
い。 
a.プロフィール  b.日記  c.コミュニティ  d.Q&A   
e.友人リスト   f.足跡  g.紹介文  h.メール  i.検索 
j.お知らせ（会社から全社員が共有する情報を発信できる機能） 
k.お知らせ（個人から全社員が共有する情報を発信できる機能） 
l.その他（                        ） 
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1.5 成功事例の問題は、決まった答え（正解）のある問題でしたか。以下のうち、
あてはまるもの 1 つに○をつけてください。 
補足：決まった答え（正解）がある問題と決まった答え（正解）がない問題の違い。 
決まった答え（正解）のある問題 例）エクセルの関数 など。 
決まった答え（正解）のない問題 例）商品のネーミング募集、相談 など。 
 
 
1.6 成功事例の解決策は、自分一人だけでも考えることのできた内容でしたか。以
下のうち、あてはまるもの 1 つに○をつけてください。 
 
 
1.7 成功事例の解決までにどのくらいの時間がかかりましたか。 
分・時間・日 ←当てはまる単位に○をお付けください。 
 
1.8 成功事例には何人の人が関与したのですか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a.はい  b.いいえ  c.その他（         ） 
 
a.はい  b.いいえ  c.その他（         ） 
 
約        人 
約      
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1.9  成功事例には主にどのような人が関与したのですか。成功事例に貢献した順
にお答えください。なお、成功事例への関与者が一人の場合は、一人でも構
いません。 
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①
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①
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①
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①
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1.10 企業内 SNS 導入以前は、そのような問題をどのように解決していたのですか。 
 
 
 
 
1.11  企業内 SNS 導入以前は、そのような問題を解決するまでにどのくらいの時
間がかかっていたのですか。 
         分・時間・日 ←当てはまる単位に○をお付けください。 
 
1.12  企業内 SNS 導入以前は、そのような問題を解決するには何人の人が関与し
ていたのですか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
約        人 
 約 
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1.13  企業内 SNS 導入以前は、そのような問題を解決するためには、主にどのよ
うな人が関与していたのですか。成功事例に貢献した順にお答えください。
なお、成功事例への関与者が一人の場合は、一人でも構いません。 
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②
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②
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②
あ
な
た
と
知
識
・経
験
が
同
じ
く
ら
い
の
人
③
以
前
は
知
ら
な
か
っ
た
人
（S
N
S
で
新
た
に
知
り
合
い
に
な
っ
た
人
）
③
部
下
③
あ
な
た
よ
り
知
識
・経
験
が
少
な
い
人
②
部
門
外
②
業
務
内
容
が
同
じ
で
は
な
い
人
②
以
前
か
ら
知
っ
て
い
た
け
れ
ど
も
関
わ
り
の
な
か
っ
た
人
②
同
僚
②
あ
な
た
と
知
識
・経
験
が
同
じ
く
ら
い
の
人
③
以
前
は
知
ら
な
か
っ
た
人
（そ
の
時
に
新
た
に
知
り
合
い
に
な
っ
た
人
）
③
部
下
③
あ
な
た
よ
り
知
識
・経
験
が
少
な
い
人
②
部
門
外
②
業
務
内
容
が
同
じ
で
は
な
い
人
②
以
前
か
ら
知
っ
て
い
た
け
れ
ど
も
関
わ
り
の
な
か
っ
た
人
②
同
僚
②
あ
な
た
と
知
識
・経
験
が
同
じ
く
ら
い
の
人
③
以
前
は
知
ら
な
か
っ
た
人
（そ
の
時
に
新
た
に
知
り
合
い
に
な
っ
た
人
）
③
部
下
③
あ
な
た
よ
り
知
識
・経
験
が
少
な
い
人
②
部
門
外
②
業
務
内
容
が
同
じ
で
は
な
い
人
②
以
前
か
ら
知
っ
て
い
た
け
れ
ど
も
関
わ
り
の
な
か
っ
た
人
②
同
僚
②
あ
な
た
と
知
識
・経
験
が
同
じ
く
ら
い
の
人
③
以
前
は
知
ら
な
か
っ
た
人
（そ
の
時
に
新
た
に
知
り
合
い
に
な
っ
た
人
）
③
部
下
③
あ
な
た
よ
り
知
識
・経
験
が
少
な
い
人
②
部
門
外
②
業
務
内
容
が
同
じ
で
は
な
い
人
②
以
前
か
ら
知
っ
て
い
た
け
れ
ど
も
関
わ
り
の
な
か
っ
た
人
②
同
僚
②
あ
な
た
と
知
識
・経
験
が
同
じ
く
ら
い
の
人
③
以
前
は
知
ら
な
か
っ
た
人
（そ
の
時
に
新
た
に
知
り
合
い
に
な
っ
た
人
）
③
部
下
③
あ
な
た
よ
り
知
識
・経
験
が
少
な
い
人
②
部
門
外
②
業
務
内
容
が
同
じ
で
は
な
い
人
②
以
前
か
ら
知
っ
て
い
た
け
れ
ど
も
関
わ
り
の
な
か
っ
た
人
②
同
僚
②
あ
な
た
と
知
識
・経
験
が
同
じ
く
ら
い
の
人
③
以
前
は
知
ら
な
か
っ
た
人
（そ
の
時
に
新
た
に
知
り
合
い
に
な
っ
た
人
）
③
部
下
③
あ
な
た
よ
り
知
識
・経
験
が
少
な
い
人
②
部
門
外
②
業
務
内
容
が
同
じ
で
は
な
い
人
②
以
前
か
ら
知
っ
て
い
た
け
れ
ど
も
関
わ
り
の
な
か
っ
た
人
②
同
僚
②
あ
な
た
と
知
識
・経
験
が
同
じ
く
ら
い
の
人
③
以
前
は
知
ら
な
か
っ
た
人
（そ
の
時
に
新
た
に
知
り
合
い
に
な
っ
た
人
）
③
部
下
③
あ
な
た
よ
り
知
識
・経
験
が
少
な
い
人
①
部
門
内
①
業
務
内
容
が
同
じ
人
①
以
前
か
ら
知
っ
て
い
て
関
わ
り
が
あ
っ
た
人
①
上
司
①
あ
な
た
よ
り
知
識
・経
験
が
多
い
人
回
答
者
（あ
な
た
）
本
人
本
人
本
人
本
人
本
人
①
業
務
内
容
が
同
じ
人
①
以
前
か
ら
知
っ
て
い
て
関
わ
り
が
あ
っ
た
人
①
上
司
①
あ
な
た
よ
り
知
識
・経
験
が
多
い
人
記
入
例
①
部
門
内
①
業
務
内
容
が
同
じ
人
①
以
前
か
ら
知
っ
て
い
て
関
わ
り
が
あ
っ
た
人
①
上
司
①
あ
な
た
よ
り
知
識
・経
験
が
多
い
人
①
業
務
内
容
が
同
じ
人
①
以
前
か
ら
知
っ
て
い
て
関
わ
り
が
あ
っ
た
人
①
上
司
①
あ
な
た
よ
り
知
識
・経
験
が
多
い
人
関
与
者
2
①
部
門
内
①
業
務
内
容
が
同
じ
人
①
以
前
か
ら
知
っ
て
い
て
関
わ
り
が
あ
っ
た
人
①
上
司
①
あ
な
た
よ
り
知
識
・経
験
が
多
い
人
①
業
務
内
容
が
同
じ
人
①
以
前
か
ら
知
っ
て
い
て
関
わ
り
が
あ
っ
た
人
①
上
司
①
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①
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①
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①
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司
①
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①
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①
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た
。
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1.14 問題解決に企業内 SNS を使ってよかったと思いますか。以下のうち、あては
まるもの 1 つに○をつけてください。 
 
 
1.15  どうしてそのように考えますか。 
 
 
 
1.16  今回のような事例はどの程度ありますか。  
 
          日・月・年 ← 当てはまる単位に○をお付けくださ
い。 
1.17  今後、企業内 SNS を問題解決に用いたいですか。以下のうち、あてはまる
もの 1 つに○をつけてください。 
 
 
1.18  1.17.の理由をお聞かせください。 
 
 
 
1.19  企業内 SNS による成功事例をご紹介いただきましたが、どのような SNS
の特徴が役に立ったと考えますか。以下のうち、あてはまるものにいくつで
も○をつけてください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a.とても思う  b.思う  c.思わない  d.全く思わない 
 
a.自分の好きな時に情報を得たり、意見を書き込んだりできる環境 
b.自由に情報や自分の意見、日頃考えていることを書き込むことができ
る環境 
c.他の人に質問したり、相談したりすることができる環境 
d.同じ悩みを持つ人を見つけることができる環境 
e.気軽に質問や意見を発信できる環境 
f.その他（             ） 
 約    回 
a.とても思う  b.思う  c.思わない  d.全く思わない 
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1.20  今回の例に限らず、企業内 SNS による問題解決に関する事例、意見などを
お書き下さい。 
 
 
 
以上、ご協力ありがとうございました。 
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調査票 C：利用者属性による企業内 SNS のメリットとデメリット調査票（本文
5 章対応） 
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付録 
 本文 4 章（注 4） 
適合度の検定は、一様性（等確率分布）を仮定し行っている。 
この検定の具体的な説明のため、『（仮説 1）「成功事例の問題は決まった答え（正解）
のある問題でしたか。」という質問項目に対し、「はい」11 件、「いいえ」19 件と回答
を得た。』を用いる。 
ここで、帰無仮説は、一般に 
𝐻0 : P1 = P2 =   = Pk   ただし ∑_(i＝１)^k Pi = 1 
であり、対立仮説は、 
𝐻1 : (P1 = P2 =   = Pk)’ 
である． 
 この検定での数値は以下の通りである． 
 はい いいえ 計 
調査結果（𝒇𝒐） １１ １９ ３０ 
一様分布（𝒇𝒆） １５ １５ ３０ 
 ここで、𝒇𝒐は観察度数を示し、𝒇𝒆は期待度数を示す。 
 帰無仮説検定のためのχ２テストには、次の Peason の式を用いる。 
χ２=Σ(𝒇𝒐－𝒇𝒆)2 / 𝒇𝒆  
 数値を代入すると、χ２の観測値χ２o は、以下の通りである。 
χ２o=(11-15)2 / 15 + (19-15)2 / 15 
   =16/15+16/15 
   =2.13  
ここで、観測値χ２o は 2.13 で、χ２0.05 = 3.841 よりも小さいので、帰無仮説は棄
却されなかった。なお、自由度は２－１で、１である。 
『（仮説 10）「成功事例の解決策は一人でも考えることのできた内容でしたか」という
質問に対し、「はい」が 5 件、「いいえ」が 25 件であった。』についても、同様の方法
で検定を行っている。 
 （後段部分）また、適合度の検定において有意が確認された仮説については、同様に
一様性を仮定し母比率の検定を行い、どの項目が有意であるか確認を行っている。つま
り、全体の有意が確認されたということは、P1、P2、 ．．． 、Pk とする人々の数、な
いしそれらの人々の全体に対する比が等しくないということであり、いずれかの Pi だ
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けが他よりも多いということにはなっていない。このため、いずれかの Pi だけが他よ
りも多いということを確認するため、P1、P2、 ．．． 、Pk の部分集合について、一様
性の仮説の下に、どの項目が有意となっているかを確認するための検定を行っている。 
 この考え方に基づき、『（仮説 9）企業内 SNS 導入以前と導入以後において、解決ま
でにかかった時間の分類をした結果、企業内 SNS 導入により時間が短くなった事例が
16 件、変わらない事例が 4 件、長くなった事例が 3 件、分類不可が 7 件であった。』に
おけるそれぞれの件数の多寡についての検定を行っている。その結果、『企業内 SNS 導
入により時間が短くなった事例が 16 件』という件数だけが他よりも有意に多いという
検定結果を得ている。この検定結果に基づき、『このことから、企業内 SNS は素早い問
題解決を可能にすることがわかる。(注 4 の後段部分)』と記述している。 
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pp. 1-6 (2008 年 11 月)  
http://www4.atpages.jp/sigksn/conf03/SIG-KSN-003-04.pdf（2016-11-09 時点） 
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